2016年8月13日～15日　時事世論調査、SEALDs解散、終戦の日各紙社説、平和の取り組み
安保法、７割が「理解進まず」＝「危険高まった」も過半数－時事世論調査
　時事通信の８月の世論調査で、昨年９月に成立した安全保障関連法の内容について理解が進んだか尋ねたところ、「進んだとは思わない」と答えた人が７６．０％に上った。また、同法成立により、日本が海外の紛争に巻き込まれる危険が「高まったと思う」との回答は５５．９％だった。同法に対する国民の理解が進まず、懸念が根強い実態が浮き彫りとなった。
　安保法への理解が「進んだと思う」との回答は全体で９．０％にとどまった。自民党支持層に限っても、理解が「進んだと思う」は１５．１％で、「進んだとは思わない」が６８・６％と大きく上回った。
　安倍政権は安保法により「抑止力が高まった」と強調しているが、調査では、海外の紛争に巻き込まれる危険について「高まったとは思わない」と答えたのは２７．１％だった。自民党支持層でも「危険が高まったと思う」が４６．２％で、「高まったとは思わない」の３９．１％を上回った。
　調査は４～７日、全国の成年男女２０００人を対象に実施し、有効回収率は６４．３％。　（2016/08/12-15:12）
生前退位、６割が「早期制度化」＝内閣支持率横ばい－時事世論調査


　時事通信が４～７日に実施した世論調査で、天皇陛下の生前退位を可能にする制度改正について尋ねたところ、「速やかに制度改正するべきだ」との回答が６４．４％に上った。安倍内閣の８月の支持率は、前月比０．２ポイント減の４７．２％。不支持率は同０．９ポイント減の３２．０％で、ともにほぼ横ばいだった。
　皇位の継承を定めた皇室典範には生前退位に関する規定がなく、実現には新たな法的措置が必要。調査で「慎重な議論が必要だ」との回答は３０．２％だった。陛下がビデオメッセージを公表される前から早期の制度化を促す声が多数だったことは、政府の動きを後押ししそうだ。
　安倍晋三首相の２０１８年９月までの自民党総裁任期延長の是非については、「反対」が４１．８％で、「賛成」の３６．１％を上回った。自民党支持層に限ると、賛成６４．６％、反対２０．６％だった。
　内閣を支持する理由（複数回答）は、「他に適当な人がいない」２０．１％、「リーダーシップがある」１５．６％、「首相を信頼する」１３．４％など。支持しない理由（同）は、「期待が持てない」１４．８％、「政策が駄目」１３．５％、「首相を信頼できない」１１．９％の順だった。
　政党支持率は、自民党が前月比３．９ポイント減の２５．３％で、民進党は同１．７ポイント減の５．４％と、ともに下がった。以下、公明党４．１％、共産党２．４％、おおさか維新の会１．４％など。支持政党なしは５８．９％だった。（2016/08/12-15:07）


しんぶん赤旗2016年8月13日(土)

安保法制＝戦争法　「理解進んだとは思わず」８割　時事世論調査　「紛争に巻き込まれる危険高まる」６割

　時事通信の８月の世論調査で、昨年９月に成立した安全保障関連法（安保法制＝戦争法）の内容について理解が進んだか尋ねたところ、「進んだとは思わない」と答えた人が７６・０％に上りました。また、同法成立により、日本が海外の紛争に巻き込まれる危険が「高まったと思う」との回答は５５・９％でした。

　一方、安保法制への理解が「進んだと思う」との回答は全体で９・０％にとどまりました。自民党支持層に限っても、理解が「進んだと思う」は１５・１％で、「進んだとは思わない」が６８・６％と大きく上回りました。

　安倍政権は安保法制により「抑止力が高まった」と強調していますが、調査では、海外の紛争に巻き込まれる危険について「高まったとは思わない」と答えたのは２７・１％にとどまりました。自民党支持層でも「危険が高まったと思う」が４６・２％で、「高まったとは思わない」の３９・１％を上回りました。

　調査は４～７日、全国の成年男女２０００人を対象に実施し、有効回収率は６４・３％。

SEALDsが15日解散　安保関連法に反対

共同通信2016/8/14 19:16

　安全保障関連法は憲法違反で戦争につながるとして、安倍政権を批判する首都圏の大学生らが2015年に結成した若者グループ「SEALDs（シールズ）」が終戦の日の15日、解散する。

　シールズは「自由と民主主義のための学生緊急行動」の英訳の略称。国家権力に憲法順守を求めるとともに、リベラル勢力の結集を訴えた。

　安保関連法が成立後も活動を続けた。中心メンバーの奥田愛基さんは7月の東京都知事選で野党統一候補の応援演説にも立った。もともと「緊急アクション」として発足したため、参院選後に解散する考えをメンバーが昨年から公表していた。

ＳＥＡＬＤｓ、１５日解散　若者たちが残したものは
朝日新聞デジタル佐藤恵子2016年8月13日20時53分
　安全保障関連法や憲法改正への反対運動を展開した学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」が１５日、解散する。結成から１年余り。「おかしいことはおかしいと言おう」。そんな呼びかけを受け、街頭でのデモが東京で、各地で広がった。シールズが残したものは何なのか。実際に接した人たちに聞いた。
　今年１月、栃木県に若者グループが生まれた。日光市の山あいで暮らす七田（しちだ）千紗さん（１７）がツイッターで呼びかけ、県内の若者約１０人で立ち上げた。
　きっかけは昨年５月、ネットで見たシールズのデモの動画。「反対」と叫ぶだけでなく、自分の言葉で訴えていると感じ、「私も訴えたい。政治を語れる社会に変えたい」と思った。
　だが、デモがある国会前までは電車を乗り継いで片道約４時間。東京でのデモに何度か参加したが、頻繁には行けない。「東京の動きにぶら下がるだけでなく、地元でやろう」と思い立った。宇都宮市で１月、改憲反対を訴えるデモを初めて実施。グループは今夏の参院選後に解散したが、「訴えたいことがあれば、また行動すればいい。シールズに出会い、そう思えるようになった」と話す。

ＳＥＡＬＤｓの影響で若者グループを立ち上げた七田千紗さん。高校に進学せず、今は自宅で独学している＝栃木県日光市








　シールズは「自分たちが参加したい」と思えるデモをめざした。デザインを工夫したチラシやプラカード、リズミカルな訴え方、ＳＮＳを駆使した発信。こうした手法は、のぼりを掲げてシュプレヒコールをあげる従来型のデモをしてきた大人たちも刺激した。
　「戦争させない・９条壊すな！　総がかり行動実行委員会」の高田健さん（７１）も、その一人だ。昨夏からデモなどでシールズと連携。参院選ではシールズなどと一緒に野党共闘を呼びかけ、全３２の１人区で４野党の統一候補が実現した。高田さんは「シールズがなくても共闘はできた気がする」と話しつつ、こう言う。「彼らのおかげで野党支持者の幅が広がったのは間違いない」【続きあり】
シールズ 　１５日解散　政治に斬新な表現、若者の共感呼ぶ
毎日新聞2016年8月13日　21時18分（最終更新　8月15日　02時13分）
　戦後７１回目の終戦の日となる８月１５日、安全保障関連法の廃案などを訴えてきた学生たちのグループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」が解散する。先月の参院選で改憲勢力が伸長し、憲法改正の発議が現実味を帯びている。それでもシールズは結成から１年３カ月、既成の政党や運動体にはない斬新な表現や活動のスタイルで政治を揺さぶり、若い世代の存在感を示してきた。【山崎征克、平川哲也】 
　シールズは２０１５年５月３日の憲法記念日に、東京都内の明治学院や立教、上智などミッション系の私立大学生たちが結成したとされる。メンバーは集まることもあるが、集まれなくても無料通信アプリ「ＬＩＮＥ（ライン）」などで手際よく物事を決める。「安保法制反対」でゆるやかにつながり、東北や関西、沖縄でもグループが生まれた。 
　グループは国会前や各地で集会を開き、安倍政権批判を展開。若い世代の共感を呼び、抗議のうねりは安保関連法が成立する昨年９月に頂点に達する。その後も活動を続け、今年の参院選では野党共闘の成立に貢献した。 
　グループの解散は当初から参院選後と決まっていた。中心メンバーの一人である奥田愛基（あき）さん（２４）は公示前に取材に応じ、解散について「さびしくはない。むしろすがすがしいくらいの気持ち。今後もっとできることがあると思っている。解散が惜しいと思うなら自分で動き出してほしい」と語っていた。 




ＳＥＡＬＤｓの呼びかけで国会前に集まり、安保関連法案に反対の声をあげる人たち＝２０１５年７月１０日午後８時５７分、後藤由耶撮影




ＳＥＡＬＤｓが呼びかけた安保関連法案反対の集会で声をあげる学生ら＝東京・国会前で２０１５年７月３日、後藤由耶撮影
　同じく中心メンバーの明治大大学院生、千葉泰真（やすまさ）さん（２５）は１３日、これまでの活動を振り返って「参院選の野党共闘など新しいことができ、貴重な時間だった。変化のきっかけみたいなものを社会に残せたのではないか」と話した。安保関連法が施行され、参院選では改憲勢力が３分の２を超すなど力量の限界を受け止めながらも「シールズという名前はなくなるが、社会の一員として常に自由や民主主義と向き合いながら生きていきたい」と決意を語った。 
　シールズ関西も１３日に大阪市内で記者会見した。メンバーの神戸大大学院生の塩田潤さん（２５）は「（参院選で）改憲の危うさを伝えきれなかった反省はあるが、市民参加型の選挙としては大きな前進が見られたと思う」と強調。「日常生活と政治を近づける成果はあった」と語った。 
　シールズ関西は、東京と同様１５日に解散する。一方、沖縄のグループは活動を継続するという。 
　【ことば】ＳＥＡＬＤｓ 
　首都圏の学生らが２０１５年５月に結成し、国会前などで抗議行動を行ってきた。立憲主義を軸に格差是正や平和外交、市民の政治参加などを訴えている。名称は「Ｓｔｕｄｅｎｔｓ　Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ　Ａｃｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ｌｉｂｅｒａｌ　Ｄｅｍｏｃｒａｃｙ（自由と民主主義のための学生緊急行動）」の頭文字を取って名付けた。 
「ＳＥＡＬＤｓ」15日解散　安保関連法に反対 
日経新聞2016/8/14 19:32
　安全保障関連法は憲法違反で戦争につながるとして、安倍政権を批判する首都圏の大学生らが2015年に結成した若者グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」が終戦の日の15日、解散する。
　シールズは「自由と民主主義のための学生緊急行動」の英訳の略称。国家権力に憲法順守を求めるとともに、リベラル勢力の結集を訴えた。安保関連法成立後も活動を続けたが、「緊急アクション」として発足したため、参院選後に解散する考えをメンバーが昨年から公表していた。
　安保関連法案の審議中は毎週金曜日に国会前でデモを主催し、「民主主義って何だ」と問い掛けた。打楽器を鳴らし、リズムに合わせて訴える独特のスタイルは抗議活動のイメージを大きく変え、関西や東北でも同様の団体が生まれた。
　中心メンバーの奥田愛基さんは法案審議の中央公聴会で「国会前の抗議に来てほしい」と安倍首相に呼びかけた。〔共同〕
シールズきょう解散　諏訪原さん「活動の種、祖父がまいてくれた」

東京新聞2016年8月15日 朝刊
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　安全保障関連法に反対する若者グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」のメンバーとして活動してきた諏訪原健（すわはらたけし）さん（２３）は小学生の頃、毎年十二月八日に亡き祖父から電話を受けていた。八月十五日の終戦の日ではなく、真珠湾攻撃の日。「戦争を始めたらおしまいということだったのか」。いまの自分につながる原点として、残してくれた言葉をかみしめている。

　シールズは十五日解散する。国家権力に憲法順守を求め、リベラル勢力の結集を訴えてきたが、緊急アクションとして発足したため、参院選後の解散を昨年から公表していた。

　筑波大大学院（茨城県つくば市）に通う諏訪原さんは、鹿児島県鹿屋市で生まれ育った。近くに住んでいた父方の祖父旻（あきら）さんは今年一月に八十七歳で亡くなった。戦時中は航空機パイロットの訓練を受ける海軍飛行予科練習生になったが、戦地に派遣されないまま敗戦を迎えた。戦後は地元で働き、退職してからは畑仕事に精を出した。そんな祖父が電話をかけてきたのは、決まって十二月八日だった。

　「今日は日本が米国の真珠湾を攻撃して、太平洋戦争が始まった日だ。戦争では何も解決しない。幸せもないんだよ」

　この日以外に戦争の話を聞かされた記憶はほとんどない。「なぜそんな話をするのか、当時はよく分からなかった」。中学に進むと電話はかかってこなくなり、諏訪原さんが思い返す機会もなかった。

　記憶がよみがえったのは、特定秘密保護法や安保関連法に関心を持った大学生の時。帰省した際に戦争体験を聞いてみようとしたが、体調を崩していたためかなわなかった。

　いまは祖父の思いが分かるような気がする。「戦争が始まれば手に負えなくなり、どこまでも突き進んでいく。だからこそ、日本の過ちを忘れるなと伝えたかったのではないか」と諏訪原さん。「いつの間にか種をまいてくれていたんだと思う。祖父の遺志を受け継いでいきたい」

終戦の日 戦後７１年 全国で集会や催し
NHK8月15日 4時05分
終戦から７１年を迎える１５日、およそ３１０万人の戦没者を追悼し、平和について考える集会や催しが全国各地で開かれます。
このうち、東京の日本武道館では政府主催の全国戦没者追悼式が開かれ、戦争で亡くなった人の遺族などおよそ６６００人が参列する予定です。
式典では、安倍総理大臣が式辞を述べ、正午の時報にあわせて全員で１分間の黙とうをささげます。そして、天皇陛下がおことばを述べられたあと、参列者が式壇に菊の花を手向けて、およそ３１０万人の戦没者を追悼します。
終戦から７１年を迎え遺族の高齢化は進み、参列を予定している遺族のおよそ８割は７１歳以上となっています。
このうち戦没者の妻はこれまでで最も少ない７人で、最年長の１０１歳の女性はフィリピンのレイテ湾で戦死した夫のために東京・多摩市から家族に付き添われて参列する予定です。
また、去年に続いて、ことしも戦争の体験を伝えていこうと、すべての都道府県から１８歳未満の若い世代合わせて１２４人が式典に参列するということです。
１５日はこのほかにも、遺族の団体や自治体が式典を開くなど、戦没者を悼み平和について考える集会や催しが全国各地で開かれます。
「国民の命守る」　終戦の日で各党が談話 
日経新聞2016/8/15 0:00
　与野党各党は15日の終戦の日にあわせて、党首などの談話を発表した。
　自民　日本を取り巻く安全保障環境は厳しさを増す中で、平素からの備えを万全にし、国民の命と平和な暮らしを守り抜かなければならない。その責任を全うするため平和安全法制を整備した。国民の理解を求めながら、子や孫の世代に平和な日本を引き渡していく努力を続ける。
　民進　戦後、日本人が育み、培ってきた「平和主義」が脅かされようとしている。これからも日本が平和主義を基軸とした外交・安全保障政策を展開するとともに、アジア諸国との和解を進めていけるよう全力を尽くす。
　公明　戦後の日本は平和憲法と国連憲章の理念を基礎として平和国家の歩みを始めた。憲法の「国民主権主義」「基本的人権の尊重」「恒久平和主義」の３原理は普遍性のある価値であり、守り発展させていくべきだ。
　共産　安倍政権は憲法の平和主義を根底から覆す暴走を続けている。安倍改憲を許さず、平和主義を守り生かすため、恒久平和を希求するすべてのみなさんが政治的な立場や思想・信条の違いを超えて力を合わせることを呼びかける。
　おおさか維新　政府の安全保障政策の合憲性を判定するため、憲法裁判所を設置すべきだと考える。我が国が国民生活を守り、世界の平和と安定に向けた主導的な役割を果たせるよう取り組んでいく。
　生活　いまこの国の政治は大きな分岐点に差し掛かっているといえる。再びこの国が判断を誤り、途方もない苦難を人々に与える惨禍をもたらすことのないよう、全力で取り組んでいく。
　社民　安倍政権の発足以降、憲法解釈はねじ曲げられ、戦前回帰への扉が開かれようとしている。日本はこれまで平和憲法の下で「戦争しない国」を貫き、憲法９条は多くの国々の信頼と羨望を得てきた。憲法改悪を断固阻止する。
　こころ　平和と繁栄は自らの努力によって維持すべきものである。日本の歴史、伝統、文化に立脚した自主憲法を制定し、真の独立を回復し、平和を維持し、さらに全世界の繁栄と平和に貢献することを誓う。
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産経新聞2016.8.15 00:27更新 
【終戦の日】与野党各党の談話　自民「平和国家日本を次世代に」　民進「武力行使に抑制的な国に」
　与野党は１５日の「終戦の日」に合わせ、党声明や談話を発表した。要旨は次の通り。
　【自民党】子や孫の世代に平和な日本を引き渡していく努力を続けていく。平和と自由を愛する国民政党として、先人が築いた平和国家としての日本を次の世代に引き継いでいくとともに、世界の平和と繁栄にさらに貢献できるよう全力を尽くしていく。
　【民進党】安倍晋三首相は「平和国家・日本」の屋台骨を根本から変えようとしている。民進党が目指す日本は、先の大戦の教訓と反省、憲法の平和主義の理念に基づき、武力行使に抑制的な国だ。どちらを選択するのか、今一度、国民にも考えていただきたい。
　【公明党】日本がアジアの国々、さらに世界から平和国家として一層信頼されるよう全力を尽くす。公明党は、貧困など紛争の芽を摘み取る人道支援、平和構築の重要性を訴えてきた。こうした日本にふさわしい平和貢献の行動をさらに広げていくことを誓う。
　【共産党】日本国民が手にした憲法９条を守り抜き、憲法を生かした平和日本を築くために全力をあげる決意をあらたにする。恒久平和を希求するすべての皆さんが、政治的な立場や思想・信条の違いを超えて、力を合わせることを心から呼びかける。
　【おおさか維新の会】守るべきものは守り、変えるべきものは変える必要がある。政府の安全保障政策の合憲性を判定するため、憲法裁判所を設置すべきだ。わが国が国民生活を守り、世界の平和と安定に向けた主導的な役割を果たせるよう取り組んでいく。
　【社民党】憲法改悪を断固阻止する。憲法前文を具現化する世界の「恒久平和」の実現に向けて、努力し続けることを誓う。
　【生活の党と山本太郎となかまたち】この国の政治は大きな分岐点に差し掛かっている。全ては国民の判断と行動にかかっている。
　【日本のこころを大切にする党】今こそ自主憲法を制定し、真の独立を回復し、全世界の繁栄と平和に貢献すると誓う。
産経新聞2016.8.15 00:10更新 
【終戦の日】自民党声明「終戦記念日にあたって」　積極的平和主義で世界の平和と安定に力を尽くす
　本日、７１回目の終戦記念日を迎えるにあたり、先の大戦で犠牲となられたわが国並びに全ての国の英霊に対し、謹んで哀悼の誠を捧げます。今、私たちが享受している平和と繁栄は、戦争によって命を落とされた多くの方々の尊い犠牲の上に築かれていることを深く心に刻むとともに、二度とわが国は戦争への道を歩まないと強く決意いたします。
　戦後、わが国は一貫して平和国家の道を歩み続け、国際社会の一員として世界の平和と安定の構築に大きな役割を果たしてまいりました。今後も引き続き平和外交努力を重ね、「積極的平和主義」の旗の下、アジア太平洋地域をはじめ世界の平和と安定のために、一層力を尽くしていかなければなりません。
　同時に、国際情勢が絶えず変化し、日本を取り巻く安全保障環境は厳しさを増す中で、平素からの備えを万全にし、国民の命と平和な暮らしを守り抜かねばなりません。その責任を全うするため、昨年には平和安全法制を成立させ、国民を守るための切れ目のない安全保障体制を整備いたしました。引き続き国民のご理解を求めながら、私たちの子や孫の世代に平和な日本を引き渡していく努力を続けてまいります。
　わが党は、平和と自由を愛する国民政党として、先人が築かれた平和国家としての日本を次の世代に引き継いでいくとともに、わが国が世界の平和と繁栄にさらに貢献できるよう全力を尽くしてまいります。
産経新聞2016.8.15 00:11更新 
【終戦の日】公明党「終戦記念日アピール」　平和国家として一層信頼されるよう全力を尽くす
　本日、７１回目の終戦記念日を迎えました。先の大戦で犠牲となられた内外の全ての方々に謹んで哀悼の意を表すとともに、ご遺族ならびに今なお深い傷痕に苦しむ皆さまに心からお見舞いを申し上げます。
　日本は戦前、独善的な軍国主義にとらわれ、アジア・太平洋の諸国に対して植民地支配と侵略を重ね、かけがえのない多数の生命を奪い、多大な苦痛と損害を与えました。終戦記念日にあたり公明党は、不戦と平和の誓いを新たにし、日本がアジアの国々、さらに世界から平和国家として一層信頼されるように全力を尽くしてまいります。
　戦後の日本は、平和憲法と国連憲章の理念を基礎として平和国家の歩みを始めました。今年は日本の国連加盟から６０年になります。憲法の「国民主権主義」「基本的人権の尊重」「恒久平和主義」の３原理は、「国際平和」「諸国間の友好発展」「人権と自由の尊重」を掲げる国連憲章の目的と軌を一にしています。この３原理は普遍性のある価値であり、守り発展させていくべきです。
　３月に施行された平和安全法制は、厳しさを増す安全保障環境の中、憲法９条の専守防衛の範囲内で、国民の生命と平和な暮らしを守るための切れ目のない防衛体制の整備を可能にしました。同時に、もっぱら他国防衛を目的とする集団的自衛権の行使は、「自衛の措置の新３要件」によって許されないことも明確になっています。
　日本は今年から、国連加盟国の中で最多となる１１回目の安全保障理事会・非常任理事国に就いています。これは日本の平和の歩みが国連の中で評価されていることの証といえます。
　国連における日本の重要な貢献として「人間の安全保障」の推進があります。「恐怖と欠乏」から個人を守ることで世界平和の基盤を固める作業は、「基本的人権の尊重」の具体的な姿です。日本の得意分野であり、今後ともリーダーシップを発揮していくべきです。
　また、日本が国連総会で毎年続けている核廃絶決議の採択も着実に賛成国を広げ、今では「核は非人道的」との思想は国際世論になっています。５月に広島を訪問したオバマ米大統領も被爆地を「道義的な目覚めの地」と述べ、「核のない世界」への決意を改めて示しました。これを核廃絶への新たなステップにする必要があります。
　終戦記念日は世界平和への行動を誓う日でもあります。公明党は、貧困など紛争の芽を摘み取る人道支援、平和構築の重要性を訴えてきました。こうした日本にふさわしい平和貢献の行動をさらに広げていくことを重ねてお誓い申し上げます。
産経新聞2016.8.15 00:06更新 
【終戦の日】民進党談話「７１回目の終戦の日にあたって」　安倍晋三首相は平和国家・日本の屋台骨を変えようとしている
　本日、７１回目の終戦の日を迎えました。先の戦争で犠牲となられた内外すべての人々に思いを致し、国民の皆さまとともに衷心より哀悼の誠をささげます。
　戦前の植民地支配と侵略、多くの人間の命を奪った無謀な戦争、その重い教訓と深い反省に基づき、戦後の日本は、憲法の平和主義のもと、平和で豊かな民主主義国家をつくり上げました。同時に、経済協力、人道支援、ＰＫＯなど、国際社会の平和と安定にも大きく貢献してきました。戦後７１年の日本のたどった道は、国際的にも歴史的にも誇るべきものであったと考えます。平成の世になっても、一貫して平和国家としての歩みは続いてきました。
　しかし、安倍晋三首相は、「平和国家・日本」の屋台骨を根本から変えようとしています。
　安倍首相は「二度と他国を侵略しない。これこそまさに平和主義だ」と述べていますが、侵略戦争をしないのは当たり前のことで、海外の紛争に武力をもって介入しないという憲法の平和主義の根幹を揺るがすものです。
　戦後７１年、日本は今、時代の大きな分岐点に立っています。戦後、日本人が育み、培ってきた「平和主義」が脅かされようとしています。安倍政権が目指しているのは、集団的自衛権を制約なく行使し、普通に海外で武力行使できる国です。これに対し、民進党が目指す日本は、先の大戦の教訓と反省、憲法の平和主義の理念に基づき、武力行使に抑制的な国です。どちらを選択するのか、今一度、国民の皆様にも考えていただきたい。
　終戦の日にあたり、民進党は、これからも日本が憲法の根幹である平和主義を基軸とした外交・安全保障政策を展開するとともに、アジア諸国との和解を進めていけるよう全力をつくしていく決意を、ここに誓います。
しんぶん赤旗2016年8月15日(月)

７１周年の終戦記念日にあたって　日本共産党書記局長　小池　晃

　日本共産党の小池晃書記局長は、１５日の終戦記念日７１周年を迎えるにあたり、次の談話を発表しました。
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　一、戦後７１回目の終戦記念日にあたり、日本共産党は、日本軍国主義がおしすすめた侵略戦争と植民地支配の犠牲となった、内外の人々に、深い哀悼の意を表します。そして、戦争の惨禍、おびただしい犠牲と悲惨な体験をへて、日本国民が手にした憲法９条を守り抜き、憲法を生かした平和日本を築くために全力をあげる決意をあらたにします。

　一、安倍政権は、憲法の平和主義を根底から覆す暴走を続けています。集団的自衛権行使を容認する閣議決定を行い、安保法制＝戦争法を強行するなど、日本を再び「海外で戦争をする国」に変質させようとしています。さらに、安倍政権は、明文改憲への執念を露骨にしています。先の参議院選挙では、「憲法隠し」に終始しながら、選挙がおわったとたん、自民党改憲案をベースに３分の２を「政治の技術」で構築していくと表明しました。９条２項を削除し、「国防軍」創設を明記し、海外での武力行使を無条件、無限定に可能とすることに安倍改憲の本丸があります。

　日本共産党は、安倍改憲を許さず、憲法の平和主義を守り、生かすために、恒久平和を希求するすべてのみなさんが、政治的な立場や思想・信条の違いを超えて、力を合わせることを心から呼びかけます。

　一、安保法制＝戦争法にもとづいて、南スーダンに派遣されている自衛隊の任務拡大と武器使用拡大が行われようとしています。しかし、７月に入り、南スーダンの首都ジュバで大統領派と副大統領派の激しい戦闘が勃発し、自衛隊の宿営地内で複数の弾痕が確認されるなど、南スーダンが「殺し、殺される」初めてのケースになる危険が切迫しています。安保法制＝戦争法の発動を許さず、その廃止をもとめる世論と運動を大きく広げようではありませんか。

　一、日本の自衛隊は、他国と武力を交えず、一人の戦死者も出さずにきました。戦後７１周年の終戦記念日にあたり、戦後築き上げてきた、この財産を、今後も継承し、再び戦争をする国への道を絶対に許さないために、国民のみなさんとともに全力をあげます。

産経新聞2016.8.15.00.09
【終戦の日】共産党談話「７１周年の終戦記念日にあたって」　憲法９条を護り抜き、平和日本を築くため全力をあげる
　一、戦後７１回目の終戦記念日にあたり、日本共産党は、日本軍国主義がおしすすめた侵略戦争と植民地支配の犠牲となった、内外の人々に、深い哀悼の意を表します。そして、戦争の惨禍、おびただしい犠牲と悲惨な体験をへて、日本国民が手にした憲法９条を守り抜き、憲法を生かした平和日本を築くために全力をあげる決意をあらたにします。
　一、安倍晋三政権は、憲法の平和主義を根底から覆す暴走を続けています。集団的自衛権行使を容認する閣議決定を行い、安全保障関連法制＝戦争法を強行するなど、日本を再び「海外で戦争をする国」に変質させようとしています。さらに、安倍政権は、明文改憲への執念を露骨にしています。先の参議院選では、「憲法隠し」に終始しながら、選挙がおわったとたん、自民党改憲案をベースに３分の２を「政治の技術」で構築していくと表明しました。９条２項を削除し、「国防軍」創設を明記し、海外での武力行使を無条件、無限定に可能とすることに安倍改憲の本丸があります。
　日本共産党は、安倍改憲を許さず、憲法の平和主義を守り、生かすために、恒久平和を希求するすべてのみなさんが、政治的な立場や思想・信条の違いを超えて、力を合わせることを心から呼びかけます。
　一、安保法制＝戦争法にもとづいて、南スーダンに派遣されている自衛隊の任務拡大と武器使用拡大が行われようとしています。しかし、７月に入り、南スーダンの首都ジュバで大統領派と副大統領派の激しい戦闘が勃発し、自衛隊の宿営地内で複数の弾痕が確認されるなど、南スーダンが「殺し、殺される」初めてのケースになる危険が切迫しています。安保法制＝戦争法の発動を許さず、その廃止をもとめる世論と運動を大きく広げようではありませんか。
　一、日本の自衛隊は、他国と武力を交えず、一人の戦死者も出さずにきました。戦後７１周年の終戦記念日にあたり、戦後築き上げてきた、この財産を、今後も継承し、再び戦争をする国への道を絶対に許さないために、国民のみなさんとともに全力をあげます。
産経新聞2016.8.15 00:11更新 
【終戦の日】社民党声明「敗戦７１年にあたって」　平和を希求する全ての人々とともに憲法改悪を断固阻止する
　１・第二次世界大戦の終結から７１年目を迎えました。戦争の犠牲となって倒れ、傷つき、苦しめられた国内外のすべての方々に、心から哀悼の誠をささげるとともに、遺族の皆様にお見舞い申し上げます。悲惨な戦争体験による深い傷は、７１年経っても消えることはありません。わたしたちは、「軍国主義」時代の日本が突き進んだ無謀な戦争の歴史をしっかりと見つめなおすとともに、戦禍を生き延びた人々の総意となった「平和主義・立憲主義・民主主義」の意義をあらためて胸に刻み、二度と戦争をしない、させないという誓いと決意を新たにします。
　２・戦後の日本は、日本国憲法を礎とした民主的な「平和国家」として歩み、他の国々との信頼関係を築く努力を積み重ねてきました。しかし安倍晋三政権の発足以降、憲法解釈は捻じ曲げられ、戦前回帰への扉が開かれようとしています。集団的自衛権行使容認の閣議決定と、今年３月に施行された「戦争法」によって、自衛隊の活動範囲は大きく広げられました。自衛隊が「専守防衛」から世界の紛争に加担する「軍隊」となれば、日本国憲法前文に示した全世界の国民の「平和的生存権」を踏みにじることになり、日本への信頼も「平和国家」としての歩みも崩壊します。なんとしても「戦争法」廃止と閣議決定の撤回を実現させて、「戦争できる国」への暴走を止めなければなりません。
　３・地上戦が行われた沖縄は、戦後もずっと「捨て石」として「日米同盟」強化の犠牲の最先端におかれてきました。過重な米軍基地負担や治外法権ゆえの人権侵害・蹂躙に苦しみ続けた沖縄の「怒れる民意」は、「オール沖縄」の闘いに示されているにもかかわらず、安倍政権は、沖縄振興予算の削減をちらつかせるとともに、機動隊を全国から総動員し、東村高江の米軍ヘリパッド建設工事を暴力的に再開し、また辺野古新基地建設に向け、和解協議を無視した違法確認訴訟などを強行し、県民の民意と地方自治が圧殺されています。社民党は、日米両政府による暴挙を決して許さず、辺野古新基地建設阻止、高江ヘリパッド建設阻止、オスプレイ配備撤回、在沖米軍基地の縮小・撤去、日米地位協定の全面改正をめざして闘い続けます。
　４・今年５月、原爆投下国である米国の現職大統領として初めて広島を訪問したオバマ大統領は、あらためて「核なき世界」を実現する決意を表明しました。世界には、原子爆弾の威力をはるかに上回る１万５千発を超える核兵器が存在しています。オバマ大統領が例えた「死神」の原爆は、人間が生み出した極めて非人道的な「絶対悪」であり、その脅威を知る唯一の被爆国である日本こそが、核兵器を廃絶する運動の先頭に立つべきです。また、東京電力福島第一原発事故による「見えない核」の脅威も、いまなお多くの人々を苦しめ、「核と人類は共存できない」ことを知らしめています。「原発事故を起こしたから、世界一厳しい安全基準だ」と日本の原発を売り込む安倍首相の独善は、被害者の存在が認識できない「見えない核の脅威」にほかならず、原発再稼働や原発輸出を許すわけにいきません。
　５・戦後７１年が過ぎ、戦争犠牲者・戦争体験者そして遺族の皆様も高齢化が進み、戦争体験と平和への思いを風化させることなく、いかに次代につないでいくかが大きな課題となっています。また、「戦争被害受任論」に立つ政府は国の責任を認めようとはせず、原爆被害者の救済も不十分であり、沖縄戦の被害者や空襲被害者をはじめとする民間人犠牲者への補償も切り捨てられたままです。戦後補償は今もなお終わってはいません。政治の責任にきわめて重いものがあることを痛感し、社民党はすべての犠牲者・被害者の補償・救済に向け、一層の努力をして参ります。
　６・日本はこれまで、平和憲法の下で「戦争しない国」を貫き、憲法９条は「世界の宝」として多くの国々の信頼と羨望を得てきました。社民党は、平和を希求するすべての人々とともに、「政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起こることのないやうにする」との決意を固めあい、憲法改悪を断固阻止します。そして、「全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免れ、平和のうちに生存する権利を有する」ことを確認した憲法前文を具現化する世界の「恒久平和」の実現に向けて、これからも努力し続けることを誓います。
産経新聞2016.8.15 00:05更新 
【終戦の日】生活の党と山本太郎となかまたち談話「終戦記念日にあたって」　再びこの国が判断を誤り、惨禍をもたらさぬよう全力で取り組む
　今年もまた、終戦の日をむかえました。先の大戦で犠牲となられた内外のすべての方々に対し、謹んで哀悼の誠をささげたいと思います。
　重要なことは、先の大戦、そして、戦争がどのようなものなのか、どれだけの人々の尊い命が、なぜどのように失われたかをしっかりと語り継いでいくこと、そして、二度と過ちは繰り返さないと固く、固く誓うことです。
　この点、日本人を始めわれわれ人類に課せられていることは、忘却との戦いであります。戦争を単なる画像や記録として理解するのではなく、考え方ひとつでいつでもどこでも起こりうるもの、そして、ひとたび起これば、すべてを破壊し尽くすものであるという認識が不可欠です。
　いま、この国の政治は、そういう意味において、大きな分岐点に差し掛かっているといえます。最終的に、すべては国民の判断と行動にかかっております。
産経新聞2016.8.15 00:11更新 
【終戦の日】おおさか維新の会コメント「戦没者を追悼し平和を祈念する日を迎えて」　わが国が世界の平和と安定に主導的役割を果たせるよう取り組む
　「戦没者を追悼し平和を祈念する日」を迎え、あらためて全ての戦没者に対し哀悼の誠をささげ、心よりご冥福をお祈り申し上げます。
　戦後日本の平和国家としての歩みは、国民生活の安定をもたらし、わが国の国際社会での評価を高めました。一方、先の大戦から７０年以上が経過し、わが国を取り巻く外交安全保障上の環境は大きく変わりました。日本国民が引き続き平和のうちに生活ができるよう、守るべきものは守り、変えるべきものは変える必要があります。
　わが党は、国と地方の統治機構改革によって、国が外交や安全保障の課題に集中して取り組めるようにするとともに、政府の安全保障政策の合憲性を判定するため、憲法裁判所を設置すべきと考えております。わが国が国民生活を守り、世界の平和と安定に向けた主導的な役割を果たせるよう取り組んでまいります。
産経新聞2016.8.15 00:09更新 
【終戦の日】日本のこころを大切にする党談話「戦没者を追悼し平和を祈念する日を迎えて」　今こそ自主憲法を制定し平和の維持・繁栄に貢献する
　本日、戦没者を追悼し平和を祈念する日を迎え、あらためて全ての戦没者に対し、哀悼の意をささげますとともに、心よりご冥福をお祈り申し上げます。
　今日、私たちが享受している平和と繁栄は、祖国のために戦場に散った三百万余の同胞と焦土と化した国内で亡くなられた多くの方々の尊い犠牲のうえにあることを一時たりとも忘れてはなりません。
　先人たちの犠牲に応えるためにも、わが国のみならず全世界の平和と繁栄の
ため、全力を持って尽力せねばなりません。
　わが国を取り巻く環境をかんがみると、朝鮮民主主義人民共和国による核開発・ミサイル発射や拉致問題、中華人民共和国による南シナ海や東シナ海における海洋進出、全世界的なテロの脅威等、不安定な状態が増大しています。これまでのように米国の庇護の下での平和に安住することは許されなくなっています。平和と繁栄は自らの努力によって維持すべきものであるとの覚醒が必要です。
　また、国際社会の中で歴史認識をめぐり、日本に対するいわれなき誹謗（ひぼう）・中傷による誤解が拡散していることは憂うべきことです。このような誤解の拡散は、わが国の客観的な歴史的事実を明確にする努力が不足していたことも一因であり、その反省のうえに立って、今後、公文書館等の機能の充実を図り、世界各国に向けて、学問的根拠を提示しつつ、歴史的事実を伝える努力をしていかねばなりません。
フォームの終わり
社説　日本の戦後７１年　記憶を新時代へ渡す責任
朝日新聞デジタル2016年8月15日（月）付
　日本は静かに、そして間違いなく、戦争体験者のいない時代を迎えつつある。
　終戦の前に生まれた世代は人口の２割を切った。戦友会などは次々に活動を終えている。
　日本人が７１年間、厳粛な気持ちで過去と向き合ってこられたのも、あの過酷な時代をくぐり抜けた人びとが身近にいたからだ。その存在があればこそ、戦争は遠い史実ではなく共通の体験として、「戦後」という言葉で間近に意識されてきた。
　戦争の「記憶」や「記録」は新たな時代へ、きちんと残されているだろうか。国内外の惨禍を二度と起こさないための教訓を受け継ぐ基盤があるか。いま点検しておく必要があろう。
　■多様な過去への思い
　長野県阿智村の満蒙開拓平和記念館で７月２３日、湯沢政一さん（８６）が「語り部」として登壇した。
　満蒙開拓青少年義勇軍として１５歳で満州（現・中国東北部）に渡った。まもなく終戦。仲間の少年が、食料を奪いにきた現地の中国人に銃で反撃した。少年はソ連兵に撃ち殺された。
　酷寒の収容所で大勢の少年が命尽きた。湯沢さんはたまたま出会った中国人の紙問屋に雇われ、生き延びた。
　「中国人を恨んでいないのか」。来館者の質問に湯沢さんは答えた。「ここに私がいるのは中国人のおかげなんです」
　戦争末期、満州に残された開拓団の逃避行は凄惨（せいさん）を極めた。ソ連軍の攻撃、地元民の襲撃、集団自決。だが、彼らの口からは中国人の土地を取り上げた罪悪感も時にほとばしり出る。
　敵が味方になる出会いがあれば、加害を担わされた人が被害者として苦しむ理不尽もある。体験した人の数だけ、戦争の姿がある。歴史の教訓とは、その多様な記憶の積み重ねから学ぶべきではあるまいか。
　■記録の保存も急務
　いまも黙して語らない人がいることも忘れてはなるまい。
　生き残ったことへの心の負い目や家族への配慮から、記憶を封印する人がいる。「自虐的」といわれかねない、ぎすぎすした空気に尻込みする人もいる。
　元兵士の証言映像を記録する市民団体「戦場体験放映保存の会」（東京）の田所智子さんは「今までだれも自分に尋ねてこなかった、と打ち明けてから話し始める人が多い」と話す。
　彼らの記憶にきちんと向き合えているか。戦後に生まれ育った側の姿勢が問われる。
　いつ、だれが、徴兵、動員され、どこで、どのように亡くなったのか。こうした記録も戦争の実相を知るのに欠かせまい。
　だが、地方の役場がつくった公文書の多くが、戦後の自治体合併を経て、廃棄されたり、行方がわからなくなったりした。
　文書管理のルールを定め、歴史的文書は国立公文書館に移すことを決めた公文書管理法が５年前に施行され、記録を後世に残す態勢はようやく整った。
　だが、文書の所在を調べ、その価値を判断する人材が足りない。文書の保存状態もまちまちだ。欧米でアーキビストと呼ばれる、記録の収集、評価から整理、保存までを担う専門家が日本でも育成されるべきだろう。
　別の壁も立ちはだかる。閲覧を求めた多くの研究者が個人情報の保護を理由に門前払いされている。死者の情報は法律の対象外だが、「生存する遺族に影響する」というのが理由だ。
　東京都も空襲犠牲者の名簿を開示していない。東京大空襲・戦災資料センター主任研究員の山辺昌彦さんは、「空襲の全貌（ぜんぼう）や何が生死を分けたかを知る上で貴重なのに」と残念がる。
　記録の内容や閲覧目的などを考慮した上で、柔軟な対応が検討されてもいいのではないか。
　安倍首相は昨年、戦後７０年の談話で「過去を受け継ぎ、未来へ引き渡す責任」を明言した。
　であればこそ、戦争の記憶や記録を財産として未来へ伝承する努力を政府としても支えてほしい。「日本は過ちを繰り返さない」という世界への強い態度表明にもなるはずだ。
　この７１年間、日本は何とか平和であり続けたが、世界では幾多もの戦争が繰り返された。
　戦禍は過去のものではなく、現在も多くの悲劇を生み続けている現実を忘れてはなるまい。
　■現代の戦争に学ぶ
　とりわけ難民たちは、各地で急増する犠牲者だ。
　ＮＰＯ「難民支援協会」は日本に住む難民から体験を聞く会合を続ける。最近は少数民族として祖国ミャンマーで受けた迫害と難民認定までの苦労を語る男性の話に市民が耳を傾けた。
　日本が起こした戦争の教訓を思い起こし、そしていまも不条理な紛争が続く世界の姿とを併せて考えることが、グローバル化時代を生きる市民一人ひとりに求められる責務ではないか。
　この夏、まわりにいる内外の戦争体験者から話を聞いてみてはどうだろう。世代も国境も超えて戦争の愚かさを考え、明日の平和をつなぐ一歩として。
社説　終戦の日　確かな「平和と繁栄」を築こう

読売新聞2016年08月15日 06時01分

　◆世界に伝える日米の新たな和解◆
　７１回目の終戦の日を迎えた。先の大戦で亡くなった３１０万の人々を追悼し、平和への誓いを新たにする日である。

　東京・北の丸公園の日本武道館では、政府主催の全国戦没者追悼式が行われる。

　昭和天皇が国民に終戦を伝えた８月１５日が、日本では長く終戦記念日として定着している。

　ただし、戦闘の終結が確定したのは、厳密には９月２日である。東京湾に停泊する米戦艦ミズーリ号上で、日本と連合国の代表が降伏文書に調印した。

　◆真珠湾と広島で発信を

　戦艦ミズーリは現在、ハワイ・ホノルルの真珠湾に係留され、一般公開されている。近くの海底には、日本の奇襲攻撃で撃沈された戦艦アリゾナが、１１００人を超える将兵とともに眠る。

　「ノーモア・ヒロシマ」と叫べば、「リメンバー・パールハーバー」と反論される。「原爆投下」と「真珠湾攻撃」は、日米の不幸な歴史のトゲのような存在だ。

　１９９７年に中国の江沢民国家主席が真珠湾を訪問した際、「ファシストの侵略に対して中米両国民は肩を並べて戦った」などと演説したこともあった。米中の連携を強調し、日米同盟にEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(くさび),楔)を打ち込もうとしたものだ。

　しかし、真珠湾も広島も、和解の舞台へと変わりつつある。

　真珠湾のアリゾナ記念館の一角には、小さな折り鶴が２０１３年から展示されている。広島平和記念公園内にある「原爆の子の像」のモデル、佐々木禎子さんが折った１羽を、遺族が寄贈した。

　真珠湾攻撃を指揮した連合艦隊司令長官・山本五十六の出身地、新潟県長岡市は１２年の姉妹都市提携以来、ホノルル市と交流を続ける。戦後７０年の１５年８月の追悼式典では、平和を祈念する長岡の花火が真珠湾の夜空を飾った。

　今年５月のオバマ米大統領の広島訪問は、米国で原爆投下を正当化する意見が根強い中での英断であり、１７分間に及ぶ声明は多くの人の心を打った。日本側も、非人道的な行為を容認したわけではないが、謝罪を求めなかった。

　成熟した日米関係を象徴する歴史的な訪問だった。その土台には、自由や民主主義、人権といった価値観を共有する同盟国が長年築いてきた信頼関係がある。

　先の大戦への反省とおEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(わ),詫)びを改めて表明した昨年８月の安倍首相談話は、米国をはじめ、多くの国に肯定的に受け止められた。

　今日の安定した日米関係を、さらに発展させたい。

　米国とは対照的に、歴史を外交カードにし続けているのが中国である。オバマ氏の広島訪問の際、王毅外相は「南京は更に忘れるべきではない」と言い放った。

　◆秩序に挑むのは中国だ

　中国は、南京事件で３０万人が殺されたと一方的に主張し、「南京大虐殺の文書」のユネスコ世界記憶遺産登録を実現させた。

　昨年９月の「抗日戦勝記念日」には、約３０か国の元首・首脳の前で軍事パレードを披露し、中国が「戦勝国」であると誇示した。

　だが、東・南シナ海で力による海洋秩序の変更を試みる一方、自らが国際秩序の側にあるようにEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(けんでん),喧伝)する「戦勝国外交」は、国際社会の共感を得ていない。

　中国と“歴史共闘”を進めてきた韓国は、慰安婦問題を巡る昨年末の日韓合意を機に、対日関係の改善に転じた。日本は月内にも、元慰安婦を支援する韓国の財団に１０億円を拠出する方針だ。

　ただ、元慰安婦支援団体などは、財団に反対する姿勢を崩していない。米国に続いてオーストラリアでも今月上旬、慰安婦像の除幕式が行われた。慰安婦は旧日本軍に強制連行されたという誤解が今なお、世界に広がっている。

　◆史実の歪曲に反論せよ

　日本政府は、戦争に関する様々な史実のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(わいきょく),歪曲)に対し、的確な反論を続けねばならない。国際社会のルールの順守を中国などに働きかけることも大切だ。

　ロシアとの北方領土問題の解決にも力を入れる必要がある。

　７１年を経ても未解決の戦後処理問題を決着させ、日露平和条約を締結するには、一段と戦略的なアプローチが求められる。

　１４年３月のロシアのクリミア併合以降、欧米諸国は対露制裁を続けるが、安倍首相は、プーチン大統領との会談を重ね、領土問題の打開の道を探っている。来月上旬にも、ロシア極東を訪れる。

　各国との建設的な関係を追求して、戦後日本が築いてきた平和と繁栄をより確かなものとしたい。先の大戦で犠牲となった戦没者の思いに応えることにもなろう。

社説 　終戦記念日　歴史に学ぶ力を蓄える
毎日新聞2016年8月15日　東京朝刊
　私たちはどういう道をたどって今ここに立っているのか。日本赤十字の従軍看護婦の話から始めたい。 
　野村田鶴子さんはフィリピン・バギオの第７４兵站（へいたん）病院で働いていた。そこが米軍の猛攻撃を受けたのは１９４５年１月２３日だ。屋根に大きな赤十字の標識があったにもかかわらず、米軍は容赦なく爆撃した。 
　彼女は「白衣の看護衣を血で染めた若い看護婦達がいた。自分達と同じ赤十字の看護婦が、しかも年頃も同じ若い看護婦が、息もたえだえになっている。骨の髄まで氷るような思いだった」と衝撃をつづっている（「紅（くれない）染めし」７７年刊）。 
年々減り続ける体験者 
　バギオが大空襲を受けた後、日本軍が８キロ離れた鉱山の坑道内に設けた臨時病院もむごかった。 
　「下半身ギプスをしている患者が足の指の間が焼けるように痛いという。見ると油虫にかじられ、白い骨が見えていた。カンテラで照らしてみると、足を切断された患者の傷の中にも油虫が食い込んでいた」（同書掲載の清水直子さんの手記） 
　３７年に始まる日中戦争から終戦までに、日赤は延べ３万３０００人の救護看護婦を戦地や病院船に派遣した。兵士と同様に、赤い「戦時召集状」で強制的に送り出され、殉職者は約１１００人に上っている。 
　その記録の数々は、戦争の愚かさや非人道性を伝えて余りある。 
　日赤青森支部の花田ミキさんは、中国山西省の陸軍病院に勤務していた当時、憲兵の目を盗んで日記をつけていた。こんな記述がある。 
　「風呂敷包み一つの私物をもって幼な児のように輸送されてくる人たちの、お母さんたちの心情のせめて万分の一でも我が心にそなわれ、我が手よ、母の手となれと願う」 
　かつて日赤看護学校の出身者には「卒業後満十二年間戦時又ハ天災ニ際シ本社又ハ其所管地方部ノ召集ニ応シ救護ニ従事スヘキモノトス」という義務が課せられていた。 
　このため、従軍看護婦には１０代後半から２０代の若い女性が数多く含まれている。結婚したてで乳飲み子と生き別れた母親も少なくなかった。 
　戦後７１年。終戦時に２０歳だった人も９１歳になる。殺し合いの最前線で命を守るという、究極の矛盾を体験した生存者の数は急速に少なくなっている。花田さんも２００６年８月に９１歳で亡くなった。 
　政府は１９９８年から２０１３年にかけて、元従軍看護婦の人たちへの顕彰事業を実施した。申請に基づき約６６００人に「その御労苦に対し衷心より敬意を表し慰労します」という首相名の書状が贈られた。ただ、窓口の総務省も日赤も現在の生存者数は把握していない。 
　辛酸を極めた当事者の声が年々か細くなっていくからこそ、過去を知り、語り継いでいく必要がある。 
　一人一人の人間は弱く、目の前の状況に流されがちだ。中国や北朝鮮の露骨な軍事力強化を見せつけられると、勇ましい声に引きずられる。その時に私たちを支えるのは過去との対話を通した理性だろう。 
　安倍晋三首相の戦後７０年談話をめぐって論争がわき起こった昨年に比べ、歴史認識の議論は落ち着いてきたように見える。だが、安倍談話は当面の摩擦を避けることに力点が置かれ、近現代史について国民の共通認識を形成したとは言い難い。 
現実と理想の懸け橋を 
　Ａ級戦犯が合祀（ごうし）されている靖国神社を主要閣僚が参拝すれば、再び歴史が強い政治性を帯びる。靖国問題の根底には戦争責任を裁いた東京裁判観の分裂があるからだ。 
　３００万人を超す戦争犠牲者への追悼はどうあるべきか。政治家はこの困難な課題を克服する勇気と信念を持ち続けなければならない。 
　戦後７０年から７１年にかけて特筆すべき出来事に、オバマ米大統領の広島訪問（今年５月２７日）がある。 
　１９６０年代に広島を訪れた米国の社会学者は、中学生から「平和の象徴」として千羽鶴を贈られ、「何とナイーブな」と驚いたという。米国の信奉する核抑止理論と、折り鶴がかけ離れていたからだろう。 
　しかし、オバマ氏は４羽の鶴を折り、それを展示した原爆資料館の来館者は昨年より４割増えた。冷徹な国際政治と広島の祈りとの間の、ささやかだが意味のある懸け橋だ。 
　政治には、高度なリアリズムが求められる。同時に、政治が理想への情熱に突き動かされる営みでなければ、人類は前に進めない。 
　２０世紀の２度にわたる大戦に打ちのめされ、安定と共存を求めたはずの国際社会で、再び国家のエゴが強まりつつある。米国のトランプ現象や英国の欧州連合離脱の背後に、排他的な「自国第一主義」が見て取れる。国連安全保障理事会による国際平和の理想も揺らいで久しい。 
　今はリオデジャネイロ五輪の真っ最中だ。開会式では五輪旗を掲げた「難民選手団」にひときわ大きな拍手が送られた。ただし、難民選手団を結成する必要がなくなってこそ、五輪は真に平和の祭典になる。 
　７１年続く日本の平和は至高の財産だ。これが８０年、９０年と続くようにするには、やはり努力がいる。歴史に学ぶ力を蓄えること。きょうはその大切さを確認する日である。 
社説　71年目の夏　戦後はいつまで続くのか 
日経新聞2016/8/15付
記事保存
　戦後71年目の夏である。安倍晋三首相の戦後70年談話の書きぶりが耳目を集めた昨年と比べ、今年のメディアの関連報道はかなり少なめだ。このまま戦後はわたしたちの日常生活から徐々に姿を消していくのだろうか。
　米首都ワシントン郊外にある海軍士官学校の壁面には米国の戦史が描かれている。米西戦争や２度の世界大戦。さらに朝鮮、ベトナム、湾岸と続く。米国に「戦後」という単語はない。
　日本が戦後を語れるのは、あれ以来、戦争をしていないからだ。この先、戦後80年、90年……。戦後はいつまで続くのか。平和が破られるまで、である。
　毎年ほぼ同じだった天皇陛下の終戦の日のお言葉に昨年、変化があった。「今日の平和と繁栄」の前に「平和の存続を切望する国民の意識に支えられ」というくだりが挿入されたのだ。
　平和は何もせずに得られるものではない。切望しなければ失われる。戦争の記憶が風化する中で、平和の重みを一段と強調する必要があると思われたのだろう。
　戦後はいつまで、には別の答えもある。さきの大戦にかかわる諸問題のうち、解決をみていないものがいくつかある。これでは戦後を店じまいできない。
　従軍慰安婦に関する日韓交渉は昨年、「最終解決」で合意した。にもかかわらず、合意の具体的な進展に時間がかかっている。日韓双方に言い分がある課題ではあるが、近隣諸国といがみ合いを続けるのは好ましいことではない。
　靖国神社をめぐるあつれきも解決する方法はないのだろうか。赤紙一枚で戦地に引っ張られた人々を悼むための場所に、誤った戦争へと導いた指導者までまつられていることには違和感がある。
　そこに首相・閣僚らが参拝すれば、「日本はあの戦争を賛美している」との誤ったメッセージを世界に広めることになる。
　天皇陛下が生前退位の意向を示唆された。平成の時代が遠からず終わるかもしれない。となれば、その前の昭和はますます記憶から遠のいていきかねない。
　高齢化社会といいつつ、戦前生まれは総人口の２割を切った。戦争体験者が急速に減り、世の中には勇ましい発言をもてはやす風潮もみられる。戦後がいつの間にか戦前にならないためにも、日本がなぜ戦争へと突き進んだのかを考え続けねばならない。
産経新聞2016.8.15 05:01更新 
【主張】終戦の日　先人への礼欠かぬ和解を　「譲れぬ価値」再確認する時だ
　７１回目のこの日を迎えるにあたり、２つの変化があった。
　一つは記憶に新しいオバマ米大統領の広島訪問である。大統領と被爆者が抱擁しあう姿は、原爆を落とした国と落とされた国のわだかまりを少なからず解消した。
　もう一つは、昨年８月の安倍晋三首相の「７０年談話」に連なる外交で、その代表例はいわゆる慰安婦問題をめぐる昨年末の日韓合意である。不正常な両国関係の改善に一定の効果をもたらした。
　多難な国際情勢の中で日本が生き残る上で、さきの大戦の当事者や関係国との和解、関係強化が欠かせないことは言をまたない。
　≪胸張り御霊に語れるか≫
　２つの変化は、日米同盟や日米韓の枠組みを強固にする肯定的な意味を持とう。だがそのために日本の主張、日本が譲ってはならない立場が損なわれていないか。
　わが国の歴史や国民の名誉をおとしめる余地がもし残っているとすれば、真の和解や問題の解決に結び付くものではない。
　国に尊い命をささげた軍人・軍属と民間人計３１０万人に頭（こうべ）を垂れる際、「日本の未来を任せてください」と胸を張って言えるかどうかである。
　昨年４月の米連邦議会演説で、安倍首相は戦争への「痛切な反省」や「アジア諸国民に苦しみを与えた事実」に言及した。演説は米側の支持を得て、オバマ大統領の広島訪問の下地になった。
　ただし、演説に対し「日本側に責任があることを明確にした」（バイデン副大統領）との評価があった点も見逃せない。
　中国とロシアはもっと露骨だ。「戦勝記念日」などを通じ、日本の戦争責任を強調した。戦勝国と敗者の壁は厳然と残っている。
　世界遺産登録など文化に関する分野でも、中国や韓国は日本への歴史戦攻撃の手を緩めない。
　安倍首相が唱えた「戦後レジームからの脱却」というフレーズは、すっかり影を潜めている。
　９年前の所信表明演説では、教育制度などの国内改革に重きを置く形で語った。だが、その真意が敗戦国から脱却し、国際社会で名誉ある地位を勝ち取ることにあったのは疑いないだろう。
　公布から７０年を迎える現行憲法の改正が重要なのは、自国の防衛に責任を果たし得ない状態を放置してきたような、政治的呪縛からの解放を意味するからである。
　軍事力を背景とした中国の増長や北朝鮮の暴走によって、日米同盟はより疑いなく死活的なものになっている。ただし、この重要な同盟には、相対的かつ流動的な側面があり、それが拡大していることに留意すべきだ。
　米大統領選を通じ、日米同盟の優先度は米側において低下する懸念が生じている。
　≪歴史戦の攻撃はやまぬ≫
　国際的なルールを無視し、力ずくで権益の拡大を図るもう一つの国はロシアだ。国連安保理の常任理事国でありながら、秩序の破壊者の顔を隠さない中露両国は、日本を「敗戦国」に押しとどめようとする点でも共通している。
　日本が国際平和へのより積極的な貢献を目指しても、それを封じ込めようとする力は極めて大きいことを認識せざるを得ない。
　日本の名誉や国益に関し、譲れない一線を今一度確認しておく必要がある。日本をおとしめる曲解を認めず、嘘を正していく努力はより大切になる。
　他国の不当な干渉を排除する象徴的な行為として、安倍首相には靖国神社への参拝を再開することを求めたい。
　オバマ氏の広島訪問への返礼として、安倍首相の真珠湾訪問を求める意見がある。だが、多数の一般市民を対象にした原爆投下と、軍事施設に対する奇襲とを同列視するのは大きな誤りである。両者を混同したような形では訪問すべきでない。
　天皇、皇后両陛下が昨年訪問された激戦地パラオ・ペリリュー島で先週、自衛隊が初めて戦没者の慰霊行事を行った。日米などによる「パシフィック・パートナーシップ」活動の一環で、慰霊碑清掃などの行事も織り込まれた。
　日米激戦の際、日本軍は島民約９００人を避難させて命を守った。それを知り、語り継ぐ島民が今も日本人の墓を守っている。
　日本軍が玉砕しただけでなく、誇りある歴史がある。戦争の悲劇に思いを致しつつ、そうした史実も埋もれさせたくない。
社説　終戦の日　戦争は今も続いている

東京新聞2016年8月15日

　戦争はさまざまに語られるけれど、ではどれほどの実感をもって私たちは知っているか。防衛はただの外交用語ではむろんない。今も戦争は続いている。

　先月半ば、英国の新首相メイ氏が議会初演説をした。

　議題は英国唯一の核戦力である潜水艦発射型弾道ミサイル・トライデントを搭載する原潜四隻の更新の可否。核兵器の行使は首相のみが命令できる。

　野党議員の質問。

　＜罪のない男女や子ども、十万を超す人を殺すかもしれないが、あなたはその（核の）スイッチを押す覚悟があるのですか＞

◆メイ首相の核の即答

　メイ首相は、即座に堂々と答える。

　＜あります。抑止力とはわれわれにその用意があると敵に知らせることです＞

　敵がいるから抑止力は必要だ。理屈はむろんその通りであり、英国を含む同盟国は米国とともに冷戦時代はソ連と、今はロシアと核ミサイルを持ちつつにらみ合っている。

　首相の即答に対し、筋金入りの反戦主義者で労働党党首のコービン氏は問うた。

　＜われわれは核兵器なき世界について議論してきました。その実現方法では意見が分かれても目指そうという決意では同じでした。大量破壊兵器による抑止が正しい方法とは思われない＞

　採決は、労働党議員を含む断然多数で原潜の更新を認めた。

　二つのことに注目したい。

　一つは、核保有国の中に核をもたなくてもいいのではないかという議論が正面から出てきたことである。原潜基地が地元にある地域政党スコットランド民族党はこぞって反対した。

　原潜更新は、建造の巨費と雇用の創出を伴って国中の話題となっていた。軍事面ではＢＢＣ（英国放送協会）は核は必要とする意見と、抑止力は高度な通常兵器で十分という元軍幹部の賛否二論を紹介していた。

　核に対する異論は小さなうねりの始まりかもしれない。

　二つめは、議会で核兵器の使用はおびただしい無辜（むこ）の血を流させるという具体的な指摘がなされたことだ。戦争では兵士の死のみならず住民多数が巻き添えになる。

　戦争について、英国民の記憶になお新しいのはアメリカに引きずられるように参戦したイラク戦争だろう。兵士四万人以上を送り出し百七十九人が死亡した。連日のように盛大な葬列が進み、沿道は黙して頭を垂れた。

　英国での戦争の議論は常に肉薄したものにならざるをえない。

◆実際の戦争のむごさ

　日本の昨年の安保法議論を振り返るのなら、流血のまるで見えないような、法文言のうえでの理非整合を問うだけのような国会のやりとりは、果たして実際の戦闘のむごさをどれほど国民に意識させたであろうか。戦争を知る世代は、戦争を知らない世代たちの戦争議論をはらはらしながら聞いていたのではないか。

　想像すべきは、戦争の実相である。想像を超える戦場の現実である。核の非人道性はかつて広島、長崎に実在し、核の恐怖は核を持つ者に潜在し、中東で進行中の戦争は刻々命を奪い、テロは世界のどこにでも起こりうる。

　話を英国に戻せば、イラク戦争参戦の英政府の誤りを調べつくした独立調査委員会の報告書は先月公表され、内外でおおむね称賛された。

　しかし、英兵の死者は記しつつも、住民を含め十万人規模というイラク人死者にほとんど言及がなかったのはどういうことか。

　委員会の目的が自国政府の責任追及だったといえばそうでもあろうが、その政府の誤りによっていかに多くの無辜の人が死んだのかということに口をつぐんでいいものか。

　英国はもちろん特段に好戦的な国ではない。優れた議会制民主主義国でもある。それでも戦争をはじめてしまえば、味方にも敵にも、また住民にも多数の死者を出すことになる。戦争は悪ということである。英国という優れた「普通の国」が、平和と正義の名の下に戦争に突き進んでしまう。

　そこに戦争のワナはあり、世界の国々がそのワナにはまり、人類はそれを繰り返している。

◆英国とイラクの嘆き

　イラク戦争で英兵士の息子を亡くした父親は「無駄死にした」と嘆き、同じ嘆きはイラクには無数にあるだろう。

　戦争をなくすのは容易ではないが、なくそうという決意は増やすことができる。一人の決意は集まれば大きな力になる。

　八月十五日は先の大戦の犠牲者を悼む日である。同時に戦争の罪過をかみしめる日でもある。世界では戦争は今も続いている。

しんぶん赤旗2016年8月15日(月)

主張　戦後７１年　敗戦の日　戦争反省欠落の改憲を許さず

アジア・太平洋戦争での日本の敗戦から、７１年を迎えました。いまや「戦後生まれ」が圧倒的多数ですが、戦争の悲惨さを語り継ぎ、平和への決意を新たにする日です。７月の参院選で自民・公明など改憲勢力が参院でも改憲案の発議に必要な「３分の２」の議席を獲得し、改憲の動きがいっそう強まる中での「８・１５」です。自民党の改憲案は、戦争への反省を全く欠落させているのが特徴です。戦争の惨禍を二度と繰り返さないため、戦後７１年の「敗戦の日」を機に、日本を「戦争する国」に引きずり込む改憲を許さない決意を固めようではありませんか。

被害体験した国民の決意

　日本が侵略した朝鮮半島や中国、アジア・太平洋の国々の深刻な被害、アメリカの原爆投下や空襲で壊滅させられた広島や長崎、東京などの大都市、国内で最大の地上戦が繰り広げられた沖縄の甚大な被害、中国大陸やアジアの植民地からの引き揚げの塗炭の苦しみ、戦後の生活難―。アジア・太平洋戦争の被害と国民の苦難はどんなに時間がたとうと消えてなくなるものではありません。「日本国民は…政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し…この憲法を確定する」。敗戦の翌年１１月に公布された、日本国憲法の前文です｡

　１９３１年の「満州事変」に始まり、中国東北部から中国全土に侵略を拡大、４１年１２月以降はアジア・太平洋全域に広がった「１５年戦争」の犠牲は、アジア・太平洋地域で２０００万人以上、日本国民だけでも３１０万人に上ります。おびただしい人的被害と国土の荒廃は、二度と惨禍を繰り返さない、繰り返してほしくはないという国民の悲痛な叫びとして、憲法前文に書き込まれたのです。

　敗戦から７１年、日本が自ら戦争を起こさず、「再軍備」によって発足した自衛隊も一人の戦死者も出さず、外国人の犠牲者も生まなかったのは、こうした憲法と国民世論があったからです。にもかかわらず安倍晋三政権は昨年、戦争法を強行しました。それにとどまらず、戦争を放棄し戦力は持たないと明記した憲法９条に狙いを定めて、改憲の策動を本格化させてきました。まさに、日本を再び「海外で戦争する国」「殺し殺される国」に変えてしまうねらいです。

　自民党が改憲のために作成した「日本国憲法改正草案」は、憲法前文から戦争への反省と不戦の決意をすっぽり削除しています。残っているのは「平和主義」の名の下、「世界の平和と繁栄に貢献する」という言葉だけです。安倍首相は昨年の戦後７０年にあたって発表した談話でも、戦前の日本の「植民地支配と侵略」を認めず、自分の言葉で「反省」も「おわび」もせず、「積極的平和主義」の名で自らの活動を正当化しました。戦争への反省を欠落させた自民党改憲案と同じ立場です。

国際的にも孤立への道

　過去の侵略戦争を反省することなく海外での活動を正当化する立場が、日本国民にはもちろん国際社会でも通用しないのは明らかです。靖国神社への首相や閣僚の参拝が国際的な批判を浴びてきたとおり、戦争への反省を欠いた改憲策動は国際的孤立への道です。

　異常な改憲策動の中での「敗戦７１年」―侵略戦争反省の欠落を許さないことが、いよいよ重要です｡

社説　終戦記念日　安保法下で問われる不戦
北海道新聞08/15 10:30
　日本はアジア・太平洋地域で戦争を行い、１９４５年に敗北した。国民に降伏が伝えられた８月１５日から、きょうで７１年となる。
　今年の終戦記念日は、昨年までと様相が違う。「日本が戦争に巻き込まれる」などと批判された安全保障関連法が昨年９月に成立し、現に施行されている点だ。
　これに基づき月内にも、自衛隊の「駆け付け警護」など新たな任務の訓練が始まる。政府は今後、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で任務に加える方向だ。
　日本は戦争をしない、という誓いをきょう新たにすることは、例年とは異なる重い意味を持つ。
　振り返ってみよう。安保関連法は「海外での武力行使に道を開く」などと批判され、幅広い反対運動が起きた。安倍晋三首相は「平和安全法制だ」と強調。与党は強行採決の末に成立させた。
　それでも国民の不安が解消されなかったことは、成立後の世論調査で、反対が多数を占めたことからもわかる。一方で、首相の説明を信じ「平和になるなら」と考えた人がいたのも事実だ。
　考え方の違いはあるが、共通するのは戦争を否定する気持ちだ。まずは、誰もが平和を求めているということを確認しておきたい。
■「平和」名目に戦った
　先の戦争では３１０万人の日本軍人、民間人が命を落とした。アジア諸国や太平洋の島々で。広島や長崎の原爆で。沖縄戦や各地の空襲で。北海道空襲でも３千人近くが亡くなった。
　アジア各国の死者は２千万人とも言われる。昨年の「戦後７０年」を機に、日本の侵略による加害の証言があらためて注目された。
　戦争の否定で世論が一致している背景には、悲痛な経験の共有があるのだろう。戦争を直接知る人は年々少なくなっている。次の世代に語り継ぐことは欠かせない。
　戦争はしばしば「平和」を名目に行われた。
　２００３年、米国がイラク戦争を始める直前の最後通告で、ブッシュ大統領は「自由と平和を推し進める」と胸を張った。この戦争による破壊と混乱が、テロの温床としていま世界を悩ませる。
　日本の戦争もそうだった。「勝ってくるぞと勇ましく」の歌詞で知られる軍歌「露営（ろえい）の歌」は、「東洋平和のためならば／なんの命が惜しかろう」と結ばれる。
　夫の戦死を歌った「皇国（みくに）の母」も、「東洋平和のためならば／なんで泣きましょう国のため」と自らに涙を禁じた。
　前線で死に直面する男たち、その身を案じる女たちが「平和のため」の戦争だと信じ込まされた。権力者が戦争の悲惨をごまかすために平和を強調したのだ。
　二度と戦争をしないと誓った私たちは、こうした言葉のマジックにも注意深くありたい。
■危険に目閉ざす政府
　いま戦争の危険の最も近くにいる日本人は、南スーダンＰＫＯの陸上自衛隊ではないか。主に北海道の隊員で構成される。
　首都ジュバで大統領派と反政府勢力との衝突が繰り返された。現在は少し落ち着いたが、宿営地の外に出られない状態が続いた。
　ＰＫＯ５原則では、武力紛争が起きたら部隊を撤退させなければならない。だが今回、政府は「武力紛争が発生したとは考えていない」と、活動を継続させた。
　撤退すれば、安保関連法の成立で幅を広げたＰＫＯの足場が失われてしまう、という政治的な思惑があるからではないか。
　思い起こすのは、安保法制に関して「自衛隊員のリスクが増す」という指摘を安倍首相が認めなかったことだ。
　自衛隊を指揮する政府が、政治的な理由で現実の危険に目を閉ざす。安保関連法も南スーダンも同じだ。身を賭して任務に臨む隊員や家族はたまったものではない。
　こうした状況で「駆け付け警護」などの新任務を付け加えていいのか。危険を承知で働くのが自衛官だとはいえ、海外でのリスクをこれ以上大きくしてはなるまい。
■海外で血を流すのか
　「平和維持のため」「日本を安全にするため」という大義の下、若者が海外で血を流す危険を政府が事実上顧みない。安保関連法施行後のこの状況には、かつて行った戦争とよく似た構造がある。
　安保関連法により、日本人が戦争に巻き込まれる危険は、やはり増したのではないか。悲しい歴史を繰り返してはならない。
　確かに、北朝鮮の核による脅迫、中国による尖閣諸島付近での領海侵犯は非難されて当然だ。こうした点から安倍政権の安保政策を支持する声もあろう。
　ともあれ課題は外交的に解決するべきだ。関係国がそれぞれ国内での求心力を高めるため、互いに国際的な緊張をあおる。そんな火遊びは、愚かだというほかない。
社説　終戦記念日／記憶の継承こそ風化を防ぐ
河北新報2016年08月15日月曜日
　「今、多くの人たちにとって、原爆は遠い昔の出来事にすぎません。そして、どんな恐ろしい出来事も年とともに忘れられていくのです」
　「これでいいのかしら」
　「何だか、おじいちゃんやおばあちゃんが、かわいそうだね」
　戦争と核兵器をテーマにした黒沢明監督の作品『八月の狂詩曲』（１９９１年）の一場面。観光客でごった返す長崎市の平和公園で、訪れた子どもたちが原爆の実相に触れてつぶやく。今もなお、われわれが直面する「記憶の風化」を象徴するシーンだ。
　きょうは忘却とあらがう「終戦記念日」。先の大戦の犠牲者を悼み、惨禍を二度と起こさぬよう平和の誓いを新たにする日でもある。
　戦火を肌身で知る「生き証人」は減少の一途だ。戦後生まれは１億人を超え、人口の８割以上を占めるまでになった。戦後７１年がたち、風化のスピードは一段と加速しているように見える。
　ＮＨＫ放送文化研究所が成人２５００人を対象にした調査（２０１３年）によると、太平洋戦争が始まった日を知っていたのは２０．０％。終戦の日は６７．５％だった。
　評論家の保阪正康さんの言葉を借りれば、太平洋戦争の受け止め方が「同時代史」から「歴史」に移行することを意味する。
　ただ、歴史には解釈が入り込む余地がある。権力者によって、歴史的事実が度々都合のいいように歪曲（わいきょく）されたことは、過去の例が証明している。保阪さんは「史実を正確に調べ、記憶と記録をきちんと残していく。それが歴史的な誠実さ」と指摘する。
　日本人は忘れっぽい国民である。５年前に起きた東日本大震災でさえ、被災地以外では何事もなかったように風化が急速に進んできている。
　だからこそ、これまで以上に大切になってくるのは過去に学ぶ歴史教育である。戦争を巡る記憶の継承こそが、風化を防ぐと信じたい。
　日本が先の大戦で犯したアジア侵略の歴史に真正面から向き合い反省し、個々の記憶の中に刻み込んでいく。さらに集団、社会、国家へと共通の記憶に高めていくことができれば、平和を進めていく大きな原動力となるはずだ。
　一方で世界情勢は緊迫の度を増している。尖閣諸島周辺への中国公船・漁船の侵入、北朝鮮の長距離弾道ミサイル開発、過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）によるテロ…。対処を一歩間違えば、干戈（かんか）を交える危険をはらむ。
　安倍政権は、力による対抗を選んだ。専門家からの「違憲」との批判を押し切って集団的自衛権を容認して安全保障関連法を成立させ、日米同盟の強化にかじを切った。
　衆参両院で改憲勢力が発議に必要な「３分の２」を占めた今、憲法改正が俎上（そじょう）に載りそうな気配である。自民党の復古調の草案を見れば、最終目標は９条改正にも映る。
　歴史を振り返れば、戦後、日本が戦争に巻き込まれないよう「盾」となったのは、日本国憲法の平和主義だ。きょうは過去への悔悟から生まれたこの果実を、改めてかみしめる日でもある。
東奥日報2016年8月15日(月)

社説　平和と繁栄　理性的判断で／終戦の日

　きょうは戦後71年の「終戦の日」。歴史の教訓に学び、平和と繁栄を継続させるための知恵を考える日としたい。日本を取り巻く地域動向、激動の世界情勢を考えると、細心の注意を持って国のかじ取りを進めなければならない。

　北朝鮮が日本海に向けて頻繁にミサイル実験を行い、また尖閣諸島近海に中国の公船・漁船が毎日のように訪れる事態に、安全保障環境の変化を感じざるを得ない。

　米国が内向き姿勢を強めているのも気になる。今年の大統領選の各候補者は経済、安全保障の両面で過去になく、その傾向を見せている。7月にバングラデシュで起きたテロは、吹き荒れる暴力に日本人が巻き込まれる可能性が高まっている現実を示した。

　こうした流動化する世界の動きに直面した時には、対外的な強硬措置や国家の要塞（ようさい）化を唱える論が出やすいものだ。しかし、いたずらに不安にあおられ、あるいは怒りにまかせて、近視眼的な対応をとっては事態の悪化を招くだけであろう。

　冷静に現実を分析しあらゆる知恵を投入する必要がある。特に挑発的に見える各国の活動の裏にある本音や背景を詳しく知り、理性的、抑制的、粘り強い対応を日本はとるべきだ。

　世界の歴史を振り返れば、不安と怒りの心情に負けて現実を直視せずに近視眼的な対応をとることで失敗した例は数えきれない。英国が最近発表したイラク戦争の検証報告にもそのような指摘がある。

　米国のトランプ現象、英国の欧州連合（EU）離脱、先進国の移民排斥の動きでは、政治家が不安と怒りをあおり、人々が共鳴して行動する様子がうかがえる。

　日本は戦後71年間、抑制的な対応の末に平和と繁栄という果実を得てきた。その実績を誇りにし、不安ではなく自信、怒りではなく理性を、今後も基調に据えるべきだ。

　その意味で、地道な交渉の末に韓国政府と合意した元慰安婦支援のための財団設立は、戦後71年の和解の営みとして評価したい。

　参院選で改憲勢力が3分の2を獲得したために憲法改正の動きが、具体化していく可能性がある。日本内外の変化も憲法改正の必要性の根拠とされている。しかし憲法、特に9条に手を付けることがもたらす影響も十分に議論する必要がある。拙速でなく理性的な判断を下したい。

論説　終戦の日　「記憶」に耳を澄ませて

岩手日報2016.8.15

戦後７１年。戦後生まれは人口の８割を超え、戦争を体験した人は少数になった。この平和を守るために、戦争の悲惨をどのように伝えていけばいいのか。

　金ケ崎町のポーランド語翻訳者田村和子さんは、自作の紙芝居を小さな集まりで上演する活動を始めた。

　第２次大戦中、ナチス・ドイツに対するレジスタンス運動で投獄されたポーランド人女性カミラが、獄中で作った日本人形「テイコ」が、その主人公だ。

　今は博物館となったワルシャワの旧監獄を地元の少年が訪ね、テイコと出会う。なぜここに日本人形が。人形は身の上を語り始めた。

　カミラは、ポーランドで上演されたオペラ「蝶々夫人」のプリマドンナ喜波貞子の大ファンだった。ナチスに捕まった後、人形づくりが生きる支えになった。

　カミラがナチスに殺された後、人形は数奇な運命をたどって終戦から２３年後に博物館に寄贈された。

　田村さんは７年前、「ワルシャワの日本人形」（岩波ジュニア新書）を出した。「人間は、戦争の悪の記憶から、過ちを繰り返さないという教訓を学び取っていないのではないだろうか」（あとがき）という不安があった。

　それは現実のものになりつつある。世界のあちこちで紛争やテロが相次ぎ、国の指導者からは、抑制的よりも好戦的とも思えるような発言が相次ぐ。社会にあったはずの寛容さは影を潜め、「異端」への憎悪が再び渦巻く。

　紙芝居のテーマは、やはりあとがきでつづった「歴史の真実を探り、過去の体験を記憶し、伝え、未来へつなげるという叡智（えいち）と能力」を持つ人間への信頼だ。

　紙芝居のラスト。カミラが人形づくりの一針一針に託した希望を受け止めた少年は、その象徴でもある。

　田村さんは終戦の前年１９４４年生まれ。両親が平和を願って「和子」と名付けた。戦争は知らないが、戦後の混乱はよく覚えている。

　記憶の継承が、戦争経験者が消えていく今ほど大切な時はない。記憶が途切れたときは、再びあの時代に逆戻りするときかもしれない。

　田村さんは記憶の意味についてこう語る。「戦争で亡くなった人々の希望を伝えること」。写真や遺品が語り出す「希望の言葉」に耳を澄まさなければならない。

　田村さんは東日本大震災の翌年、絵本「奇跡の一本松」（なかだえり著）をポーランド語の紙芝居で紹介した。戦争と災害の違いはあっても、記憶する意味は変わらない。

　犠牲者たちの言葉を共有すること、想像すること。その努力なしに平和は守れない。

論説　【終戦記念日】語り部の記憶後世に
福島民報８月１５日
　リオデジャネイロ五輪で日本人選手のメダルラッシュに連日沸く中、終戦記念日を迎えた。応援の手をしばし休め、７１年前のあの夏に思いをはせる日としたい。
　１０日から１４日にかけ本紙は「語り継ぐ　ふくしま戦後７１年」の連載で、戦争の悲惨さを伝えようと活動する県内の語り部を取り上げた。白河市表郷の今井利行さんは中国戦線での壮絶な体験を小中学生に語り続ける。「人が人を殺すのが当たり前。それが戦争なんだ」「戦争がまた始まったら、日本はきっと破滅する」。言葉が胸に迫る。
　郡山市の日大専門部工科（現日大工学部）の第１回卒業生３人は戦争体験記を冊子「永遠の平和を願った春～１６歳の横浜、満州、シベリア」にまとめた。県内の全高校に配布、「福島の復興と日本の将来を担う生徒に読んでほしい」と願う。同じ苦しみを味わってほしくないとの切なる思いが伝わってくる。
　いずれも８０歳代から９０歳代前半の人々が中心となった取り組みだ。高齢の戦争体験者がいつまでも語り部を続けられるわけではない。
　「戦争の惨禍」を語れる次世代の人材を育てる必要がある。実際に体験していないことを臨場感を持って話すのは容易ではない。聞き取りが大切になる。個人の有志だけでなく、国や自治体による手厚い支援があってもいい。
　証言を記録として残すため音声のデータベース化を検討できないか。戦没学生の手記「きけ　わだつみの声」をはじめ、読み継がれる戦争書籍は数多く出ているが、より身近な人の体験談は世代を超えて心を捉えるはずだ。
　「平和の祭典」とされる五輪だが、政治に翻弄［ほんろう］された時期もあった。昭和１５（１９４０）年に開催予定だった東京五輪は日中戦争の長期化など国際情勢の悪化により、政府が開催を返上した。出場するはずだった選手は次々と戦場に駆り出され、多くが若い命を散らした。愚かな歴史を繰り返してはならない。
　リオ五輪で世界は平和を謳歌［おうか］しているようではあるが、宗教や民族対立などによるテロが相次ぎ、憎悪の連鎖に歯止めがかかっていないのが現実だ。日本もテロの対象外とは言えない。中国や北朝鮮との間の緊張は高まっている。
　先の大戦を知らない世代が大半を占める中で、戦争の記憶を風化させず、どう引き継いでいくかを真剣に考えなくてはならない。平成３２年の五輪は東日本大震災からの復興だけでなく、改めて平和の尊さをかみしめる機会としたい。（浦山文夫）
茨城新聞2016年8月15日(月)
論説　きょう終戦の日　理性の力で将来開く
戦後、71年の「終戦の日」である。
歴史の教訓に学び、平和と繁栄を継続させるための知恵を考える日だ。日本を取り巻く地域動向、激動の世界情勢を考えると、細心の注意を持って国のかじ取りを進めなければならない。
北朝鮮が日本海に向けて頻繁にミサイル実験を行い、また尖閣諸島近海に中国の公船・漁船が毎日のように訪れる事態は、安全保障環境の変化を感じざるを得ない。
米国が内向き姿勢を強めているのも気になる。今年の大統領選の各候補者は経済、安全保障の両面でその傾向を見せている。
7月にバングラデシュで起きたテロは、吹き荒れる暴力に日本人が巻き込まれる可能性が高まっている現実をあらためて示した。
こうした流動化する世界の動きに直面した時には、対外的な強硬措置や国家の要塞(ようさい)化を唱える論が出やすいものだ。しかし、いたずらに不安にあおられ、あるいは怒りにまかせて、近視眼的な対応をとっては事態の悪化を招くだけである。
冷静に現実を分析しあらゆる知恵を投入する必要がある。特に挑発的に見える各国の活動の裏にある本音や背景を詳しく知り、理性的、抑制的、粘り強い対応を日本はとるべきだ。
世界の歴史を振り返れば、不安と怒りの心情に負けて現実を直視せずに近視眼的な対応をとることで失敗した例は数えきれない。太平洋戦争の敗戦に至る過程はその連続だったし、英国が最近発表したイラク戦争の検証報告は、理性的な思考が損なわれた時、いかに破滅的な結末がもたらされるかを如実に物語る。
米国のトランプ現象、英国の欧州連合(EU)離脱、先進国の移民排斥の動きでは、無責任な政治家が不安と怒りをあおり、人々が共鳴して行動する様子がうかがえる。
日本は戦後71年間、抑制的な対応の末に平和と繁栄という果実を得てきた。その実績を誇りにし、不安ではなく自信、怒りではなく理性を、今後も基調に据えるべきだ。
その意味で、声高な論に左右されずに、地道な交渉の末に韓国政府と合意した元慰安婦支援のための財団設立は、戦後71年の和解の営みとして評価したい。
参院選で改憲勢力が3分の2を獲得したために憲法改正の動きが、具体化していく可能性がある。日本内外の変化が憲法改正の必要性の根拠とされている。しかし憲法、特に9条に手を付けることがもたらす負の側面も十分に議論する必要がある。拙速でなく理性的な判断を下したい。
経済運営も熟慮が求められる時だ。成長実現のために将来世代に膨大な借金のツケを回しては国の形をゆがませるだけだ。そろそろ成長神話から脱却し成熟経済への転換を図る理性こそが必要なのではないか。
8日には天皇陛下が生前退位の実現に強い思いを示された。皇室典範の改正などの本格的な検討が始まる。
陛下のメッセージを機に、「日本国および日本国民統合の象徴」と憲法が定める象徴天皇制をめぐる議論が広がっている。戦後日本を特徴づける象徴天皇制について考えることはまた、日本という国のあり方に思いをめぐらす良い機会になる。
社説　終戦の日に　芦部憲法学の「平和」を今
信濃毎日新聞2016.8.15
　２０１３年３月、参院予算委員会。民主党（当時）の小西洋之氏が憲法改正問題で安倍晋三首相に聞いた。
　「総理、芦部信喜（のぶよし）さんという憲法学者、ご存じですか」
　首相は答えた。「私は存じ上げておりません」
　それに先だって小西氏は憲法で個人の尊厳の尊重を包括的に定めた条文は何条かを聞いたが、やはり首相は答えられず、「クイズのような質問をされても生産性はない」と不快感をあらわにした。
　憲法を勉強していない人が憲法改正を唱えている―。小西氏はそう訴えた。
　芦部氏は駒ケ根市出身の東大名誉教授で、戦後を代表する憲法研究者だ。１９９３年には文化功労者に選ばれた。
　この年に初版が発行された著書「憲法」（岩波書店）は多くの大学で教科書として使われ、６版を重ねて累計１００万部のロングセラーになっている。
　門下生が多く、その教えは今も脈打つ。昨年、衆院憲法審査会で自民党推薦の参考人ながら集団的自衛権の行使は「憲法違反」と指摘した長谷部恭男・早稲田大教授もその一人だ。
　芦部氏の足跡をたどると、その憲法観が戦争体験に裏打ちされていることが分かる。先月の参院選で改憲勢力が衆参とも憲法改正を発議できる３分の２を超えた状況で迎えた今年の終戦記念日。芦部憲法学に触れ、平和のあり方を考えたい。
　　　＜学徒出陣で失った友＞
　４３年、太平洋戦争の戦況悪化で学徒出陣が始まった。当時、東京帝大（現東京大）の学生だった芦部氏は１２月、金沢師団に入営する。「生きて再び故郷の土を踏むことはないと考えていた」。後年、そう振り返っている。
　数カ月後、上官の指示で髪の毛と爪を切って形見として実家に送った。受け取った母親は上座敷に閉じこもったままだった。当時小学生だった妹の堀江玲子さん（８３）が心配して唐紙を開けると、母は「大きい兄ちゃんが送ってきた」と白い紙の包みを見せ、涙をこぼした。
　妹から聞いたその場面が脳裏に焼き付いたのだろう。芦部氏は９９年に７５歳で亡くなる前、病床でこんな歌を残した。
　〈隊長の命にて送りし爪と毛をただ茫然（ぼうぜん）と見つめ居し母〉
　幸い、特攻隊員になる特別操縦見習士官の二次試験で不合格になり、外地に赴くことなく終戦を迎えた。だが、大学時代に同じ下宿で過ごし、毎晩のように語り合った親友や旧制伊那中（現伊那北高）の同級生を亡くした。
　　　＜孤立しても「護憲」＞
　９５年１０月。伊那北高創立７０年の記念事業で、戦死した同窓生の鎮魂碑の除幕式に出席した。その後の講演で「（友を失った）苦い痛嘆の思いが、日本国憲法に抱く原点になっている」と述べている。
　その信念を示した舞台が、８４年に設置された「閣僚の靖国神社参拝問題に関する懇談会」（官房長官の諮問機関）だ。公式参拝容認派がメンバーの大勢で、孤立しながらも違憲の主張を貫いた。
　「二度と戦争を繰り返さないようにという戦没者の声なき願いを将来に生かすには、（政教分離の）憲法の基本原則を固く守ることがどんなに重要であるか」
　著書「憲法」にも平和観がにじみ出ている。
　〈平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した〉
　憲法前文のこのくだりはしばしば「他国任せ」と批判される。
　芦部氏はこう反論する。
　憲法の平和主義は、単に自国の安全を他国に守ってもらうという消極的なものではない。平和構想を提示したり、国際的な紛争・対立の緩和に向けて提言したりして、平和実現のために積極的行動をとることを要請している―。
　　　＜９条の精神を世界に＞
　安倍首相の掲げる「積極的平和主義」とは別物だ。
　武器禁輸原則を撤廃する。他国への攻撃に対しても自衛隊が武力行使できる集団的自衛権を容認する。自衛隊を随時海外派遣し、弾薬の提供を含めた他国軍の後方支援をできるようにする…。
　安倍政権の安全保障政策は、芦部氏の「２１世紀の世界へ９条の精神を」との呼び掛けとは逆方向に向かっている。
　戦争の反省を踏まえた憲法の原点に立ち戻り、日本が世界に果たす役割を考える時だ。
　不戦の誓い、非武装の理想、これを堅持することによってはじめて、あの戦争で尊い生命を絶った犠牲者の方々に鎮魂の誠をささげる道が開ける―。母校での講演を芦部氏はこう締めくくった。
　没後、玲子さんは戦没学徒兵の遺稿集をよく読んでいた兄のことを思い、こんな歌を詠んだ。
　九条を護（まも）れと説きて逝きし兄の仏前に今も「きけ　わだつみのこえ」
　戦後７１年の夏。戦没者の「声なき願い」に耳を澄ませたい。 

社説　終戦の日　平和続ける決意を新たに
新潟日報2016/08/15
　きょうは「終戦の日」である。
　先の大戦で犠牲になった３００万人余の戦没者を追悼し、平和を祈念する１分間の黙とうが正午にささげられる。
　７１回目のこの日を、私たちは衆参両院で改憲勢力が憲法改正の発議に必要な３分の２を超えるという初めての状況下で迎えた。
　一方、中国、北朝鮮が挑発行為を盛んにし、わが国の安全保障が脅かされる懸念が増している。
　こうした環境の変化の中で、私たちは、改めて、尊い犠牲者に哀悼の誠を示し、不戦の誓いを心に刻み、平和を維持し続ける決意を新たにする必要がある。
　新潟市で半世紀以上続いた慰霊祭が高齢化で幕を閉じた。
◆惨事の記憶の伝承を
　護国神社で開かれた県開拓民殉難者慰霊祭だ。開拓のために旧満州（中国東北部）に渡り、現地で亡くなった県人を追悼してきた。
　本県から満州に移民した約１万３千人のうち、旧ソ連の侵攻で５千人が死亡した。
　開拓経験者である参加者は慰霊碑に語り掛けた。「自分も９１歳になり、やむを得ず終わりにする。皆さまお許しください」
　終戦から７１年がたった。戦争の悲惨な体験をした人が確実に少なくなっている。
　惨事を知り、二度と過ちは繰り返さないとの思いを強固にするのが、終戦の日の意義の一つだ。
　安倍内閣も、麻生太郎財務相（７５）を除き、安倍晋三首相ら全員が戦後生まれとなった。
　今まで以上に意識して戦争体験者の話に耳を傾けなければならないだろう。お盆で親族が集まる。祖父母ら身近な人から当時の体験を聞く貴重な機会にしたい。
　北朝鮮が３日に発射した弾道ミサイルが、秋田県沖約２５０キロの日本海に落下した。
　弾道部分が日本の排他的経済水域に落下したのは初めてで遺憾だ。北朝鮮は核実験を含めて即刻取りやめるべきである。
　不測の事態に備えるのは重要だ。米国、韓国と一層の連携を図り、警戒・監視を強めてほしい。
　中国船による尖閣諸島の領海侵入が活発化している。
　中国船、とりわけ公船の領海侵入はわが国主権の侵害であり、断固として認められない。
◆隣国の挑発に毅然と
　岸田文雄外務相が程永華駐日大使を呼び、抗議したのは当然だ。
　中国が東シナ海で艦船や軍機のパトロールを常態化させる危惧がある。人工島を造った南シナ海の二の舞いにしてはならない。
　米国は、尖閣諸島周辺も日米安全保障条約に含まれるとの認識を表明し、中国をけん制した。
　日本は毅然（きぜん）とした対応と、国際社会との協調で、中国の挑発的な行動に冷静に当たりたい。
　世界に目を向けると、核武装は拡大し、イスラム国（ＩＳ）など中東を基盤とする過激派組織によるテロ行為が頻発している。
　日本は唯一の被爆国である。また中東諸国と友好関係にある。核廃絶や中東和平について国連などを通じて国際社会をリードし、世界平和に貢献すべきだろう。
　日本国憲法は、終戦を受け、制定された。国民主権、基本的人権の尊重に加えて、「平和主義」が三大原理だ。
◆憲法の精神を考える
　前文に「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こることのないようにすることを決意」と記し、「日本国民は、恒久の平和を念願し」などと「平和」という言葉が４回出てくるのが、憲法の精神を物語る。
　「憲法改正」を党是とし国政選挙で公約に掲げる自民党も改憲草案の前文で平和主義をうたう。
　平和主義がわが国憲法に欠かせない原理であると国民の合意を得ているのは間違いない。
　それを具体化するのが９条だ。第１項は戦争の放棄を明記し、第２項は軍隊、戦力の不保持と交戦権を認めないことを明示した。
　自民党憲法改正草案は、自衛のための軍隊を設けると規定した。
　秋以降、国会で憲法改正の論議が進められる。憲法を変えるとしたら、どこをどう変えるか、具体的な検討が始まる。
　戦後、日本国憲法の下でわが国が平和を続けてきたことをかみしめよう。終戦の日に憲法の精神を確認するのは意義深い。
　安倍首相は昨年の全国戦没者追悼式で歴代首相と異なりアジアへの加害と反省に言及しなかった。
　中国、韓国が閣僚の靖国神社への参拝を批判するのはＡ級戦犯を合祀（ごうし）することから戦争を反省していないとみるからだ。
　過去と真摯（しんし）に向き合い、教訓を学び、未来志向で取り組む－。それが、わが国に求められていることではないか。
中日新聞2016年8月15日
 社説　戦争は今も続いている　終戦の日　
　戦争はさまざまに語られるけれど、ではどれほどの実感をもって私たちは知っているか。防衛はただの外交用語ではむろんない。今も戦争は続いている。
　先月半ば、英国の新首相メイ氏が議会初演説をした。
　議題は英国唯一の核戦力である潜水艦発射型弾道ミサイル・トライデントを搭載する原潜四隻の更新の可否。核兵器の行使は首相のみが命令できる。
　野党議員の質問。
　＜罪のない男女や子ども、十万を超す人を殺すかもしれないが、あなたはその（核の）スイッチを押す覚悟があるのですか＞
メイ首相の核の即答
　メイ首相は、即座に堂々と答える。
　＜あります。抑止力とはわれわれにその用意があると敵に知らせることです＞
　敵がいるから抑止力は必要だ。理屈はむろんその通りであり、英国を含む同盟国は米国とともに冷戦時代はソ連と、今はロシアと核ミサイルを持ちつつにらみ合っている。
　首相の即答に対し、筋金入りの反戦主義者で労働党党首のコービン氏は問うた。
　＜われわれは核兵器なき世界について議論してきました。その実現方法では意見が分かれても目指そうという決意では同じでした。大量破壊兵器による抑止が正しい方法とは思われない＞
　採決は、労働党議員を含む断然多数で原潜の更新を認めた。
　二つのことに注目したい。
　一つは、核保有国の中に核をもたなくてもいいのではないかという議論が正面から出てきたことである。原潜基地が地元にある地域政党スコットランド民族党はこぞって反対した。
　原潜更新は、建造の巨費と雇用の創出を伴って国中の話題となっていた。軍事面ではＢＢＣ（英国放送協会）は核は必要とする意見と、抑止力は高度な通常兵器で十分という元軍幹部の賛否二論を紹介していた。
　核に対する異論は小さなうねりの始まりかもしれない。
　二つめは、議会で核兵器の使用はおびただしい無辜（むこ）の血を流させるという具体的な指摘がなされたことだ。戦争では兵士の死のみならず住民多数が巻き添えになる。
　戦争について、英国民の記憶になお新しいのはアメリカに引きずられるように参戦したイラク戦争だろう。兵士四万人以上を送り出し百七十九人が死亡した。連日のように盛大な葬列が進み、沿道は黙して頭を垂れた。
　英国での戦争の議論は常に肉薄したものにならざるをえない。
実際の戦争のむごさ
　日本の昨年の安保法議論を振り返るのなら、流血のまるで見えないような、法文言のうえでの理非整合を問うだけのような国会のやりとりは、果たして実際の戦闘のむごさをどれほど国民に意識させたであろうか。戦争を知る世代は、戦争を知らない世代たちの戦争議論をはらはらしながら聞いていたのではないか。
　想像すべきは、戦争の実相である。想像を超える戦場の現実である。核の非人道性はかつて広島、長崎に実在し、核の恐怖は核を持つ者に潜在し、中東で進行中の戦争は刻々命を奪い、テロは世界のどこにでも起こりうる。
　話を英国に戻せば、イラク戦争参戦の英政府の誤りを調べつくした独立調査委員会の報告書は先月公表され、内外でおおむね称賛された。
　しかし、英兵の死者は記しつつも、住民を含め十万人規模というイラク人死者にほとんど言及がなかったのはどういうことか。
　委員会の目的が自国政府の責任追及だったといえばそうでもあろうが、その政府の誤りによっていかに多くの無辜の人が死んだのかということに口をつぐんでいいものか。
　英国はもちろん特段に好戦的な国ではない。優れた議会制民主主義国でもある。それでも戦争をはじめてしまえば、味方にも敵にも、また住民にも多数の死者を出すことになる。戦争は悪ということである。英国という優れた「普通の国」が、平和と正義の名の下に戦争に突き進んでしまう。
　そこに戦争のワナはあり、世界の国々がそのワナにはまり、人類はそれを繰り返している。
英国とイラクの嘆き
　イラク戦争で英兵士の息子を亡くした父親は「無駄死にした」と嘆き、同じ嘆きはイラクには無数にあるだろう。
　戦争をなくすのは容易ではないが、なくそうという決意は増やすことができる。一人の決意は集まれば大きな力になる。
　八月十五日は先の大戦の犠牲者を悼む日である。同時に戦争の罪過をかみしめる日でもある。世界では戦争は今も続いている。
北國新聞2016/08/15 01:11
社説　終戦記念日に　改憲論にどう向き合うか
　７１回目の終戦記念日を迎えた。安倍晋三首相が戦後７０年談話を発表し、国際的にも注目された昨年に比べて、政治的なものものしさはないが、国会では、衆参両院の憲法審査会で憲法改正論議が再開されようとしている。３００万人を超える戦没者の霊を弔いながら、国民の安全を維持するために望ましい国家や憲法の在り方を問い直したい。
　自民党などでは改憲論議の入り口として、大災害やテロに備える緊急事態条項の新設や改憲発議要件の緩和が論じられている。参院議員を都道府県ごとの地域代表と位置づけるため改憲を説く声も出ている。しかし、憲法改正を党是としてきた自民党にとって、改憲論議の核心は第９条であり、その前提である憲法前文であろう。
　戦力の保持を否定した９条を字句通り解釈すれば、現在の自衛隊は憲法違反となる。必要最小限の自衛隊の防衛力は「戦力」に当たらないという政府解釈を多くの国民は是認しているが、自衛隊の存在を憲法で正当に規定するのが本来の姿であるというのが自民党内の共通認識であるはずだ。
　先の参院選で「改憲勢力」が３分の２を占めるに至った。が、現状では９条改正で意見をまとめるのは至難である。このため一致しやすいテーマから手を付ける。いわば正門ではなく脇門から改憲論議に入ろうということであろう。そうしたやり方は理解できるとしても、核心に触れない憲法改正は本当に必要だろうかという疑問も拭えない。
　憲法が説く国民主権の根本的な意味もあらためて熟考したい。国民の生命、財産や領土を守るのが主権者の使命であれば、国民自らの意志と力で国を守ること、換言すれば、国民の国防義務が本来の国民主権国家の原理となる。そうした自覚が戦後の民主主義社会にあるかどうかを問い直すことも大事ではないか。
　憲法の平和主義は最大限、尊重しなければならないが、「平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して安全と生存を保持する」という、あまりにも現実から遊離した憲法前文の理想主義の問題点を、北朝鮮や中国などによる眼前の脅威も見据えて考えたい。
論説　終戦の日に　平和を築いた手を汚すな

福井新聞2016年8月15日午前7時30分

　【論説】６日の広島、９日の長崎原爆忌に続き、日本にとって特別な日がやってきた。８月１５日は戦後７１回目の終戦の日だ。どの日も風化させてはならず、重い歴史の教訓に学び、未来に向けて恒久平和の誓いを新たにしなければならない。
　３１０万人もの尊い命を失った太平洋戦争。日本は廃墟から苦難と希望を積み重ね、豊かさをつかんだ。
　「この７０年はどんな時代でしたか」－。ＮＨＫが節目の昨年、世論調査を実施したところ、８５％が「良い時代だった」と答え、「戦後」をイメージする言葉に３７％が「平和」を挙げた。戦後日本人が築いてきたものは「戦争のない平和な社会」が圧倒的に多かった。
　その軸となり、社会を支えてきたのが「平和憲法」である。今年４月に実施した憲法改正に関する同調査で７１％が「関心ある」とした。「改正の必要なし」が３１％、「必要あり」は２７％だった。なぜ改正の必要がないかでは「戦争の放棄を定めた憲法９条を守りたいから」が７０％を占めた。
　一方で、改正を望む意見では、５５％が「日本を取り巻く安全保障環境の変化に対応するため」とし、自衛権や自衛隊の明確化を求める意見も２０％あった。
　調査から浮かび上がるのは、平和な社会の維持に戦争放棄が不可欠という不動の精神と、平和を守るためには改憲による国防軍化も必要とする意思との「対立の構図」である。
　保守主義の強い安倍政権の再登場により、解釈改憲で集団的自衛権の行使を可能とする安全保障関連法が成立した。憲法学者らは「違憲」と断じるが、その政治勢力は勢いを増し、先の参院選で改憲派が３分の２を確保。首相は９条改正を視野に入れている。
　強権的な政治勢力は、国民の多様で繊細な思考を無視し、是か非かを迫ることで分断を生みだしている。政治と民意が乖離（かいり）すれば民主主義は危うい。
　憲法は国民主権、基本的人権、平和主義を掲げる。憲法の精神がゆがめば、この７１年間必死につくり上げた日本の平和もゆがんでいく。われわれはどこへ行くのか。重大な岐路にある。
　確かに、日本を取り巻く世界情勢は平穏とはいえない。東アジアでは北朝鮮が日本海に向けて危険なミサイル実験を繰り返し、尖閣諸島周辺では中国が公船や漁船を使って威圧的に領有権を主張。世界で多発するテロに日本人が巻き込まれて多数死亡し、米大統領選では内向きな候補の登場で排他思想が強まる。
　こうした不安定な国際社会環境が日米安保体制の強靱（きょうじん）化を促進させ、対外的な強硬論や軍備強化による国家の要塞（ようさい）化へとつながっていく。軽挙妄動を慎み、冷静な分析と判断力で行動するべきである。
　われわれは、その抑制的な理性を失ったことで太平洋戦争に突き進んだ愚かさを胸に刻み続けなければならない。焦土と化した世界唯一の被爆国でありながら「核の抑止力」を正当化する政治の矛盾を厳しく問いただしていく必要がある。

社説　終戦の日に　冷静に過去見つめる勇気を終戦の日に 　冷静に過去見つめる勇気を

京都新聞　2016年08月15日掲載

　リオデジャネイロ五輪は後半に入った。その熱気はメディアを通じてリアルタイムで地球の裏側にある日本まで届き、私たちを眠れなくする。
　４年後には２度目の東京五輪が控える。今から待ち遠しいが、日本が初めて五輪招致に成功してから今年でちょうど８０年ということをご存じだろうか。
　京都新聞の前身、京都日日新聞は１９３６（昭和１１）年８月１日付朝刊に「次回オリンピック大会　東京で開催に決定す」の大見出しを掲げ、二・二六事件の判決発表を脇に押しのけて１面トップで扱った。京都観光への政財界の期待も紹介しており、当時の興奮ぶりが伝わってくる。
　浮かれる世間を冷ややかに見る目もあった。京都帝大を卒業し、大谷大教授も務めた哲学者の戸坂潤は雑誌で、東京五輪を「国際的政治現象に他ならない」と評した。折しも開かれていたベルリン五輪はナチスによる国力宣伝の場と化していた。
　初の東京五輪は幻に
　結局、紀元二千六百年の４０年に予定された東京五輪は幻となる。日中戦争の泥沼化で総動員体制が進み、国内に「五輪どころではない」という空気が強まる一方、日本に批判的な諸外国の間にボイコットの兆しが広がったためだ。
　誘致から２年後、政府は開催返上を閣議決定した。京都日日は２面で小さく伝え、１面トップは「長期聖戦の遂行に」と勇ましい見出しの陸軍定期異動だった。
　「人間の尊厳の保持に重きを置く平和な社会を奨励する」というオリンピック憲章の精神は、戦争や独裁政治、国威発揚とは相いれない。天孫降臨伝説の高千穂で聖火ならぬ「神火」の採火を大真面目に検討するような当時の日本には五輪開催の資格などなかった。
　戦争に突き進んだ日本は「幻の東京五輪」から５年後、敗戦を迎えた。その日から７１年。国内外を見渡すと、信頼・友好・希望…といった言葉より、疑心・対立・不安…と暗い言葉が思い浮かぶ。
　世界では今なお「力」が幅を利かせている。中東・シリアを根拠とする「イスラム国」（ＩＳ）が関わる卑劣なテロが頻発し、アフリカ各地では血なまぐさい内戦が続く。ロシアはクリミア半島を武力で併合したままだ。東アジアでは強引に海洋進出を図る中国と周辺国との摩擦が激化している。
　こうした領土や民族をめぐる争いのルーツをたどると、しばしば２度の世界大戦に行き当たる。
　中東の紛争は第１次世界大戦での英仏密約が遠因だ。尖閣諸島や竹島、北方四島の帰属は、日本が受諾したポツダム宣言の「日本の主権は本州、北海道、九州及び四国ならびに我々（米英中ロ）の決定する諸小島に限る」という文言の解釈に関わってくる。
　不毛な「反日」非難
　戦争は「歴史認識」という難題も残した。明治以来の日本の誇るべき近代化は、侵略と敗戦という恥辱の結末を招いた。このねじれた過去に、勇気と冷静さを持って向き合わねばならない。
　ところが、戦前の日本の行動や戦争目的を正当化する一方、戦後社会を否定し、中国や韓国に過剰なまでに反発する風潮がインターネットを媒介に広がっている。
　例えば「反日」レッテルの横行である。安倍晋三首相を批判したり、慰安婦や侵略を論じたり、中国・韓国との友好を主張したりすれば、「反日」の非難が飛んでくる。軍国主義時代の「非国民」同様、異なる意見を封殺しようとする卑劣な言葉の攻撃は、一人の日本人として情けなくなる。
　電子掲示板「２ちゃんねる」運営に関わった山本一郎氏は、ネットで右翼的発言を繰り返す「ネトウヨ」について満足な仕事も学歴も経済的余裕もなく「日本人であることしか誇れない人たちがいっぱいいる」と語っている。格差の拡大で夢や希望を持てず、不満のはけ口として過激な言動に走る人が増えれば社会は不安定になる。
　憲法に魂入れる努力
　右へ傾斜する世論を背景に選挙で圧勝を重ねる安倍政権は、特定秘密保護法や集団的自衛権行使に道を開く安全保障関連法を次々に成立させた。次のターゲットは「戦後レジーム（体制）」の根幹である憲法の改正だろう。
　憲法が公布された４６年１１月３日付の京都新聞は、１面に天皇皇后両陛下の写真とともに社説を掲げた。「敗戦によって謙虚な心構えを取り戻すことの出来たわれわれは、真実の希求かつ世界平和を提唱する機会に恵まれた」と反省を込めて新憲法をたたえ、国民の「必死の努力」によって憲法に「魂を入れ」ようと訴えている。
　当時の新聞からは「占領軍の押しつけ憲法」という不満や批判は読み取れない。あるのは平和の喜びと新しい時代への期待である。
　戦争の悲惨な実相を知る世代は年々減り、体験を聞くことは難しくなっている。しかし、想像力を働かせて本や映画などで追体験することで、戦後世代でも戦争の罪深さや平和の尊さ、歴史と憲法の重みを深く理解できるはずだ。
　待望の東京五輪は戦後７５年の節目の年にあたる。憲章の理念に沿い、平和で幸せな大会にと願う。

神戸新聞2016/08/15
社説　終戦の日／戦後の歩みを見つめ直す
　７１回目の終戦の日を迎えた。不戦の誓いを新たにし、「戦後」の意味を改めて考える日にしたい。
　ＮＨＫの連続テレビ小説「とと姉ちゃん」には、神戸出身で、雑誌「暮（くら）しの手帖（てちょう）」の編集長を務めた花森安治をモデルにした天才編集者花山伊佐次が登場する。
　ドラマでは戦時中に花山が「進め　一億　火の玉だ」という戦争標語を選ぶ場面があった。花森安治も実際、大政翼賛会の宣伝部で活動したという。花森は戦後、そうした体験への痛切な反省から庶民の暮らしを守る雑誌づくりに打ち込んだ。
　戦時下、国民の戦意を鼓舞する標語・スローガンが数多く作られた。
　「権利は捨てても　義務は捨てるな」「国のためなら　愛児も金（きん）も」「国が第一　私は第二」「任務は重く　命は軽く」（里中哲彦著「黙つて働き　笑つて納税」より）
　いずれも国のために個人の自由は縛るという考え方が貫かれている。一方、戦後の憲法は１３条で「すべて国民は、個人として尊重される」と定め、国民主権をうたった。個人の権利を尊重するよう国に命じた。それが戦後社会の基本だといえる。
　だが、現行憲法は「西欧の天賦人権説に基づく」とし、規定を改めるべきとの意見がある。自民党が２０１２年に発表した憲法改正草案はそんな考えをベースに１３条の「個人」を「人」に改め、その権利が「公共の福祉に反しない限り」尊重されるとの条文を「公益及び公の秩序に反しない限り」と書き換えた。
　個人よりも集団、国を尊重する発想ではないか、「公益及び公の秩序」は解釈が広げられて人権が制限されないか－。不安が募る内容だ。
　草案は「実現性より独自色」といわれた野党時代の案で、安倍晋三首相も「議論のたたき台」と述べる。それでも政権党の改正案である。
　参院選の結果、憲法改正に賛同する勢力は、衆参両院で国会発議に必要な「３分の２」を得た。改正が現実味を帯び、「国のかたち」が変わるかもしれない岐路に立つ。
　基本的人権の尊重、国民主権、平和主義という憲法の三大原則は、この国の平和と発展を支える基軸となってきた。だが、戦後に培ってきたものが崩れかねない状況が生まれている。日本はどこへ向かうのか。
　戦後の歩みを見つめ直し、何を守るべきかを冷静に考えたい。
社説　終戦記念日　未帰還１１３万柱 収集急げ
山陽新聞2016年08月15日 07時07分 更新
　きょうは７１回目の終戦記念日である。先の大戦で亡くなった人たちを追悼する催しが各地で行われ、鎮魂の祈りがささげられる。
　沖縄や硫黄島、海外におけるわが国の戦没者は約２４０万人に上る。しかし、遺骨の収集は十分に進んでいるとは言い難い。
　軍人らによる持ち帰りや、国が１９５２年に始めた事業で収集された以外で、約１１３万柱が依然として未帰還とされる。昨年度まで最近５年間の収集も８２００柱余にとどまる。多くの遺骨がフィリピンやマリアナ諸島、東部ニューギニア、中国東北部などの異郷に残されている。
　遺族はどれほど帰りを待ち望んでいるだろうか。
　今月、新たに１柱の遺骨が北海道出身の男性と確認され、遺族に伝えられた。大戦末期の激戦地、千島列島北東端のシュムシュ島（占守島）でロシアの調査団が発見した遺骨である。
　「あまりにうれしく、言葉にならない。兄自身も喜んでいるだろう」と８０代の妹は話している。「遺骨が戻らなければ私たちの戦争は終わらない」と帰りを待っていたという。同じ思いの遺族は多いに違いない。
　厚生労働省は、未帰還の遺骨のうち、軍艦などが撃沈された海没者や国交のない北朝鮮、対日感情に配慮が必要とされる中国などを除き、現状で収集可能なのは最大約６０万柱としている。遺族が高齢化する中、遺骨の返還は時間との闘いだ。収集を急がねばならない。
　遺骨収集を「国の責務」とし、一層の推進を図ることを目的とした戦没者遺骨収集推進法が今年３月、議員立法で成立した。２０２４年度までを集中実施期間とし、収集や送還の実務は国の指定する法人が担う。収集に弾みをつけるきっかけにしたい。
　そもそも遺骨がどこに眠っているかを把握することが年々難しくなっている。戦争当時を知る戦友らは減り、遺骨がある場所の様子も大きく変わっているからだ。
　このため、推進法は国内外の施設に保管される文献の調査体制整備を定めた。国は来年度まで、文献などによる情報収集を集中的に行うとしている。遅きに失したとはいえ、重要だろう。
　収集した遺骨の身元特定を進めるため、推進法はＤＮＡ鑑定の体制整備も定めた。鑑定は０３年度に始まったが、身元判明は今年２月までで千人余にとどまる。
　鑑定はこれまで、印鑑や旧日本軍の認識票など個人の特定につながる遺品が遺骨近くで見つかった場合に限られたが、対象を広げるという。
　さらに、鑑定結果をデータベースにして、遺族の可能性がある人と照合する。沖縄で遺骨を収集している市民団体などが求めてきたことだ。遺族へのＤＮＡ提供の呼び掛けも進め、照合作業を加速させることが求められる。 
社説　終戦７１年　平和の「継続」への覚悟と努力を
愛媛新聞 2016年08月15日（月）
　きょう、７１回目の終戦の日を迎えた。 
　日本は戦争放棄を宣言する憲法の下、７１年間「戦争をしない国」であり続け、平和主義を貫いてきた。その歩みの尊さ、大切さを改めてかみしめる。しかし、明日からも平和が当然に続く保証はどこにもない。改憲を見据えた政権の動きが加速する中、国民一人一人が歴史の過ちを真摯（しんし）に省み、不戦の誓いを日々新たにすることで「継続」への覚悟と努力を強め、たゆまず積み重ねていかねばならない。 
　戦争の悲惨を身をもって知る７０歳以上の世代は総人口の２割を切った。痛切な体験や平和を希求する強い思いに学ぶ機会は年々減り、継承の手だてを急ぎ講じるべき時機に来ていよう。また昨年は戦後７０年の節目であり、安倍政権が安全保障関連法を強行成立させたことで、より一層反戦の機運が高まった。その「熱」を一過性のもので終わらせてはならず、７１年目の夏も抱き続けたい。 
　戦争を知らない世代が、日本を「戦争できる国」に変えつつある―今まさに、時代の大きな岐路である。改憲によって政権や自民党が目指す「国のありよう」を、強く危惧する。 
　憲法解釈の変更によって集団的自衛権の行使を容認し、安保法によって「他国の戦争」にも参加できるよう、飛躍的に自衛隊の任務を拡大した安倍政権。先月の参院選では衆院に続いて国会発議に必要な「３分の２」の改憲勢力を手中にした。 
　「９６条、９条を変えるだけでなく、わが党は前文から全て含めて変えたいと思っている」。安倍晋三首相は参院選直後に明言した。数の力で直ちに９条改定を推し進めることには否定的ながら、衆参両院の憲法審査会を９月召集の臨時国会から再始動させるという。危機感を持って注視せねばならない。 
　昨夏の全国戦没者追悼式では天皇陛下のお言葉に初めて「さきの大戦に対する深い反省」との文言が盛り込まれた。一方で首相は、昨年まで３年続けて式辞で「不戦の誓い」の表現を避けた。加えて、防衛相に抜てきされた稲田朋美氏は９条改正が持論。先の大戦が侵略戦争か否かを問われても、「評価の問題だ。一概に言えない」と正面から認めようとしない。「侵略」「おわび」の２語を入れ渋った昨年の「戦後７０年首相談話」を巡る騒動のように、再び他国に歴史修正主義ではないかとの疑念を持たれ、緊張が高まりかねない現状を憂慮する。 
　今年５月にはオバマ米大統領が広島を訪問。核兵器廃絶と恒久平和の重要性を日本人自身が誓い直す契機となった。世界で頻発する痛ましい「自爆テロ」は遠い国の話と思いがちだが、７１年も前の日本が既に「特攻」として若者に強いた惨禍であることを思い起こしたい。忘れてはならない記憶を引き継ぎ、後世に伝える不断の努力なくして平和は守れない。そのことを、胸に刻み直す一日としたい。
高知新聞2016.08.15 08:10
社説　【終戦の日】理解し合う努力を重ねて
　終戦の日が巡ってきた。
　第２次大戦敗戦から７１年が経過した。その歳月を重ねても、政府が国内外で改善できない関係がある。戦争にまつわる重い負の遺産をいつまでも払拭（ふっしょく）できない。
　韓国、中国とは安倍首相の２０１３年の靖国神社参拝で悪化して以来温度差はありながらも、硬直した状況が続いてきた。
　韓国とは、旧日本軍の従軍慰安婦問題に関し「最終的かつ不可逆的に解決される」とした昨年末の政府間合意が、履行へ動き始めた。元慰安婦を支援し、尊厳と名誉を回復する財団が先に設立された。
　ところが、日本側が拠出する１０億円の名目について、賠償金なのかどうかで見解が食い違い、入り口論で手間取った。
　結局、資金は月内に拠出される見通しだが、ソウルの日本大使館前に韓国側支援団体が設置した少女像の撤去は、決着していない。
　中国とは、大戦中の強制連行問題で６月、中国側被害者団体と日本企業が和解に至った。民間だが、両国間に横たわる諸問題の中の一歩前進といえよう。
　一方で、沖縄・尖閣諸島周辺では連日、中国海警局の公船などの航行が続く。領有権などを巡って日本政府への挑発をエスカレートさせているとみられる。
　両国との関係は、紆余（うよ）曲折を経て常に負の遺産の問題をはらみながら一進一退のような経緯をたどってきた。
　いずれの国とも、首脳が信頼関係で結ばれているとはいい難い。むろん両国内で戦争の被害感情が消えることはあり得ない。国内世論対策として、両国が日本に対し強硬姿勢を取っている側面もあるだろう。そうであるにせよ、対話の場を求める姿勢は欠かせない。
　平和への出発点は何より対話ではないか。立場や主張が異なっていても言葉を交わし、理解し合う努力が求められる。
　その誠実な積み重ねがなければ、相手との溝が埋まることはないといってよい。平和はおろか、信頼関係を築くことさえできまい。
　国内では、在日米軍基地を巡って沖縄県との関係がこじれる様相さえみせている。
　沖縄側は平和を渇望し、集中する基地負担の軽減を求めているのに、軽減は進まず、米兵や軍属による犯罪も依然、後を絶たない。
　米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設も、地元で反対の民意が再三示されているにもかかわらず、政府は「唯一の解決策」の姿勢を崩さない。
　沖縄と韓国、中国とは次元が違うものの、米軍基地も大戦に端を発する問題といえよう。
　いずれも相手の立場を尊重した上で、もつれた糸をほぐす努力が不可欠である。時間はかかっても、過去に向き合い、理解を深めようとする姿勢で臨むほか、関係改善へと向かう道はなかろう。 
社説　終戦の日　不戦の誓い今こそ新たに
西日本新聞2016年08月15日 10時33分 
　いつになれば終わるのか。年々細りゆく記憶の糸をたどりながら、今なお国策の過ちを清算する営みが続いています。
　戦没者の遺骨収集、中国残留孤児の肉親捜し、旧日本軍の化学兵器の回収…。いずれも過去の話ではありません。そして投げ出すことのできない重いテーマです。
　戦争の代償がいかに大きく、後世まで尾を引くか。同じ轍（てつ）を踏まぬために何をなすべきか。終戦からきょうで７１年。私たちは改めて歴史と向き合い、「不戦の誓い」を新たにしたいと思います。
　▼進まない「戦後処理」
　今春、ようやく制定された新法があります。「戦没者の遺骨収集の推進に関する法律」です。遺骨収集を国の責務と位置付け、本年度から２０２４年度まで集中的に収集作業を行う内容です。
　遺族からすれば、遅きに失した感は否めないと思います。遺骨収集は１９５２年から始まったものの、根拠法がないこともあって遅々として進みませんでした。
　先の大戦での戦没者は日本だけで３１０万人、うち国内外の戦地で亡くなった人は２４０万人と推定されています。これまでに回収されたのは約１２７万柱にとどまり、アジア・太平洋の広範囲に及んだかつての戦地には未帰還の遺骨が眠ったままになっています。
　中国残留孤児の問題も現在進行形です。８０年代から本格化した訪日調査などで２８１８人の孤児が確認されました。うち半数以上の１５３４人は身元が判明しないままです。厚生労働省は彼らの名鑑をホームページに掲載し、今なお肉親捜しの手掛かりとなる情報の提供を求めています。
　旧日本軍が中国に残した化学兵器（毒ガス弾）を巡っては、ガスの漏出で死傷事故が相次ぐなど「埋もれた戦争」とも呼ばれてきました。２０００年以降、約５万３千発が回収されたものの、中国東北部の吉林省を中心になお３０万発以上が残るとみられています。
　日本側は化学兵器禁止条約に基づき、全てを回収・無毒化処理する責務を負っています。これまでに約２千億円の国費を投じていますが、日本側の委託業者による不正が発覚するなど、事業は思うように進んでいません。
　▼「対話」を重ねてこそ
　安倍晋三首相は「この道しかない」と譲りません。戦後処理が途上にある中で、外交・安保政策の転換を次々に進めています。
　武器輸出の緩和、他国軍への支援を可能にする「開発協力大綱」の策定、集団的自衛権の行使を容認する安全保障法の制定…。首相は先の参院選で衆院に続き、憲法改正に前向きな勢力が３分の２を占めたことを受け、任期中の改憲実現にも意欲を示しています。
　北朝鮮の核・ミサイル開発や中国の軍事大国化は確かに脅威です。米国との同盟関係を強化するなど備えは必要です。しかし、閣議決定による「解釈改憲」をはじめとした矢継ぎ早の改革は半ば強引で拙速と言わざるを得ません。
　むしろ、一連の施策で日本が国際紛争に巻き込まれ、新たな代償を背負うことはないのか。国民の間では懐疑心が消えず、改憲については「急ぐ必要はない」という声が大勢を占めています。
　アジアの緊張を解くためには、相手国との対話を軸とした非軍事の外交努力も欠かせません。そこで着目したいことがあります。アジアの隣国・地域を中心とした海外からの訪日客の急増ぶりです。
　昨年、約２千万人に達した訪日客の７割は中国、韓国、台湾、香港からの人々でした。今年もこの傾向は変わらず、訪日を通して平和を志向する日本人の国民性に触れ、反日から一転、親日感を抱く隣人が増えつつあります。
　国家間の対立は厳しくても国民同士の交流を広げることが“抑止力”につながる－。そんな視座に立つと、訪日客誘致を単に成長戦略と位置付ける安倍政権の姿勢には物足りなさを感じます。
　木を見て森を見ず－という格言があります。今の政治は大局を見失っていないか。主権者である私たちは今こそ熟考と監視を重ね、揺るぎない日本の針路を見いだしていく必要があります。
　折しも今年は平和憲法の公布から７０年の節目に当たります。「この道」が「いつか来た道」に通じることがないように。メディアの役割も改めて肝に銘じます。
論説　終戦の日　「平和の理念」古びはしない
佐賀新聞2016年08月15日 05時14分 
　７１回目の「終戦の日」が巡ってきた。これに先立ち、かつては敵国として対峙（たいじ）した米国のオバマ大統領が被爆地・広島を訪問し、戦後の平和国家・日本を体現してきた天皇陛下が生前退位の意向を示された。戦後の歩みに大きな区切りが打たれた今年、私たちは次の世代に何を引き継ぐのか、考えたい。
　現職の米国大統領として初めて被爆地を訪れたオバマ大統領の手には、自ら折った２羽の小さな折り鶴があった。２歳で被爆し、白血病のために１２歳で亡くなった佐々木禎子さんが折り続けた鶴にちなみ、平和への願いが込められている。
　オバマ氏はスピーチで「いつか証言する被爆者たちの声は聞けなくなる。それでも記憶を風化させてはならない。その記憶はわれわれが安心感に浸ることを許さない」と記憶の風化に警鐘を鳴らしつつ、戦後の日米関係を「戦争を通じて得られるものよりもずっと多くのものを（両国の）国民にもたらす友情を築いた」と評価した。
　敗戦国と占領国という関係から始まり、同盟国として手を携えてきた戦後の日米両国が、はっきりと「和解」した瞬間だった。
　オバマ氏は「核なき世界」の理想を世界へと発信した。私たちもまた、唯一の被爆国として、世界の平和をリードしていく役割を果たさねばならないだろう。
　今年の平和宣言で、広島市の松井一實市長は「非人道性の極みである『絶対悪』をこの世から消し去る道筋をつけるためにヒロシマの思いを基に、『情熱』を持って『連帯』し、行動を」と呼びかけた。長崎市の田上富久市長も「被爆者の平均年齢は８０歳を超えました。世界が『被爆者のいない時代』を迎える日が少しずつ近づいています。戦争、そして戦争が生んだ被爆の体験をどう受け継いでいくかが、今、問われています」と投げかけた。
　あの戦争を生きた世代が去りつつある。佐賀新聞社は今年、佐賀県ゆかりの人々７０人の証言を集めた『刻む－佐賀・戦時下の記憶』を刊行した。新聞連載を中心に再構成し、佐賀の市井の人々が激動の時代をどこでどう生き抜いたか、詳細に記録した。
　証言はどれも生々しく、私たちに戦争の悲惨な現実を伝えてくる。「『お国のため』の死は、もうたくさんだ」「誰が悪いわけじゃない。国の根本が間違っていた…」－。共通するのは「二度と戦争をしてはならない」という固い決意である。
　天皇陛下が戦争の犠牲者を悼んだ「慰霊の旅」は、硫黄島、長崎、広島、沖縄、サイパン、パラオ、フィリピンと各地に及んだ。天皇、皇后がそろって頭を垂れる姿に、私たち国民も不戦への決意を新たにしてきた。「悲しい歴史があったことを、私どもは決して忘れてはならないと思います」。お言葉を胸に刻みたい。
　参院選で改憲勢力が３分の２議席を獲得し、憲法改正がいよいよ現実味を帯びている。時代が移り、見直しが必要な部分もあるだろう。だが、どれほど時がたとうとも、日本国憲法が掲げてきた「平和」の理念そのものは、決して古びはしない。どれほど多くの犠牲を払って、この平和が私たちの世代に届けられたか。その事実をかみしめたい。（古賀史生）
社説　「終戦の日」を前に

宮崎日日新聞2016年8月13日

◆内外の変化に理性的対応を◆
　戦後７１年の「終戦の日」を１５日に迎える。歴史の教訓に学び、平和と繁栄を継続させるための知恵を考える日だ。日本を取り巻く地域動向、激動の世界情勢を考えると、細心の注意を持って国のかじ取りを進めなければならない。
　挑発的に見える行為に対し、いたずらに不安にあおられ、あるいは怒りにまかせて、近視眼的な対応をとっては事態の悪化を招くだけである。各国の本音や背景まで含めて冷静に現実を分析し、理性的、抑制的、粘り強い対応を日本はとるべきだ。
学ぶべき過去の失敗
　北朝鮮が日本海に向けて頻繁にミサイル実験を行い、また尖閣諸島近海には中国の公船・漁船が毎日のように訪れる。
　米国が内向き姿勢を強めているのも気になる。大統領選の各候補者は経済、安全保障の両面で過去になくその傾向を見せている。
　７月にバングラデシュで起きたテロは、吹き荒れる暴力に日本人が巻き込まれる可能性が高まっている現実をあらためて示した。
　こうした流動化する世界の動きに直面した時には、対外的な強硬措置や国家の要塞（ようさい）化を唱える論が出やすいものだ。
　だが世界の歴史を振り返れば、不安と怒りの心情に負け、現実を直視しない近視眼的な対応によって失敗した例は数え切れない。
　太平洋戦争の敗戦に至る過程はその連続だった。英国が最近発表したイラク戦争の検証報告は、理性的な思考が損なわれた時、いかに破滅的な結末がもたらされるかを如実に物語る。
　米国のトランプ現象、英国の欧州連合（ＥＵ）離脱、先進国の移民排斥の動きでは、無責任な政治家が不安と怒りをあおり、人々が共鳴して行動する様子がうかがえる。
　日本は戦後７１年間、抑制的な対応の末に平和と繁栄という果実を得てきた。その実績を誇りに、不安ではなく自信、怒りではなく理性を今後も基調に据えるべきだ。
拙速を避けたい改憲
　一方、参院選で改憲勢力が３分の２を獲得したために、憲法改正の動きが具体化していく可能性がある。日本内外の変化が憲法改正の必要性の根拠とされている。
　しかし憲法、特に９条に手を付けることがもたらす負の側面を十分に議論する必要がある。拙速でなく理性的な判断を下したい。
　経済運営も熟議が求められる時だ。成長実現のために将来世代に膨大な借金のツケを回しては、国の形をゆがませるだけだ。そろそろ成長神話から脱却し、成熟経済への転換を図る理性が必要だ。
　８日には天皇陛下が生前退位の実現に強い思いを示された。陛下のメッセージを機に、「日本国および日本国民統合の象徴」と憲法が定める象徴天皇制を巡る議論が広がっている。
　戦後日本を特徴づける象徴天皇制について考えることは、日本という国のあり方に思いをめぐらす良い機会になる。 

社説　[終戦記念日] 今こそ不戦の誓いを新たにする時だ
南日本新聞2016/ 8/15 付
　出撃前夜、所持品を整理しながら両親に遺書を書く若い特攻隊員の姿が胸に迫る。
　亡くなった母親の傍らに座る幼子の表情が痛々しい。敗戦後、朝鮮半島から日本に引き揚げる直前の光景だ。いずれも、戦争の不条理を今に伝える写真である。
　南さつま市ふれあいかせだで平和祈念展が開かれている。東京の平和祈念展示資料館が所蔵する第２次大戦の貴重な資料だ。
　一つ一つの展示品が発するメッセージの重みを、今に生きる者としてどう受け止めるべきか。
　きょうは終戦記念日である。
　あまたの命が戦地に散り、帰らぬ遺骨も多い。３月には「戦没者遺骨収集推進法」が成立した。
　戦後７１年。今なお「戦後」の歩みが問題となるのは、戦後が終わっていない証しであろう。
　平和憲法の下、日本は復興を果たし経済大国となった。この間、一度も戦火を交えていない。
　しかし、ここに来て、安全保障関連法の施行など憲法を揺るがす事態が起き、きな臭さをかぎ取る人も少なくない。
　今こそ、死者たちの叫びに耳を澄ませ、不戦の誓いを新たにする時だ。
■廃虚から高度成長へ
　作家の山田風太郎に「戦中派不戦日記」がある。戦時下の青年が抱いていた戦争の、一つの側面が実感として伝わってくる。
　「日本は最後の関頭に立っている。まさに滅失の奈落を一歩の背に、闇黒の嵐のさけぶ断崖の上に追い詰められている」
　終戦前日、１９４５（昭和２０）年８月１４日付の一節だ。切羽詰まった境地がうかがえる。
　そして、終戦の日は「帝国ツイニ敵ニ屈ス」と、ただ一行記しているだけだ。底が抜けるような衝撃だったに違いない。
　翌１６日付には、日本が破局から再興するには「ほとんど百年を要するであろう」と書いた。
　大半の日本人が、山田と同じ心境だったのではないか。
　ところが、どうだろう。
　日本経済は５０年代半ばから７０年代初めにかけて、平均で十数％という未曽有の成長を遂げた。
　「高度成長は、誇張ではなく、日本という国を根本から変えた」（吉川洋著「高度成長」）。
　それが可能だったのは、日本人の勤勉さに負うところもある。
　何よりも、首相の吉田茂が戦後日本の歩むべき道として「親米・軽軍備・通商国家」路線を選んだことが大きいだろう。
　しかし、高度経済成長はいつまでも続かない。低成長時代に入った日本は少子高齢化が重なり、社会保障の立て直しなど、新たな難題に直面している。
■米国に付き従う日本
　占領をへて、日本は５２年に独立を回復した。だが、それは同時に日米安保条約の下、米国との従属的関係の始まりでもあった。
　昨夏、国会周辺などには安全保障関連法案に反対する大勢の人が集まり、鹿児島など全国各地でもデモや集会があった。
　専守防衛を任務とする自衛隊を海外で戦闘可能にし、他国の、つまり米国の戦争に加担させるための法案と、人々は警戒した。
　大半の憲法学者らが「違憲」と指摘しているのに、安倍内閣は歴代政権が禁じてきた集団的自衛権の行使に道を開いた。
　「軍事力で世界に存在感を示すためには、国民の犠牲もやむを得ない」。これが安倍政権のめざす国の形だ、と哲学者の西谷修さんは本紙で指摘している。
　国会で十分に論議せず、政権が突き進む姿は何を物語るのか。
　西谷さんは、最近知られるようになった「アーミテージ報告」がその背景にあるとみる。知日派である元米国務副長官らによる日米同盟に関する提言書だ。
　そこには、原発再稼働、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への参加、ホルムズ海峡への掃海艇派遣、集団的自衛権の行使解禁などの政策が列挙されている。
　アジア太平洋地域が大きな変化の時代を迎えているとし、日本は「一流国家であり続けたいのか、二流国家で満足するのか」と問い、先の政策を進める決断を迫られていると警告した。
　これを安倍政権が忠実に履行しているのであれば、国民は蚊帳の外に置かれているのも同然だ。
　日米同盟は重要でも、米国に追従するだけでいいのか。
　沖縄に集中する米軍基地の負担軽減も思うように進まない。沖縄の民意を無視して、政府は普天間飛行場の名護市辺野古への移設を強行しようとしている。
　「絶対悪の核兵器による被害を訴える時にも、日中戦争やアジア太平洋戦争などで日本が引き起こした過去の加害の歴史を忘れてはいけません」
　長崎原爆の日、被爆者代表の井原東洋一さんが述べた平和への誓いは重い。日本が甚大な被害を与えたのは、中国をはじめアジア諸国だ。それらの国々と真の和解に取り組むことが欠かせない。
　今後、憲法改正の動きから目が離せない。国の骨格をどう変えるのか。それは、憲法前文がうたう「国際社会において、名誉ある地位」にふさわしいものなのか。
　再び日本が加害国にならないよう、主権者の国民が政治の動向に目を凝らす必要がある。
社説　終戦７１年　平和への構想力磨き直そう

琉球新報2016年8月15日 06:02 
　戦後７１年の終戦記念日を迎えた。
　平和憲法の下で戦後を歩んできた日本が、再び戦争に向かいかねない暗雲が濃くなりつつある。
　同盟国と見なす他国の戦争に自衛隊が出動し、その国を守る集団的自衛権の行使を可能にした安全保障関連法が施行されて迎える節目の日となった。
　憲法改正を目指す勢力が衆参両院で３分の２を占める政治状況が覆い被さり、非戦を誓う平和憲法が岐路に立っている。沖縄では、安倍政権による強権的な軍事施策が影を落とし、平和な島の未来像の実現が見通せない状況にある。
　まず、戦争を回避する機会をことごとく逃し、無謀な対米戦争に突き進んだ第２次大戦の負の教訓を見つめ直さねばならない。
　国民よりも国益を優先して守る軍隊の本質と、めまぐるしく変わる国際情勢を冷静に分析し、「平和国家」の真価を発揮する構想力を磨き直すことが欠かせない。
　日本軍が住民を守らなかった沖縄戦を経験し、戦後の基地重圧に苦しみながらも「命どぅ宝」を貫き、平和を希求する沖縄社会の発信はとりわけ重い意味を持つ。
　北朝鮮が日本を威嚇するかのようにミサイル実験を繰り返し、尖閣諸島近海には中国の警備艇や漁船が押し寄せている。国民の不安や敵がい心をあおる閣僚発言が目立つ安倍政権の下で、力には力でという軍事優先の空気が強まっていることを憂慮せざるを得ない。
　中国などの挑発的にも見える行動の真意を読み取り、粘り強い外交対話で解決を目指すべきだ。
　機動隊投入に見られるむき出しの権力を行使し、強固な反対の民意を無視して安倍政権が推し進める辺野古新基地の建設と、先島への自衛隊配備は、軍事に偏重する陣形を築くことになり、いたずらに中国との緊張を高めかねない。
　日米両政府は新基地を「抑止力」に欠かせないと印象操作に走るが、在沖海兵隊の輸送機オスプレイは尖閣の岩山に人も物資も運べない。在沖海兵隊の主力歩兵部隊は米軍再編でグアムに去る。運ぶ兵士がいなくなるのに新基地を造ることは、軍事合理性も欠いた壮大な無駄である。
　具体的な論拠を積み重ねれば、沖縄に基地を押し付ける論理のほころびがくっきりする。それは、武力によらない平和を何とか保ってきた戦後日本の歩みにも合致する普遍性を帯びているのである。
社説　［終戦記念日］ウンケーに不戦を誓う

沖縄タイムス2016年8月15日 07:00

　８月１５日の終戦記念日は一般に「戦争が終わった日」とされている。庶民の戦争体験に照らして平たく言えば、「日本が戦争をやって、こてんぱんに負けた日」（歴史学者・坂野潤治氏）である。

　米軍が沖縄作戦の終了を宣言したのは７月２日、降伏文書に調印したのは９月７日。この時期、食料事情が窮迫し、収容所に収容された住民の多くが、飢えやマラリアの犠牲になった。

　講和条約が発効した４日後の１９５２年５月２日、政府主催の戦後初めての「全国戦没者追悼式」が東京・新宿御苑で開かれた。その翌日には「平和条約発効並びに日本国憲法施行５周年記念式典」が開かれている。

　だが、日本の独立を祝う式典も、憲法施行を祝う式典も、沖縄とは関係がなかった。

　米軍が上陸する前、日本軍は住民を動員して県内各地に飛行場を建設し、軍事要塞化を図った。米軍は上陸後、本土侵攻のための基地としてこれらの日本軍飛行場を整備・拡張。さらに５０年代に入ると、新たに農民の土地を強制接収し、本格的な基地建設に乗り出した。

　そのような経過を経て米海兵隊は本土から米軍政下の沖縄に移駐し、沖縄の負担が大幅に増えたのである。

　沖縄は軍事政策がすべてに優先する軍事植民地だった。　だが、沖縄戦が終わって７１年、施政権が返還されて４４年がたっているにもかかわらず、軍事優先政策は今も変わっていない。否むしろ、日本政府の対応という点でいえば、疑いもなく今が最悪である。

■　　　　■

　米軍普天間飛行場の辺野古移設計画を主導した元防衛事務次官の守屋武昌氏は、現役時代、米軍再編を実現することによって「沖縄の戦後を終わらせたい」と何度も語っていた。今はあまり言わなくなったが、安倍首相は「戦後レジーム（体制）からの脱却」を強調してきた。

　しかし、彼らの机上のプランと、歴史体験に根ざした県民の思いの間には、埋めることのできない千里の隔たりがある。

　沖縄を「基地の島」として半永久的に固定化し、不平等と対米従属の象徴である地位協定も運用見直しで済ますということは、「戦後レジームからの脱却」ではなく固定化することにほかならない。

　そもそもの誤りは、「抑止力の維持・向上」と「沖縄の負担軽減」という相容れない二つの政策を沖縄だけに負わせ、沖縄の中で実現しようとしたことだ。

■　　　　■

　戦後日本は、屈辱感がつきまとう「敗戦」という言葉を意識的に避け、「終戦」という言葉をいわば政府公認の用語として使ってきた。

　時とともに、敗戦がもたらした負の遺産に正面から向き合う姿勢が弱まり、東アジア諸国に対する戦後責任という視点も急速に薄らいでいる。　終戦記念日の１５日は、沖縄では、旧盆のウンケー（お迎え）にあたる。４９年８月１５日付朝日新聞「天声人語」の指摘をかみしめ、不戦を誓う日にしたい。「親しかった人々の霊魂は迎えても、旧日本の亡霊はむかえてはならぬ」

自衛隊の能力向上へ努力＝稲田氏


就任後、初めて自衛隊基地を視察した稲田朋美防衛相（手前右）＝１２日、石川県小松市の航空自衛隊小松基地
　稲田朋美防衛相は１２日、就任後初めて自衛隊の部隊を視察するため、石川県小松市の航空自衛隊小松基地を訪れた。稲田氏は訓示で、北朝鮮情勢や中国の海洋進出を挙げ、「安全保障環境は一層厳しさを増している。防衛力の質、量を十分に確保し、抑止力と対処力を高めるべく努める」と述べ、自衛隊の能力向上に取り組む考えを示した。
　稲田氏は北朝鮮について、「軍事的挑発を繰り返しており、重大かつ差し迫った脅威だ」と指摘。中国公船による沖縄県・尖閣諸島周辺での活動に関しては「領海侵入を繰り返すなど、一方的に緊張を高める行動を取っている」と非難した。　（時事通信2016/08/12-16:22）
尖閣防衛、ミサイル開発へ…２３年度の配備目標

読売新聞2016年08月14日 07時21分

　政府は、沖縄県・尖閣諸島などの離島防衛を強化するため、新型の地対艦ミサイルを開発する方針を固めた。



　飛距離３００キロを想定している。宮古島など先島諸島の主要な島に配備する方針で、尖閣諸島の領海までを射程に入れる。２０１７年度予算の防衛省の概算要求に開発費を盛り込み、２３年度頃の配備を目指す。中国は尖閣周辺での挑発行動を繰り返しており、長距離攻撃能力の強化で抑止力を高める狙いがある。

　開発するのは、輸送や移動が容易な車両搭載型ミサイル。ＧＰＳ（全地球測位システム）などを利用した誘導装置を搭載し、離島周辺に展開する他国軍艦などを近隣の島から攻撃する能力を持たせる。１３年に閣議決定した防衛計画の大綱（防衛大綱）では、離島防衛強化が打ち出されており、開発はこの一環だ。

産経新聞2016.8.13 10:12更新 
南スーダンＰＫＯ４千人増を安保理が決議、１万７千人規模に　横行する略奪や性的暴行

１２日、南スーダンの国連平和維持活動に関する決議を採択した国連安全保障理事会の会合＝ニューヨーク（国連提供・共同） 
　国連安全保障理事会は１２日、南スーダンの治安回復に向け、周辺国から約４千人の増派部隊を現地の国連平和維持活動（ＰＫＯ）に投入する決議案を採択した。ＰＫＯは最大１万７千人規模となる。１１カ国が賛成、ロシアや中国など４カ国が棄権した。
　決議は、増派部隊の任務について、首都ジュバ市内や周辺の治安維持、空港などの主要施設の警備など「全ての必要な手段を取る」と明記。市民のほか、ＰＫＯの南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）隊員や人道支援活動に従事する人員への攻撃に対処するとしている。南スーダン政府が増派部隊受け入れを妨げていることが確認された際には武器禁輸も検討する。ＵＮＭＩＳＳには陸上自衛隊も参加している。
稲田防衛相 南スーダン派遣部隊の任務など変更なし
NHK8月15日 4時11分
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稲田防衛大臣は記者団に対し、国連の安全保障理事会が、陸上自衛隊が参加している南スーダンのＰＫＯ＝平和維持活動の任期をことし１２月まで延長したことを受けて、現時点で派遣している部隊の任務などの変更はないという考えを示しました。
国連の安全保障理事会は、陸上自衛隊が参加しているアフリカ、南スーダンのＰＫＯ＝平和維持活動の任期をことし１２月まで延長し、治安回復のために周辺国から派遣する兵力を最大１万７０００人に増強するなどとした決議を採択しました。
これを受けて稲田防衛大臣は、日本時間の１４日夜、訪問先のカタールの首都ドーハで記者団に対し、「今後、協議の内容などを注視していきたいが、現在の自衛隊の実施計画などの変更があるとは考えていない。今の実施計画の中で活動を続ける」と述べ、現時点で派遣している陸上自衛隊の部隊の任務などの変更はないという考えを示しました。
そのうえで稲田大臣は、ことし３月に施行された安全保障関連法に基づいて、「駆けつけ警護」などの任務を新たに付与するかどうかについて、「省内で必要な各種の準備を行ってきたが、それを踏まえて今後の訓練の進め方も判断したい。現時点で訓練を開始する判断はしていない」と述べ、引き続き慎重に検討していく考えを示しました。
自衛隊の任務や規模は変更なし　南スーダン増派で防衛相

東京新聞2016年8月15日 朝刊

　【ドーハ＝共同】稲田朋美防衛相は十四日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）を巡り、国連安全保障理事会が治安回復に向けて約四千人の増派部隊の投入を決めたことに関しＰＫＯに参加する陸上自衛隊部隊の任務や規模に変更はないとの考えを示した。ジブチに向かう経由地、カタールの首都ドーハで記者団の質問に答えた。

しんぶん赤旗2016年8月14日(日)

南スーダンＰＫＯ部隊４０００人増派　安保理採択　先制的攻撃も可能

　国連安全保障理事会は１２日、国連平和維持活動（ＰＫＯ）の国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の任期を１２月１５日にまで延長するとともに、治安の悪化する首都ジュバとその周辺で国連要員や民間人、空港など施設の防護を担う４０００人規模の地域防護部隊の派遣を承認する決議を賛成多数で採決しました。

　決議は米国が提案。その他、英国、フランスの常任理事国、日本を含む非常任理事国の計１１カ国が賛成し、中国、ロシア、エジプト、ベネズエラの４カ国が棄権しました。

　防護部隊はＵＮＭＩＳＳの一部として活動し、ＵＮＭＩＳＳ司令官の指令を受けます。任務遂行のため武力行使の権限が与えられます。決議は、「国連要員と施設、設備を暴力から守るため必要なあらゆる手段を講じ、とりわけ、情報を問わず、先を見越した展開と積極的なパトロールを行い、民間人を脅威から防護する」とうたい、先制的な攻撃も認められる内容になっています。

　ＵＮＭＩＳＳには、日本の陸上自衛隊も約３５０人派遣されています。部隊は今後、１万７０００人規模に膨れ上がります。

　また、南スーダン政府が防護部隊の活動を妨害した場合、同政府への武器禁輸を検討します。

　キール大統領の報道官は、同決議について「受け入れらない」と表明。同部隊の派遣を促していた東アフリカ諸国でつくる「政府間開発機構」（ＩＧＡＤ）も、部隊がＵＮＭＩＳＳ指揮下に入ることに異議を唱えています。

　２００５年に独立した南スーダンでは、キール大統領の政府軍とマシャール前副大統領率いる反政府軍の戦闘が激化。昨年８月に和平協定が結ばれたものの、戦闘は収まらず、今年７月にはジュバでの両部隊の戦闘で、市民、国連要員に多数の死者が出ました。

稲田防衛相 あすからジブチの海自視察 １６日までの日程
ＮＨＫ8月12日 18時46分
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防衛省は、稲田防衛大臣が就任後、初めての外国訪問として１３日から４日間の日程で、ソマリア沖の海賊対策のために派遣されている海上自衛隊の部隊を視察するため、アフリカのジブチを訪れると発表しました。
防衛省によりますと、稲田防衛大臣は１３日から１６日までの４日間の日程で、ソマリア沖の海賊対策のために派遣されている海上自衛隊の部隊を視察するため、アフリカのジブチを訪問します。
稲田大臣の外国訪問は、就任後、初めてで、ジブチにある自衛隊の活動拠点を訪れるほか、哨戒機に搭乗して、監視活動を行っている海域を視察するということです。
稲田大臣は、例年、終戦の日の８月１５日に靖国神社に参拝していますが、ことしは外国訪問中に終戦の日を迎えることになります。
稲田大臣は、石川県小松市で、記者団が「１５日が近づいているが、大臣の参拝の予定はいかがか」と質問したのに対し、「靖国の問題というのは心の問題であって、私自身としては、安倍内閣の一員として、適切に判断していきたいと思っている」と述べました。
産経新聞2016.8.13 11:14更新 
安倍晋三首相　父の墓前に報告、ＴＰＰ批准、

父の安倍晋太郎元外相の墓参りをする安倍晋三首相＝１３日午前、山口県長門市 
　安倍晋三首相は１３日午前、地元の山口県長門市で昭恵夫人と父、晋太郎元外相の墓参りをした。
　首相は墓参後、記者団に「環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の批准や補正予算案の成立を目指して、全力を尽くしていきますということを誓った」と述べ、臨時国会に向けた決意を新たにした。
　リオデジャネイロ五輪での日本人選手の活躍ぶりを墓前に報告するとともに、「２０２０年の東京五輪・パラリンピック、成功させるために頑張っていきます」とも語った。
　首相はその後、お盆休みを利用して地元の下関市内で支持者へのあいさつや弔問などをするほか、夜には昭恵夫人とともに関門海峡花火大会を観賞する予定。
　２度目の夏休み中の首相は、１４日に田布施町で祖父・岸信介元首相の墓参りをした後、帰京する。１５日には繰り上げ閣議や、日本武道館で開催される全国戦没者追悼式に出席する。
首相がＴＰＰ国会承認や補正予算案成立を墓前に誓う
ＮＨＫ8月13日 11時55分
安倍総理大臣は、地元・山口県で父親の安倍晋太郎元外務大臣の墓参りをし、記者団に対し、秋の臨時国会でＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案や今年度の第２次補正予算案の成立に全力を挙げる考えを示しました。
安倍総理大臣は、１２日から地元・山口県を訪れており、１３日は、昭恵夫人と共に、長門市で父親の安倍晋太郎元外務大臣の墓参りをしました。安倍総理大臣は、
線香を手向け墓前で静かに手を合わせました。
このあと、安倍総理大臣は記者団に対し、「リオのオリンピックで日本選手が大活躍している。この大活躍ぶりと、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックを成功させるために頑張っていきますと報告した」と述べました。さらに、安倍総理大臣は「秋の臨時国会で、ＴＰＰの批准や、補正予算の成立を目指して、全力を尽くしていくことを誓った。また、このいつも変わらない美しいふるさとを守っていくためにも、力を尽くしていきますと報告した」と述べ、秋の臨時国会でＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案や今年度の第２次補正予算案の成立に全力を挙げる考えを示しました。
産経新聞2016.8.14 16:50更新 
安倍晋三首相「安倍外交強化のために弟を外務副大臣に」　２年ぶりに祖父・岸信介元首相の墓参り
　安倍晋三首相は１４日、山口県田布施町で、実弟の岸信夫氏とともに祖父・岸信介元首相の墓参りをした。岸家の墓参りは２年ぶりで、この日は地元支援者らが１００人以上集まった。
　安倍首相は、先の内閣改造で岸信夫氏が外務副大臣に再任されたことを支援者らに報告し、「安倍外交の強化ために副大臣になってもらった。なかなか地元に帰れなくなるが、しっかりと支えてほしい」と挨拶した。
　また、久しぶりの田布施町訪問となり、「美しい景観に心が洗われる気持ちになった。こうした美しい故郷をわれわれ兄弟でしっかりと皆さんとともに守っていきたい」とも述べた。
　首相は２度目の夏休みとなった１１日から山口県を訪れており、地元支援者へのあいさつ回りや弔問など一連の日程を終え、１４日午後に帰京した。１５日は繰り上げ閣議や日本武道館で開かれる全国戦没者追悼式に臨む。
半数近く生前退位　政治利用危惧　明治以降終身制

東京新聞2016年8月13日 朝刊

 　天皇陛下が八日のお気持ち表明で強い意向を示唆された生前退位は、江戸時代までは珍しくなかった。宮内庁によると、百二十五代の歴代天皇のうち半数近い五十八例を数え、女帝をはじめとする多様な皇位継承の在り方を生んだ。

　「日本書紀」によると、歴史上初めて生前退位したのは、第三十五代の皇極（こうぎょく）天皇だ。推古天皇に次ぐ二番目の女帝で、大化の改新のきっかけとなったクーデター「乙巳（いっし）の変」（六四五年）の直後、弟の孝徳天皇に譲位した。

　それ以前の皇位継承は、終身制の天皇の死去に伴う形が一般的だった。推古天皇の三十六年に及ぶ在位期間中に、めぼしい皇位継承者の皇子が次々と他界するなどの弊害もあったことから、大化の改新で譲位の慣行が確立したとみられている。

　譲位が定着すると、いつでも同世代や適齢期の継承資格者に皇位を譲れるようになった。きょうだい間の譲位で候補者争いを回避させたケースや、文武天皇の死去に伴い即位した母親の元明天皇のような中継ぎの女帝も出現した。

　退位した天皇は「太上天皇（上皇（じょうこう））」などと呼ばれ、天皇より上位に立って院政を敷くことが平安時代末期から一般化した。院政の最大の弊害は、上皇が家父長権をよりどころに権力を握り、天皇より上皇の命令文書が優先されるなど、天皇の権威が形骸化したことだ。

　後鳥羽上皇の時代には、天皇に就いた皇子らを次々と譲位させ、鎌倉幕府に朝廷への介入を許すこととなった。さらに、天皇の権力の凋落（ちょうらく）が決定的となったのは十四世紀の南北朝動乱で、明治に入って天皇の生前退位を否定する論拠となった。

　現行の皇室典範は多くの点で明治時代の旧皇室典範を踏襲しているが、明治の典範の制定過程も天皇の終身制がすんなりと決まったわけではなかった。

　伊藤博文が長官を務めた宮内省の制度取調局で旧皇室典範の立法作業に当たったのは井上毅（こわし）や柳原前光（やなぎわらさきみつ）ら伊藤の側近政治家たちで、井上は「生前譲位は日本の慣習だ」として典範に盛り込むように主張したが、伊藤はそれを許さなかった。

　伊藤が譲位に反対した理由について、慶応大学教授の笠原英彦氏（日本政治史）は「薩長藩閥勢力以外の政治勢力が政権を担った時に、統治権の総攬（そうらん）者であり、しかも大元帥であった天皇を政治利用されることに危機感を持ったからだろう」と指摘している。　（編集委員・吉原康和）

調整重視、際立つ「二階流」＝衆院２補選が試金石に
　自民党の二階俊博幹事長が、早くも存在感を発揮している。安倍政権との関係が冷え込む沖縄県の翁長雄志知事や中国の程永華駐日大使らと次々と会談。持ち前の調整重視の姿勢を前面に押し出している。二階氏の台頭は、安倍晋三首相「１強」の政権構造に変化をもたらす可能性もあり、１０月の衆院補選が試金石となりそうだ。
　「自民党としては、できるだけのことをして寄り添ってあげたい」。二階氏は１０日、米軍普天間飛行場の移設問題をめぐり政府と対立する翁長知事と会談。県側に配慮する姿勢を強調し、沖縄訪問にも意欲を示した。
　党内きっての「親中派」の二階氏は同日、程大使とも会談。沖縄県・尖閣諸島周辺での中国公船の動向をめぐり日中関係が緊張する中、「ぎくしゃくすることがあっても乗り越えていくだけの度量と見識がなくてはならない」と呼び掛けた。
　首相は政権の安定を継続するため、ベテランで幅広い人脈を持つ二階氏を起用。二階氏としては、政府と沖縄、中国との間の「緩衝材」となり、首相を側面支援したい考えだ。
　首相は周辺に「二階氏とは『戦略的互恵関係だ』」と語っている。首相に近い下村博文元文部科学相を幹事長代行に据えたのは警戒心の表れといえ、「お目付役」（若手）との見方がもっぱらだ。
　実際、二階氏は自らの派閥拡大に積極的で、４日には先に入党した平野達男元復興相が二階派入り。党内に影響力を増す狙いは明らかで、政府関係者は「今後は首相と幹事長で物事を決める場面が多くなる。菅義偉官房長官は嫌がるだろう」との見通しを示した。
　二階氏にとって当面の難題は、１０月２３日投開票予定の二つの衆院補選だ。小池百合子東京都知事の地元である東京１０区は知事選のしこりが残り、福岡６区は保守分裂の恐れがある。首相が期待する調整力を発揮できるか、手腕が問われる。（時事通信2016/08/14-14:54）
自民 参院選の合区 解消目指すことも視野に検討へ
NHK8月14日 7時43分
先月の参議院選挙で導入された、いわゆる「合区」について、自民党の参議院執行部は、全国の自治体などから「都道府県ごとの民意が国政に届かなくなる」として解消を求める声が出ていることを踏まえ、合区の解消を目指すことも視野に、来月以降、具体的な検討を始める方針です。
先の参議院選挙では、隣接する２つの県を１つの選挙区にする、いわゆる「合区」が、鳥取・島根両県と徳島・高知両県に導入されましたが、選挙後、全国の自治体や自民党の地方組織などからは「都道府県ごとの民意が国政に届かなくなる」として解消を求める声が出ています。
こうしたことから自民党の参議院執行部は、来月以降、有識者や自治体の関係者から意見を聞くなどして、問題点を検証したうえで、合区の解消を目指すことも視野に具体的な検討を始める方針です。そして、３年後の次の参議院選挙もにらんで、見直し案をまとめたい考えです。
ただ、党内には「合区を解消するため、憲法を改正して、参議院議員を都道府県ごとの代表に位置づけるなど、抜本的な制度の見直しが必要だ」という声がある一方、「合区を解消すれば、再び１票の格差が広がって、裁判所から違憲状態を指摘する判決が出されかねず、慎重に議論すべきだ」という意見もあり、検討は手間取ることも予想されます。
首相、靖国１５日参拝見送る意向…私費で玉串料

読売新聞2016年08月13日 07時56分

　安倍首相は終戦記念日の１５日の靖国神社への参拝を見送る意向を固めた。

　代理の西村康稔自民党総裁特別補佐を通じ、党総裁として私費で玉串料を奉納する。参拝見送りには中国や韓国に一定の配慮を示す狙いがあるとみられる。

　首相は２０１３年１２月に靖国神社を参拝し、中韓の反発を招いた。その後参拝はしていないが、終戦記念日には玉串料を奉納している。

稲田氏、終戦記念日に靖国参拝せず＝高市総務相は参拝へ
　防衛省は１２日、稲田朋美防衛相が１３～１６日の日程でアフリカ北東部のジブチを訪問し、自衛隊の派遣部隊を視察すると発表した。これにより、稲田氏は１５日の終戦記念日に合わせた靖国神社の参拝を行わない。自衛隊を指揮する防衛相としての立場を勘案した判断とみられ、中韓両国などとの関係悪化はひとまず回避された。
　１５日は、安倍晋三首相も４年連続で参拝を見送り、自民党総裁として私費で玉串料を奉納する予定。閣僚では、高市早苗総務相が昨年に続いて参拝する方向だ。
　ジブチには、ソマリア沖アデン湾での海賊対策に当たる自衛隊が活動拠点を置いている。発表に先立ち稲田氏は１２日、石川県小松市で記者団に、靖国参拝について「靖国の問題は心の問題であり、安倍内閣の一員として適切に判断したい」と述べた。
　稲田氏は行政改革担当相在任中の２０１３、１４年とも、自民党有志議員による「伝統と創造の会」会長として終戦記念日に靖国神社を参拝。自民党政調会長だった昨年も１５日に参拝した。
　こうした経緯から、中国は稲田氏の防衛相就任に関して「日本の防衛政策が右傾化する」と懸念を表明。韓国とともに防衛相としての参拝を警戒していたほか、米政府も東アジア地域の安定確保の観点から慎重な対応を求めていた。このため稲田氏は、１５日の参拝を断念し、海外視察を決めたもようだ。　（時事通信2016/08/12-20:32）
稲田防衛相ジブチ訪問…１５日の靖国参拝見送り

読売新聞2016年08月12日 19時35分

　防衛省は１２日、稲田防衛相がソマリア沖・アデン湾で海賊対処にあたる自衛隊部隊を視察するため、１３～１６日の日程でジブチを訪問すると発表した。

　稲田氏は、航空自衛隊小松基地（石川県小松市）で記者団に、「（ジブチの自衛隊員は）非常に困難な任務に携わっている。その様子を視察し、頑張っている隊員を激励したい」と語った。

　稲田氏は、行政改革相や自民党政調会長時代も含めて１５日の終戦記念日に毎年靖国神社を参拝していたが、ジブチ訪問に伴い、今年は見送ることになる。稲田氏は記者団に対し、「靖国問題は心の問題だ。安倍内閣の一員として適切に判断していきたい」と述べるにとどめたが、目を潤ませ、言葉に詰まる場面もあった。

稲田防衛相 　１５日の靖国参拝は見送りへ
毎日新聞2016年8月12日　21時13分（最終更新　8月13日　00時31分）
　稲田朋美防衛相は１２日、終戦記念日の８月１５日の靖国神社参拝を見送る意向を固めた。１３〜１６日の日程でアフリカ東部のジブチを訪問するため。保守系の稲田氏はこれまで、終戦記念日に靖国を参拝しており、中韓両国のメディアが稲田氏の動向を注視していた。尖閣諸島や慰安婦問題で両国との関係が微妙な中で、防衛相として参拝すれば外交への影響も出かねないことを考慮したとみられる。 
　ジブチでは、ソマリア沖の海賊対処に当たる海上自衛隊の拠点などを視察する。稲田氏は第２次安倍政権発足後、行政改革担当相だった２０１３、１４年と、自民党政調会長だった昨年も終戦記念日に靖国を参拝。ただ、今月３日の防衛相就任以降は抑制的な言動に終始し、「韓国と連携し、中国との話し合いも大事だ」と述べていた。ジブチ訪問は出発前日の１２日に行われた持ち回り閣議で正式決定。海外に赴くことで物理的に参拝できない状況を作ろうとしたようだ。 
　稲田氏は１２日の訪問発表に先立ち、視察先の石川県小松市で記者団に「靖国は心の問題で、私自身は安倍内閣の一員として適切に判断していきたい」と目を潤ませ、声を詰まらせつつ語った。【村尾哲】 
稲田防衛相、靖国参拝見送り　中韓に配慮か 
日経新聞2016/8/13 0:09
　防衛省は12日、稲田朋美防衛相が13～16日にジブチに出張する日程を発表した。15日にソマリア沖アデン湾での海賊対策に当たる自衛隊の活動拠点を視察する。稲田氏は15日の終戦記念日に合わせて靖国神社を参拝するかが注目されていたが、事実上回避した。中国や韓国との関係に配慮を促す与党幹部らの働きかけも影響したとみられる。


航空自衛隊小松基地で訓示する稲田防衛相（12日午後、石川県小松市）＝共同
　稲田氏は例年、８月15日に靖国神社を訪れていた。2012年の第２次安倍政権発足後、行政改革相や自民党政調会長に就いても参拝を欠かさなかった。防衛相に就任した３日の記者会見では、15日に靖国神社を参拝するかについて「心の問題だ」と明言しなかった。
　中国政府は稲田氏の防衛相就任を受け、外交ルートを通じて閣僚が靖国神社を参拝しないよう要請していた。沖縄県・尖閣諸島周辺で相次ぐ中国船による挑発行動も稲田氏の靖国参拝へのけん制との見方もあった。
　このため、与党内からは稲田氏に靖国参拝を見送るよう暗に促す発言が相次いだ。中国に太いパイプを持つ自民党の二階俊博幹事長は３日のテレビ番組で「相手が嫌と言っているものをなんでもかんでも参拝しなければいけないものでもない」とけん制。公明党の山口那津男代表も記者団に「さまざまな影響を総合的に判断されると思う」とクギを刺していた。
　「防衛相の立場はほかの閣僚とは違う。大人の対応をしたということだろう」。政府関係者は12日、稲田氏が防衛相としての職務を優先する形で15日の参拝を見送ったことを評価。政府・与党内では抑制的な対応に安堵の声も広がった。
　現職閣僚では、今村雅弘復興相が11日に靖国神社を参拝した。高市早苗総務相は昨年、終戦記念日に参拝しており、今年も同様の対応が予想される。
産経新聞2016.8.12 18:49更新 
稲田朋美防衛相、８月１５日の靖国神社参拝見送り　１３日からジブチ訪問で自衛隊員を激励
　防衛省は１２日、稲田朋美防衛相が１３日から４日間の日程で、アフリカ東部ジブチを訪問すると発表した。これに伴い、稲田氏は終戦記念日の８月１５日の靖国神社参拝を今年は見送る。平成１７年の初当選以降、参拝を欠かさなかっただけに、胸中は複雑なようだ。
　「靖国の問題は心の問題であり、安倍内閣の一員として適切に判断したい」
　稲田氏は１２日、視察先の航空自衛隊小松基地（石川県小松市）で記者団に、こう語った。いつも通りの回答だったが途切れ気味に話し、目には涙がうっすらとたまっていた。
　稲田氏は平成１７年以降、靖国神社に毎年参拝。第２次安倍晋三政権が発足してからも、行政改革担当相、自民党政調会長として８月１５日と、サンフランシスコ講和条約が発効し日本の主権が回復した４月２８日に欠かさず参拝していた。
　ジブチ訪問ではソマリア沖アデン湾で海賊対処活動を展開している自衛隊の派遣部隊を視察する。稲田氏は「海賊対処で非常に頑張っていただいている。非常に困難な任務に携わっており、その様子を視察し、隊員を激励することができたらいいと思う」と視察の目的を説明した。
稲田防衛相が初の外国訪問へ 靖国神社は参拝せず
ＮＨＫ8月13日 5時06分
稲田防衛大臣は就任後、初めての外国訪問として、１３日から１６日までの日程で、アフリカのジブチを訪問することにしています。このため、例年行ってきた終戦の日の靖国神社参拝は行われないことになりました。
稲田防衛大臣は就任後、初めての外国訪問として、１３日から１６日までの４日間の日程で、ソマリア沖の海賊対策のために派遣されている海上自衛隊の部隊を視察するため、１３日夜、アフリカのジブチに向けて、成田空港を出発することにしています。
稲田大臣はジブチにある自衛隊の活動拠点を視察することにしており、１２日、石川県小松市で記者団に対し、「非常に困難な任務に携わっている、まさしく第一線だ。頑張っている隊員の皆さんを激励できればと思っている」と述べました。
一方、稲田大臣は例年、終戦の日の８月１５日に靖国神社に参拝していますが、ことしは外国訪問中となることから、終戦の日の靖国神社参拝は行われないことになりました。
これに関連して稲田大臣は「靖国の問題というのは心の問題であって、私自身としては安倍内閣の一員として、適切に判断していきたい」と述べました。
閣僚の靖国参拝に「反対」＝終戦記念日を注視－中国
　【北京時事】今村雅弘復興相が終戦記念日に先立ち、１１日に靖国神社を参拝したことについて、中国外務省は１２日、時事通信の取材に対し「閣僚の靖国神社参拝は歴史に対する日本の誤った態度を反映しており、中国は断固として反対している」と批判した。中国は日本の「右傾化」を強く警戒しており、終戦記念日に合わせた閣僚や政治家の参拝を注視しているとみられる。
　同省は「日本が侵略の歴史を直視して深く反省し、軍国主義と一線を画し、実際の行動でアジアの隣国と国際社会の信頼を得るよう促す」と従来の主張を繰り返した。　（時事通信2016/08/12-20:02）
「歴史的事実の尊重を」＝閣僚靖国参拝で米国務省
　【ワシントン時事】米国務省のトルドー報道部長は１１日の記者会見で、今村雅弘復興相が靖国神社を参拝したことについて「歴史的事実を尊重することが重要だ」と指摘し、慎重に対応すべきだという立場を示した。
　報道部長は、安倍政権の他の閣僚による靖国神社参拝の可能性に関しては「日本政府に問い合わせてほしい」と述べるにとどめた。　
　国務省はこれまで、歴史問題をめぐる日本と中韓両国の対立について「癒やしや和解を促進するようなやり方で歴史問題に臨むことの重要性を引き続き強調する」（トナー副報道官）と繰り返している。（時事通信2016/08/12-09:54）
「戦争知って」と飢餓の島描く　元将校、戦友ら鎮魂 
日経新聞2016/8/13 12:13
　太平洋戦争で、地上戦がない中で多くの日本兵が餓死した太平洋のミクロネシア連邦ウォレアイ環礁（メレヨン島）から生還した柿本胤二さん（95）＝札幌市西区＝は約20年前から戦友や島をテーマに油絵を描いている。「敵にも味方にも忘れられた島。戦争というものを知ってもらいたい」と話す。
　1941年末に横浜市立横浜商業専門学校（現横浜市立大）を繰り上げ卒業した。樺太、満州の野砲部隊を経て、44年４月12日、メレヨン島に少尉として上陸した。学生時代に米国経済を勉強した柿本さんは「馬で野砲を運んでいる国が勝てるわけがないと思っていた」と語る。
　上陸間もない４月18日、米軍のＢ24爆撃機の攻撃を受けた。防空壕（ごう）の外では兵士の肉片が木の枝に引っかかり、陸揚げした食料の大半を失った。
　柿本さんは野砲１門を装備する小隊25人を率いる小隊長になったが、補給は長くは続かなかった。朝起きれば個人で食べ物を探す日々で、木の葉で空腹を紛らわせた。鶏肉に近い食感の１メートルほどのトカゲもいたが、瞬く間に食べ尽くし「ネズミには助けられた」。
　上官の食料を盗もうとして射殺された中隊長や食料をくすねて蚊帳ごと焼かれた主計将校もいた。戦後には復員まで乱れていないと「軍紀厳正」を称賛されたが、軍法会議なき処刑などがまかり通っていたのがメレヨン島の実態だったという。
　終戦後の武装解除の際、小隊の野砲が動かなくなっていたのを「ノーオイル」と米兵に笑われた。「手入れどころではなかった」と振り返る。
　病院船「高砂丸」でメレヨン島を出発し、９月28日に大分県別府市に上陸したが、小隊は３人になっていた。柿本さんは「補給ができないと分かっていたのに見殺しにされた」と憤る。
　メレヨン島に従軍した元兵士や遺族でつくる「北海道メレヨン会」によると、島には陸海軍の計6426人が投入され、戦没者は約75％の4800人。米軍との地上戦はなく、死者のほとんどが餓死だった。
　戦後、柿本さんは口からアリの行列ができていた部下の亡きがらなど約20点を描いてきた。「戦友や部下の供養や鎮魂の意味もある」。秋に完成予定の新作は北斗七星に青い海にメレヨン島。そこにはこれまでも描いてきた無数の兵士の姿が重ねられている。〔共同〕
一括交付金、執行率が上昇 それでも７０％台　リンク論で減額可能性も

琉球新報2016年8月13日 10:33 
[image: image23.jpg]HBIRE—EXAERITRIR (HAB—2)

9
72 bR % ) TSRS W
AR MEEART ~ K 150 WYAR MERRMT —4% 105 %E&A
[ % (@) g5 667 657 10D
1200 509 1071%4%2 1500 59‘5/—1/142 $&§é
e’ 10 12 0
80 815 wia
00| % 0 89 AL
aof M coor (485 }}2?{
200 300 54
0202 13 14 1558 02012 13 14 155 M






　使途の自由度が高い沖縄振興一括交付金の２０１５年度分（前年度繰越分含む、決算見込額）の執行率がソフト分で前年度比２・６ポイント増の７７・４％、ハード分で同５・９ポイント増の７１・６％になったことが１２日までに分かった。執行率向上に向けた県の取り組みが奏功し、一括交付金制度開始の１２年度以降、執行率が改善傾向にある。
　ソフト分は交付要綱を踏まえた国との調整に時間がかかり、事業着手が遅れやすい。執行率は向上しているが、県の１５年度一般会計決算での執行率８７・５％とは開きがあり、執行率の課題は依然として横たわる。
　制度開始時は、国の交付要綱決定が１２年４月となり、県や市町村の事業計画の策定が遅れて交付決定も大幅にずれ込んだ結果、執行率はソフトが５０・９％、ハードが５９・５％にとどまった。
　県は「執行管理連絡会議」を１５年度に設置し各部局の事業状況を早期に把握。年度内に執行が終わらない事業は１３年度から県議会の繰り越し承認を１１月定例会から９月定例会に早め、早期着手と執行率改善に努める。
　４１市町村分も１５年度の予算計上から計画策定を早めた。不用額の過不足調査を例年より２カ月早い６月に実施し、入札残高を市町村間で流用するなどして取り組んできた。
　県は、好調な県経済の背景に一括交付金効果があると分析。しかし財務省は１５年度沖縄関係予算の編成時に、一括交付金の不用額が多いことを挙げ「大幅削減を議論してきた」と指摘、厳しい目が向けられている。
　菅義偉官房長官や、鶴保庸介沖縄担当相が基地問題の進捗（しんちょく）が沖縄関係予算に影響するとの発言をし、一括交付金が「リンク論」の対象になって減額される可能性も否定できない。県の執行率向上の取り組みと、国との十分な調整が問われそうだ。
目立つ政府の強硬　「振興予算リンク論」展開

琉球新報2016年8月13日 02:48 
　沖縄県の米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡り、７月の参院選沖縄選挙区で前沖縄・北方担当相の島尻安伊子氏が落選して以降、首相官邸の強硬姿勢が目立つようになっている。基地問題と沖縄振興予算は「関連しない」としてきた従来の姿勢を転換し、関連があるとの「リンク論」を展開。政府と沖縄の司法闘争が年明けに決着すれば、すぐに埋め立て工事に着手する構えだ。
　「沖縄はしっかりと前に進んでいる」
　菅義偉官房長官は１０日、２０１７年度の予算要望で官邸を訪れた翁長雄志知事と向き合った際に、近年の沖
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米軍基地と沖縄振興をめぐる菅官房長官の発言
縄の経済成長や雇用改善をたたえ、今後も沖縄振興に力を入れる考えを強調した。しかし政府が支出する来年度の沖縄振興予算は「３０００億円台確保」の政府方針は維持するものの、沖縄側が求める今年度当初予算（３３５０億円）の規模を下回るとの見方が大勢だ。
　政府は１３年１２月、振興予算を２１年度まで毎年３０００億円台確保する方針を決めた。当時の知事は辺野古沖埋め立てを承認した仲井真弘多氏。３０００億円台は移設容認に対する「事実上の見返り」とみられてきた。政府内には、翁長知事の下で移設反対に転じた沖縄に対し「約束を守らず『いいとこ取り』をしている」（首相官邸筋）とのいら立ちが募っている。
　官邸が強硬姿勢に転じた背景には、沖縄県内の政治日程がある。今年は１月の宜野湾市長選と６月の県議選、参院選と重要な選挙が続き、政府は沖縄世論を刺激しないようにしてきた。一方で今後は当面大きな選挙は予定されていない。政府方針と県内世論との間で板挟みになってきた自民党県連や「反知事派」の首長らの理解も得やすいタイミングと判断している模様だ。
　参院選直後には、米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）の一部返還に伴うヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の移設工事を、反対派のデモを押し切って再開。辺野古移設でも、埋め立て工事を伴わない陸上工事を早期に着手する方針だ。
　さらに菅氏は８月４日の記者会見で、基地問題と振興費は「リンクしている」と表明。政府高官は、県産の泡盛・ビールの酒税軽減など税制優遇の延長も「一つ一つ精査する」と指摘し、地元経済界に圧力を掛け、翁長県政を揺さぶる姿勢をちらつかせている。
　ただ、強気一辺倒の官邸に対し、自民党幹事長に就任した二階俊博氏が県とのパイプ役として存在感を増すとの観測が出ている。二階氏は、沖縄県に自身の後援会を作るなど独自の人脈を持つ。１０日に予算要望のため党本部を訪れた翁長氏と会談し「寄り添って歩むことが大事。沖縄の希望に沿えるよう努力する」と協力姿勢を示した。翁長氏は会談後、記者団に「大変ご理解があって、私自身も２０年来、二階先生にはある意味でご指導いただいている」と語り、期待をのぞかせた。新たな沖縄・北方担当相の鶴保庸介氏が自民党二階派であることも、二階氏の影響力が注目される要因だ。
　官邸ペースで移設が実現する保証はなく、融和姿勢を示す二階氏との間で「足並みが乱れる可能性がある」（自民党関係者）と懸念の声も出始めている。【高本耕太】
（毎日新聞）
＜米軍ヘリパッド＞警察、建設反対の車だけ足止め　市民「思想信条で差別するのか」

沖縄タイムス2016年8月13日 13:10

　東村高江周辺の米軍ヘリパッド建設に絡み、警察が１２日午前、県道７０号で一般車を通した後、建設反対のプラカードを掲げた車を４５分間足止めした。現場にいた市民は「思想信条で差別するのか」と猛抗議した。

　警察はこの日も北部訓練場メインゲートからヘリパッド建設予定地Ｎ１地区に続く区間を通行止めにした。その間に、建設資材の砂利を積んだダンプが予定地に向かった。

　その際、足止めされた車列の中から「友人に会う」「畑に行く」と告げた２台を例外的に対向車線に出して通した。続いた３台目が「たかえをこわすな！」と書いたプラカードを掲げると、通行を止めた。

　運転していた福岡市の教員の女性（４０）は「警官には何も聞かれていない。もちろんこれから抗議行動をするとも言っていないのに、通行の自由を奪われた。砂利は大事に護衛され、私たちの人権はないがしろにされている」と怒った。

　ドライブで通りがかったうるま市の男性（５８）も足止めに遭い、「国家権力でやりたい放題。説明すらしない」とあきれた。



警察が抗議のプラカードを積んだ車（左手前）を行かせようとして途中で止めたため、２車線が詰まった＝１２日午前８時半すぎ、東村高江の県道７０号

　県警は本紙の取材に対し、「先の交通環境が変化すれば後続車両の停止を求めることはある。抗議行動参加車両だけを止め、一般車両だけ通行させることはない」と話している。

高江県道規制、県警に改善求める　東村長と区長「住民に負担」

琉球新報2016年8月13日 05:03 
　【東】東村の伊集盛久村長と東村高江区の仲嶺久美子区長は１２日午前、県道７０号での県警による交通規制が住民に支障を来しているとして、県警に対し改善するよう東村役場で申し入れをした。伊集村長は「規制が住民の負担になっている。正常な状態に戻して安全を確保してもらいたい」と要望した。東村役場を訪れた県警本部警備二課の喜納啓信次席は「住民に迷惑を掛けないように最大限努力する」とした。今後の対応については「検討していく」と話した。
　申し入れは喜納次席と交通部の新木満管理官、仲嶺区長と伊集村長らで非公開で行われた。
　県警はヘリパッド工事に反対する人たちが工事車両を止めようと、県道７０号で阻止行動をしたり車をゆっくり走らせたりして抗議していることに対し、交通に支障を来しているとして、集落周辺や北部訓練場のメインゲート付近で道路を封鎖する交通規制を９日以降実施してきた。周辺地域に住む住民らも県道７０号を通れなくなり、村や区に苦情が上がっていた。
　高江区に住む農家の７０代男性は「警察も反対する人もどちらもやめてほしい。いたちごっこで、朝、畑に行けず困っている。ヘリコプターの騒音よりこっちの方が嫌だ」と述べた。
　仲嶺区長は「混乱が起きている状態なので、避けるようにしてほしい」、伊集村長は「集落の人はそのまま規制しないで通すとか、やり方はいろいろある。あまり規制をかけないようにしてもらいたい」と求めた。
しんぶん赤旗2016年8月13日(土)

農道に銃持つ米兵　沖縄・高江　座り込み近く「住民に恐怖」

　沖縄県東村高江で１２日正午すぎ、米兵５人が銃を持ちながら農道を歩く様子が確認されました。

　米兵が歩いていたのは、揚水発電所から新川ダム方面へ向かう農道。近くにはオスプレイパッド（着陸帯）建設に反対する「Ｎ１裏」座り込みテントがあります。米兵は銃を構えながらしばらく歩いた後、米軍北部訓練場（東村、国頭村）内へ入っていきました。

　日本共産党の伊佐真次村議は「米兵が銃をぶら下げて集落内を歩いていること自体が地域住民に恐怖を与える。夏休み期間で、高江の清流を求めて村外の方も多く訪れているし、農道は日常的に農家が使用しており非常に危険だ。オスプレイパッドの建設が進められているが、これが完成すれば地上の訓練も激しくなるだろう。住民の安全を第一に考えれば、オスプレイパッド建設を中止して、北部訓練場の全面返還しかない」と話しました。
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（写真）銃を持ち、高江の農道を歩く米兵＝12日、沖縄県東村


　同日、ヘリパッド建設反対の抗議行動と座り込みが続けられ、県民らは砂利搬入車両に「工事をやめろ」と訴えました。

　１０日夜から泊まり込んでいる岐阜県関市の山田和子さん（５０）は「選挙で民意が示されているのに沖縄では何でもありなのか。美しい自然を壊して戦争のためのヘリパッドや基地を造る必要はない」と話しました。

　また、前日に公務執行妨害として、男性が不当に逮捕されたことに対する抗議行動が名護署前で行われ、約１５０人の県民らが「市民弾圧を許さないぞ」と抗議しました。

しんぶん赤旗2016年8月14日(日)

政府に怒り　抗議続く　沖縄・高江　１９日に大規模行動呼びかけ
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（写真）車両搬入口の米軍北部訓練場Ｎ１ゲート前で横断幕を掲げ、ヘリパッド建設中止を訴える人たち＝13日、沖縄県東村


　米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）のヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）建設反対行動は、１３日も続けられ、砂利搬入車両への抗議や強制撤去が狙われている「Ｎ１裏」テントの座り込みが取り組まれました。

　県民らは「やんばるの森、県民の水がめを奪うな」と書かれた大きな横断幕を掲げるなどして、工事中止を訴えました。

　機動隊の車両に守られて移動する砂利を積んだダンプカーを見た、詩人のアーサー・ビナードさんは「世界で一番貴重な砂利」と皮肉交じりに表現。「飛翔（ひしょう）するガラクタであるオスプレイ、世界一高価な砂利を止め、ここに根付いている貴重な生き物を守りたい」と話しました。

　石垣市から来た女性（６２）は「民意を踏みつぶす政府の沖縄いじめに憤りを感じる」と言い、６日間泊まり込んだ愛媛県の男性（２８）は「ここに来て、豊かな自然のエネルギーを感じた。壊されることは考えられない」と語りました。

　旧盆前後の１４日から１８日まで、沖縄防衛局が作業を一時停止する方針であることが明らかになりました。ただ、停止中の遅れを取り戻そうと１９日から作業が本格化する見込みであることから、１９日午前６時に同訓練場メインゲート前での大規模な抗議行動が呼びかけられました。

　１１日に公務執行妨害として逮捕された男性は１２日夜、名護署から釈放されました。

しんぶん赤旗2016年8月15日(月)

米退役軍人ら沖縄連帯　「平和会」全国大会　高江工事に非難決議

[image: image28.jpg]



	（写真）沖縄関連の決議可決後に起きた賛同の拍手に対し立ち上がって応える琉球・沖縄国際支部の会員ら（手前右）＝13日、バークリー（洞口昇幸撮影）


　【バークリー（米カリフォルニア州）＝洞口昇幸】当地で開催中の米反戦団体｢退役軍人平和会｣の全国大会は１３日、沖縄県民や同県在住の元米軍人などで構成する｢琉球・沖縄国際支部｣が緊急提案した、同県東村高江の米軍ヘリパッド（着陸帯）建設工事再開を非難し、これに反対する決議を満場一致で可決しました。

　同支部が提案した、沖縄県米軍普天間基地（宜野湾市)の閉鎖､名護市辺野古への米軍新基地建設の断念、米軍垂直離着陸機オスプレイの沖縄からの撤退を求める県民を支持する決議も可決。大会の会場では賛同の大きな拍手が起きました。

　ヘリパッドの決議は、高江や辺野古の建設に反対する伊波洋一元宜野湾市長の参院選沖縄選挙区での勝利直後に、工事再開に向けた動きが開始され、これに抗議する住民を日本全国から大量動員した機動隊が排除したことを指摘。「沖縄県民への露骨・差別的な扱いに米軍が加担していることに、元米軍人として恥ずかしさと憤りを覚える」と述べています。

　同決議は、米政府が日本政府に反民主主義・差別的な行為に関与しないと伝えることや、高江の工事断念を強く求めています。

　琉球・沖縄国際支部のダグラス・ラミス支部長（沖縄キリスト教学院大学客員教授）は、「米国各地から集まったみんなが(沖縄を)すごく応援している。支援の輪が広がっていることを実感した」と語り、今後も支援の拡大に向けて取り組む意欲を示しました。
「普天間、即時閉鎖を」＝米ヘリ墜落１２年、沖縄国際大


米軍普天間飛行場の大型輸送ヘリ墜落から１２年を迎え、事故で焼け焦げたアカギの木の前で普天間の即時閉鎖を求める声明を読み上げる沖縄国際大の前津栄健学長（奥左端）＝１３日午後、沖縄県宜野湾市の同大
　沖縄県宜野湾市で２００４年、米軍普天間飛行場所属の大型輸送ヘリが沖縄国際大に墜落、炎上した事故から１２年を迎えた１３日、同大は集会を開いた。前津栄健学長は「普天間の即時閉鎖、撤去を日米両政府に要求する」と表明した。
　大学は飛行場に隣接しており、集会は事故で焼け焦げたアカギの木の前で行われた。前津学長は「大学や地域社会の平穏を脅かす普天間の存続、固定化を認めることはできない」と強調した。


米軍普天間飛行場の大型輸送ヘリ墜落から１２年を迎え、集会で沖縄の基地負担軽減を訴える沖縄国際大３年の名嘉一心さん（右手前）＝１３日午後、沖縄県宜野湾市の同大
　学生を代表し、総合文化学部３年の名嘉一心さん（２０）が「基地の弊害は墜落事故だけではない。米軍人による飲酒運転事故、性暴力や殺人事件は後を絶たない」と述べ、基地負担の軽減を訴えた。（時事通信2016/08/13-19:17）
＜沖国大米軍ヘリ墜落１２年＞普天間閉鎖、強く要求　学生らが語り継ぐ集い

琉球新報2016年8月14日 05:04 


沖縄国際大学に米軍ヘリコプターが墜落した事故から１２年を迎え、焼け焦げたアカギ（手前）の前で開かれた集会＝１３日午後２時すぎ、宜野湾市
　【宜野湾】沖縄国際大学に米軍ＣＨ５３Ｄ大型輸送ヘリコプターが墜落した事故から１３日で１２年が経過した。同大は同日午後、墜落現場モニュメント前で「普天間基地の閉鎖を求め、平和の尊さを語りつぐ集い」を主催し、飛行場の即時閉鎖・撤去を訴えた。教職員や学生、地域住民ら約８０人が参加した。集いの名称に「閉鎖」を盛り込むのは初めて。
　前津栄健学長は今年４月の米軍属女性暴行殺人事件に触れ、「米軍基地があるが故の危険性は周知の事実だ。普天間基地の撤去は県民の誰もが強く望んでいる」と述べた。
　学生を代表し名嘉一心さん（２０）と城間愛里さん（２１）があいさつ。名嘉さんは「ただ平和に、安心して生きていきたいという意思を表示しなくてはならない」と力を込めた。学生が事故の被害者や目撃者の証言を朗読するライブや写真展も催された。
沖国大ヘリ墜落事故から12年　「5年内閉鎖」道筋見えず

沖縄タイムス2016年8月13日 05:00

　【宜野湾】２００４年８月に米軍普天間飛行場所属の大型輸送ヘリＣＨ５３Ｄが宜野湾市の沖縄国際大学本館に墜落してから１３日で１２年となる。先月には政府と県、宜野湾市による普天間飛行場負担軽減推進会議が１年９カ月ぶりに開かれたが、政府が約束した普天間の「５年以内の閉鎖状態」を実現する道筋は見えないまま、住宅のすぐ上空をヘリやオスプレイが飛び交う状況が続いている。



あの日から１２年



宜野湾市の米軍普天間飛行場（後方）。手前は沖縄国際大学＝２０１６年７月１２日（本社チャーターヘリから）

　同市の佐喜真淳市長は１２日に記者会見し「今この瞬間も同様な事故が起こりえる」として普天間の固定化回避と目に見える負担軽減を求めた。一方で県民世論の名護市辺野古の新基地建設に対する反発は強く、普天間返還を名分に新基地建設を前に進めたい政府と県の主張は平行線のままだ。来月判決が言い渡される予定の辺野古違法確認訴訟の行方も相まって、返還問題も依然混迷が続く。

　１３日は同大が午後２時から「語りつぐ集い」を開き、前津榮健学長が普天間の即時閉鎖を訴える。同大では学生による朗読のライブもある。市民団体などの実行委員会は午後５時から市役所前で集会を開き、普天間の危険放置を許すなと訴えるデモを行う予定だ。

＜沖国大ヘリ墜落から１２年＞１１消防、放射線防護服なし　３本部は測定機備えず

琉球新報2016年8月13日 05:04 
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　【宜野湾】２００４年に米軍ＣＨ５３Ｄ大型輸送ヘリコプターが宜野湾市の沖縄国際大学に墜落した事故から、１３日で１２年となる。事故当時、墜落したヘリに搭載していた放射性物質ストロンチウム９０が飛散したとされる。市の消防隊員は事実を知らされないまま、消火活動に当たり、被ばくの危険にさらされた。琉球新報社は県内全１８消防局・本部に、８日から１２日にかけて米軍機事故に対応する装備や指針の有無を尋ねた。３本部に放射線測定機がなく、１１本部に放射性災害に対応可能な防護服が備わっていないことが分かった。識者からは「隊員の安全が十分確保されない状況で住民の安全を守れるのか」と指摘する声が上がっている。
　米軍機事故や航空機火災に特化した消防活動指針・マニュアルを策定していると回答したのは１局４本部のみだった。
　県内の消防関係者からは「予算があれば備えたいが、一般的な防火服をそろえるだけでも精いっぱいだ」などの声も上がった。
　一方、宜野湾市消防は０４年１１月に「航空機火災消防活動の指針」を、同１２月に「放射性災害消防活動指針」を策定。風上から消火することや隊員に呼吸器の装着を徹底させることなどを盛り込み、隊員に通達した。
　また、事故機に近づかざるを得なかった経験から、約４０メートル離れた地点から泡を放射できる災害対応特殊水槽付き消防ポンプ自動車も０５年と０７年に１台ずつ購入した。個人線量や空間線量計、表面汚染検査計の計１３機を、１２年までに消防庁から貸与を受け、放射性災害に対応する防護服５着を１３年に購入した。
　米軍嘉手納基地に接する比謝川行政事務組合ニライ消防本部も０４年１１月、「航空機災害消防活動要領」を定め、合同指揮本部を設置することを盛り込んだ。各種線量計の貸与を受けたほか、防護服５着を購入して備えている。（明真南斗）
沖縄 米軍ヘリ墜落から１２年 大学で基地撤去求め集会
NHK8月13日 20時19分
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沖縄のアメリカ軍普天間基地に隣接する沖縄国際大学にアメリカ軍のヘリコプターが墜落した事故から１２年となった１３日、大学で集会が開かれ、学生や教員などが、日米両政府に基地の即時閉鎖と撤去を改めて求めました。
沖縄県宜野湾市の沖縄国際大学では１２年前の１３日、普天間基地を飛び立ったアメリカ海兵隊のヘリコプターが構内に墜落して炎上しました。
大学では１３日、事故で焼け焦げたアカギの木の前で集会が開かれ、学生や教員などおよそ５０人が参加しました。
集会では、前津榮健学長が「墜落の惨事の記憶を風化させてはならない。米軍基地があるがゆえの危険性は周知の事実であり、普天間基地の撤去は県民誰もが強く希望している」と述べて、日米両政府に普天間基地の即時閉鎖と撤去を改めて求めました。
このあと、学生を代表して総合文化学部３年の名嘉一心さんが「当時８歳だった私はテレビで事故を見て、恐怖に身が震えました。このような事件や事故が起こるたびに多くの県民が抗議や要求をしてきましたが、改善が見られないのは到底理解できるものではありません」と訴えました。
集会に参加した当時、大学１年だった３１歳の女性は「１２年がたち、学内にも事故を知る人が減ってきたと思います。自分がいろいろな人に事故のことを伝えていきたいです」と話していました。
しんぶん赤旗2016年8月14日(日)

普天間基地閉鎖せよ　米軍ヘリ墜落１２年　沖国大で平和の集い

　２００４年８月に沖縄国際大学構内（宜野湾市）に米軍ヘリが墜落した事件から１２年の１３日、墜落現場のモニュメント前で大学主催の「普天間基地の閉鎖を求め、平和の尊さを語りつぐ集い」が開かれました。

　前津榮健学長は、事件直後、大学に駆け付けた記憶を語り「憤りの記憶を呼び覚まし、受け継ごう」と呼びかけました。

　前津氏は、米軍属で元海兵隊員による女性殺害事件に言及し、沖縄の米軍基地負担は軽減されず、オスプレイが県内上空を飛び、危険性は増大するばかりと指摘。「辺野古の新基地建設を続けようとする日本政府に対する沖縄県民の不信は増幅する」と警告しました。

　集いでは２人の学生が意見発表しました。
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（写真）普天間基地の閉鎖を求めて開かれた集い＝13日、沖縄県宜野湾市・沖縄国際大学構内


　日本文化学科３年の学生は、昨年の集いでとりくまれた学生による「朗読ライブ」がきっかけで、沖縄のことや基地のことを考えるようになったと述べました。

　英米言語文化学科３年の学生は、基地あるが故に起こる弊害は米軍機墜落だけでなく、米軍人の飲酒運転事故、性暴行、殺人事件が後を絶たず、県民は事件のたびに抗議してきたが改善が見られないと批判。「最低でも普天間基地の即時返還、撤去、閉鎖を」と求めました。

　１２年前の墜落事件では、機体は炎上して大破。沖国大本館が使用不能になり、大学の機能がマヒする事態に陥りました。

　同日夕、島ぐるみ宜野湾などの主催による「沖国大ヘリ墜落から１２年！　普天間基地の危険放置を許さない日米糾弾デモ」が宜野湾市役所前から北中城村の石平司令部前まで行われました。伊波洋一参院議員もあいさつしました。

普天間、進まぬ安全対策　進入路改善の合意、オスプレイ配備で“風化”寸前

沖縄タイムス2016年8月13日 11:12

　【宜野湾】沖縄国際大学での米軍ヘリ墜落事故を受け、日米両政府は２００７年、危険性低減のためとして米軍普天間飛行場での進入路改善などに合意した。しかし時間の経過やオスプレイ配備などでこうした安全対策も“風化”寸前の状態となっている。



普天間のヘリ航跡と場周経路（２０１４年８月）

　改善では、普天間を離着陸する航空機は（１）飛行場南東側の住宅密集地上空を回避（２）北東側の飛行経路を優先して使用－などとした。また飛行場周辺の旋回経路（場周経路）は、現行の場周経路は滑走路から遠くても７５０メートルのためエンジン停止時にも基地内に不時着できるとして維持された。

　しかし沖縄防衛局の固定翼機航跡調査（１４年度）を見ると、宜野湾市の我如古や長田、浦添市西原といった飛行場南東側の住宅密集地に対する配慮はほとんど確認できない＝図参照。さらに米軍の運用を見ても１日のうちに何度も離着陸方向が入れ替わるのが確認されており、航空機が北東向きか南東方向かを選ぶ基準は実際には風向きだけと言えそうだ。

　また場周経路は合意当初から「ほとんど守られていない」（宜野湾市幹部）との指摘が絶えない。防衛局の調査でも飛行場から大きく外れ、人口や交通量の多い宜野湾市大山などの上空に集中。遠い場合は滑走路から２キロ前後離れた旋回飛行もあり、騒音被害だけでなく「トラブル時に本当に基地内に戻れるのか」（同）という心配もある。

　さらに１２年に配備が始まったオスプレイにより飛行場運用も激変した。オスプレイは場周経路を飛行することがほとんどない半面、滑走路の延長線上を１０キロ以上まっすぐ飛行する割合が多い。実際、旧機種のＣＨ４６によるこうした飛行は月数回ほどだったが、オスプレイは１１日の午後８～９時台だけで５機が相次ぎ着陸している。

　その結果、延長線上の那覇、浦添、沖縄市などで航空機が飛ぶ頻度も増えているが、この場合の安全対策は事実上なく危険はむしろ拡散している懸念がある。

普天間飛行場の成り立ち　戦前は宜野湾村の中心地

沖縄タイムス2016年8月13日 11:03

　米軍のヘリが墜落した沖縄国際大学は、米軍普天間飛行場に隣接している。普天間飛行場が建設された場所は沖縄戦の前、「宜野湾村」の集落があった。村役場や宜野湾国民学校があり、南北に宜野湾並松（ジノーンナンマチ）と呼ばれた街道が走る生活の中心地だった。



戦前（１９４４年）の宜野湾村と普天間飛行場の重ね図

　宜野湾市史によると、沖縄戦の前年の１９４４年、宜野湾村（当時）には２２の字があり、１万３６３５人が住んでいた。そのうち、普天間飛行場は宜野湾の中心、１４字にまたがる場所に建設された。１４字では８８８０人が生活していた。

　４５年の沖縄戦で住民の古里は奪われた。宜野湾へ侵攻した米軍が占領と同時に土地を接収し、滑走路の建設を開始。住民は同年１０月以降に順次、収容所や避難先から帰村が許されたが、多くが古里に戻れず、米軍に割り当てられた普天間飛行場周辺に住まわざるをえなかった。

　住民の先祖が眠る墓や御願所は今も基地の中にあり、入るには米軍の許可が必要になる。

　２０１５年６月に自民党若手議員らの勉強会で、作家の百田尚樹氏は普天間飛行場を「もともとは田んぼの中にあり、周りは何もなかった」などと事実とかけ離れた発言をし、非難を浴びた。
　古里を奪われた住民が基地の周りに住まわされたのが実情だ。

隠し撮り、署幹部ら書類送検へ　建造物侵入容疑で大分県警

共同通信2016/8/13 12:24

　大分県警別府署員が野党の支援団体などが入る建物の敷地に無断で隠しカメラを設置していた問題で、県警は月内にも署幹部や設置した署員ら数人を建造物侵入容疑で書類送検する方針を固めた。捜査関係者への取材で13日、分かった。

　カメラは、参院選公示後の6月24日まで1週間近く設置されていた。捜査関係者によると、参院選に関わる公選法違反容疑事件の捜査が目的だった。送検するのは、署の刑事部門の統括者や設置した署員ら。県警は署長らの処分も検討している。

　県警によると、刑事課の男性署員2人が6月18日、カメラ2台を設置。2人は「他人の管理地とは思わなかった」と説明している。

大分県警隠し撮り、労組側が被害届　「捜査の前進を」
朝日新聞デジタル2016年8月12日19時03分
　大分県別府市で労組などが入る建物の敷地に、別府署の捜査員がビデオカメラを隠して設置していた問題で、労組側が１２日、敷地内に無断で侵入されたとして建造物侵入容疑で県警に被害届を出し、受理された。県警は捜査を始めており、労組側は「捜査をさらに前進させたい」としている。
　カメラが設置されていたのは、労組「連合大分」の東部地域協議会などが入る建物の敷地。県警によると、別府署の捜査員２人が参院選の公示（６月２２日）前の６月１８日夜、敷地に無断で入ってカメラ２台を設置していた。カメラの設置場所について、捜査員は「公有地と勘違いした」と説明している。県警は、カメラの設置後も２人が複数回、敷地に侵入していたと認め、建造物侵入罪にあたる可能性もあるとみて捜査を続けている。被害届は、県警刑事企画課員が労組に出向いて受け取った。
高齢社会 　イメージ「暗い」６割…２０年前の１．５倍以上
毎日新聞2016年8月12日　11時08分（最終更新　8月12日　17時46分）
収入の低下不安…博報堂高齢者調査 
　高齢社会のイメージを「暗い」「どちらかといえば暗い」とする高齢者が６割を超え、２０年前の１．５倍以上に増えたことが、博報堂生活総合研究所の調査で分かった。収入の低下や社会保障制度への不安が背景にあるとみられる。一方、６０代を「再出発の時」と位置づける人が半数を超え、老後に前向きに臨もうという姿勢もうかがえた。 
　調査は東京、神奈川、千葉、埼玉、茨城の１都４県の６０〜７４歳を対象に今年２〜３月に実施。７００人から回答を得た。 
　高齢社会のイメージを「暗い」「どちらかといえば暗い」と答えた人は、１９９６年＝３６．４％▽２００６年＝４７．７％▽今年＝６０．９％と一貫して増加。「明るい」「どちらかといえば明るい」は９６年は４８．８％だったが、０６年に３７．１％と「暗い」を下回り、今年は１７．６％だった。 
　この間、夫婦の年間総収入は約５６８万円から約４３７万円に下がった。行政に求める施策（複数回答）は、公的年金制度の充実８５．０％▽高齢者介護の充実８０．４％▽高齢者雇用の促進４８．１％−−と、社会保障制度の充実が上位を占めた。 
　「６０代は人生でどんな時期か」（複数回答）という問いには、「再出発の時」とする人が２０年前の４７％から５３％に増えた。博報堂生活総研は「社会全体は暗い方向に進んでいると認識しているが、気持ちは若く保っているようだ」と分析する。【堀井恵里子】 
再稼働判断に関与できず 避難先首長の８割が違和感 大分
ＮＨＫ8月12日 21時49分
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愛媛県にある伊方原子力発電所の再稼働を認めるかどうかの議論に住民の避難先にもなっている自治体が関与できない現状について、大分県の市町村長のおよそ８割が「全くおかしい」、または「ややおかしい」と感じていることがＮＨＫが行ったアンケート調査で分かりました。
１２日再稼働した伊方原発３号機で事故が起きた場合、およそ５０００人の住民が、船で対岸にある大分県に避難することも想定されています。
ＮＨＫは今月、再稼働を前に大分県内のすべての市町村長１８人を対象にアンケート調査を行いました。
この中で、伊方原発の再稼働を認めるかどうかの議論に県内の自治体が関与できない現状をどう思うか尋ねたところ、「ややおかしい」が１０人、「全くおかしい」が５人と合わせて全体のおよそ８割に上りました。
「まあ当然だ」は１人で、「当然だ」を選んだ人はいませんでした。
「ややおかしい」を選んだ豊後高田市の永松博文市長は「現状のルールでは再稼働を認めざるをえないが、周辺自治体についても説明や同意を得ることが必要だと思う」としています。
「まあ当然だ」を選んだ中津市の奥塚正典市長は、「大分県が周辺自治体としての意見や確認事項を愛媛県側としっかり調整したと認識している」としています。
このほか２つの自治体は「今後の議論を見守りたい」などとして、この設問には回答しませんでした。
しんぶん赤旗2016年8月13日(土)

伊方再稼働　安全置き去り　事故起きたら逃げられない　愛媛で全国で抗議

　再稼働に反対する国民多数の声を押し切って四国電力は１２日、伊方原発３号機（愛媛県伊方町）を再稼働させました。新規制基準の施行後に稼働した原発は、九州電力川内原発１、２号機と関西電力高浜原発３、４号機（司法判断により停止中）に続いて５基目です。事故への不安、避難の困難さなど安全がないがしろにされていることへの怒りから、地元をはじめ各地で「伊方原発を止めろ」と抗議行動が行われました。

　同原発で原子炉が起動した状態になるのは約４年７カ月ぶり。３号機は使用済み核燃料を再処理して取り出したウラン・プルトニウム混合酸化物（ＭＯＸ）燃料を使用します。四電は当初、７月下旬の再稼働を狙っていましたが、１次冷却水漏れのトラブルなどで延期となっていました。
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（写真）伊方原発のゲート前で再稼働に抗議する人々＝12日、愛媛県伊方町


国民多数の声無視

　伊方原発３号機（愛媛県伊方町）の再稼働は、東京電力福島第１原発事故の収束も程遠く、今なお９万人近くが避難生活を強いられている事故の現実から目を背け、再稼働に反対する国民多数の声をないがしろにした暴挙です。

　地元紙の愛媛新聞が先月行った県民世論調査でも伊方原発の再稼働に否定的な回答が５４％と過半数を占めました。同紙は１２日付社説で「不安な見切り発車　容認できない」と指摘し、事故時に海路での避難先が想定されている大分県の地元紙も「伊方原発は大分県民に不安を与えるだけの存在」として、再稼働は「到底許せない」（大分合同新聞）と批判しています。

　伊方原発は国内最大級の活断層「中央構造線」から６～８キロと至近にあり、再稼働は無謀だと指摘する専門家は少なくありません。

　さらに同原発は同県西端の佐田岬半島の付け根に立地します。日本で最も細長いといわれる半島で、国内有数の地滑り地帯。地震や津波を伴う複合災害になれば、半島の約５０００人の住民が孤立する恐れがあります。援助が必要な災害弱者のいる施設で働く職員は「事故が起きたらどこにも逃げられません」と話しています。

　しかも熊本地震のように、震度７が繰り返し起きて家屋が倒壊した事態を考えれば、原発から５～３０キロ圏の約１１万人の住民が事故時、いったん「屋内退避」するという計画自体が成り立つのか。住民の安全を置き去りにした再稼働は中止すべきです。

　伊方原発の場合、ウラン・プルトニウム混合酸化物（ＭＯＸ）を使うプルサーマル運転です。原子炉の制御棒の利きが悪くなるなどの安全上の問題だけでなく、使用済みＭＯＸ燃料の処理方法は何一つ決まっておらず、それを増やし続けるのは無責任というほかありません。

　原発に固執し再稼働を推進する安倍政権の責任は重大です。（三木利博）

伊方原発

　愛媛県伊方町にある四国電力唯一の原発で、瀬戸内海に突き出た佐田岬半島の付け根に立地。加圧水型軽水炉３基のうち、１号機は１９７７年、２号機は８２年に運転開始。出力は各５６万６０００キロワット。四国電力は今年３月、１号機の廃炉を決定しました。３号機は９４年運転開始し、出力８９万キロワット。定期検査で２０１１年４月に停止していました。周辺住民らは再稼働差し止めを求め、広島、松山、大分の３地裁に仮処分を申請しています。

しんぶん赤旗2016年8月13日(土)

“国民犠牲、いますぐ止めろ”　反原連が官邸前抗議

　四国電力が伊方原発３号機（愛媛県）の再稼働を強行した１２日夜、首都圏反原発連合（反原連）は、毎週金曜の首相官邸前抗議を行いました。中央構造線や南海トラフによる巨大地震・津波の危険、避難計画を置き去りに、再稼働を強行した安倍晋三政権。１２００人（主催者発表）の参加者は、「伊方（原発）を止めろ」とコールしました。

　官邸前と国会正門前には「伊方原発再稼働反対」「災害大国に原発いらない」のプラカードを持った参加者や親子連れが駆けつけました。
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（写真）伊方原発の再稼働を今すぐやめろと抗議する人たち＝12日、首相官邸前


　高校で理科実験助手をしている埼玉県川越市の男性（３５）は「世界最大級の活断層が目の前にある原発を動かすなんて信じられない。地震大国日本に原発を置けるところなんてない。教育者として子どもたちのために声をあげ続けたい」といいます。

　伊方原発の現地まで行ったことがあるという東京都北区の女性(６９)は「原発があるのは狭い半島です。車や船で避難する計画ですが、災害で港や道路が被害を受けたら避難できません。誰かを犠牲にする原発はやめるべきです」と話しました。

　日本共産党の吉良よし子参院議員が参加し、国会正門前でスピーチしました。

しんぶん赤旗2016年8月14日(日)

原発再稼働に反対、核兵器の廃絶を　サンフランシスコで宣伝
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（写真）日本の原発再稼働に反対し、核兵器廃絶を求めて宣伝する人たち＝11日、サンフランシスコ（島田峰隆撮影）


　【サンフランシスコ＝島田峰隆】米カリフォルニア州のサンフランシスコ市内で１１日、日本での原発再稼働に反対し、核兵器廃絶を求める集会が開かれました。サンフランシスコ・ベイエリアの反原発・反核組織「ノー・ニュークス・アクション（反核行動）委員会」の定例宣伝です。

　同委員会は２０１２年夏から毎月１１日、日本総領事館が入っている市内のビル前で原発からの撤退を求める集会を開いています。

　同委員会の浜田ちづさんは、東京電力福島第１原発の事故が子どもの健康や環境に深刻な影響を与えていると強調｡｢黙っていたら現状を容認することになる。声を上げて立ち上がろう｣と語りました｡

　参加者は「すべての原発の廃炉を」「日本政府と東京電力は世界を汚染するのをやめろ」などと書いたプラカードを持ち、通行人や通り過ぎる車にアピールしました。また次々とマイクを握り、米国で稼働中の原発の廃炉や、核兵器近代化の中止、核兵器廃絶に向けた国際交渉の開始などを求めました。

　サンフランシスコ市内で働くカート・ウェクスラーさん(６３)は「参加できる月にはいつも来ている。原発は軍事から生まれたもので、人の命を危険にさらす。原発にも核兵器にも反対だ。風力や太陽光などの自然エネルギーを増やしてほしい｣と話していました｡

玉音放送阻止へ偽命令、宮城事件　元近衛兵、録音盤捜索記憶今も

福井新聞2016年8月14日午前7時10分

　終戦に反対し、徹底抗戦を唱えた一部の陸軍将校らが玉音放送の録音盤を奪って放送を阻止しようとしたクーデター未遂事件「宮城（きゅうじょう）事件」。元近衛（このえ）兵の吉田巧さん（９３）＝福井市＝は７１年前の８月１５日未明、偽の命令によって録音盤を探し回った兵士の１人。「陛下をお守りする部隊でありながら陛下に逆らう行為だったことに、その時は考えもつかなかった」と、命令に疑問を挟まず唯々諾々として従った事件を「慙愧（ざんき）に堪えない」と振り返り、不戦への思いを新たにしている。
　全国から選抜された近衛兵は天皇、宮城（皇居）の警護に当たった。吉田さんは徴兵検査の「甲種」に合格し２０歳だった１９４４年、近衛歩兵第２連隊に入隊した。訓練などを経て皇居に入ったのは４５年の６月末。東京の空襲も激しくなり、上空を飛び交う米軍爆撃機Ｂ２９を警戒し、焼夷（しょうい）弾が落ちてこないか監視していた。
　宮城事件について吉田さんは「『録音盤を探せ』という命令に従って大勢で宮内省に突入した。しかし庁舎内は広く、どこから探せばいいのか雲をつかむようなものだった」。引き出しや金庫をひっくり返し、必死だったという。
　録音盤探しが偽の命令だったと吉田さんに情報が入ったのは朝方だった。終戦を知り「この先どうなるのかと不安が募る一方で、戦争が終わって良かったという安堵（あんど）感もあった」。




宮城事件について「慙愧に堪えない」と振り返る元近衛兵の吉田さん＝１０日、福井市内

　近衛師団は解散となり４５年１０月、福井に帰郷した。県などによると、吉田さんが同連隊に所属した記録は残っているが、県人がどれだけ所属していたのかは分からないという。
　終戦の日が近づくたび、事件のことが頭をよぎるという。「戦争の混乱でみんな正しい判断ができなくなっていた。陛下のご聖断によって今がある。戦争は絶対にしたらあかん」と語気を強める。
　２年前、近衛兵の記憶を手記にしたためた。「生涯を精神的に支え律してきたのは、誉れの近衛兵として陛下のご守衛の任務に携わったこと。しかし陛下のご意志に反するクーデターに参加した事実は、消しても消しても消しきれない大罪で、痛恨の極み」などとつづり、自身の俳句で締めくくっている。
　「終戦日　死ぬまで近衛兵たりき」
　【玉音放送】　天皇の声で行われる放送。１９４５年８月１５日正午に流れた昭和天皇が終戦の詔書を読み上げられたラジオ放送を指すのが一般的。終戦前日の１４日、皇居内の防空壕（ごう）「御文庫（おぶんこ）付属室」でポツダム宣言の受諾を最終的に決められた昭和天皇が、同日午後１１時２５分、宮内省の内廷庁舎執務室で２回にわたり録音した。
　【宮城（きゅうじょう）事件】　宮内庁が２０１４年に公表した「昭和天皇実録」によると、一部の陸軍将校らが１９４５年８月１４日夜、皇居の警備を担う近衛第１師団の森赳（たけし）師団長を殺害。偽の命令によって部隊を動かし、１５日未明には皇居を占拠した。玉音放送の録音に立ち会った下村宏情報局総裁らを監禁した上、録音盤を奪おうと探し回ったが発見できず、午前５時すぎに東部軍管区司令官の説得によって沈静化した。録音盤は、いまは宮内庁となっている宮内省内廷庁舎の侍従職事務官室の軽金庫に納められていた。

戦後７１年 記憶のバトン「語り継ぐ」（上）

大阪日日新聞2016年8月14日 

　戦後７１年を迎え、戦争の記憶の風化が懸念されている。そんな中、当時の悲惨な状況や平和の大切さを伝える「語り部」たちが、大阪大空襲や学童疎開などの経験を次世代に伝えている。

	[image: image45.jpg]




	空襲で焼け野原になった大阪の写真を見つめながら、体験を振り返る久下さん 


　「西の方に逃げろっ」。１９４５年３月１３日深夜から１４日未明にかけての大阪大空襲で、当時、大阪市西区の自宅から避難した、久下謙次さん（８４）＝同市中央区＝らの一家は、途中で出会った兵隊にそう言われた。

　通りの両側に並ぶ木造２階建ての家々は炎に包まれていた。一刻の猶予もない。久下さんは、火が燃え移った手荷物を次々に捨てながら、懸命に逃げたことを今でも覚えている。

　そこからさらに川のほとりで朝まで過ごした。家族は疲れ果て、みんな黙っていたという。ただ、お互い顔を見合わせて、「生きている」ことを確認した。「何も考えられなかった。とにかく命が助かって良かった」と当時の心境を振り返る。朝を迎えても、火災の煙が空を覆い、暗かった。

　中之島の中央公会堂までたどり着き、そこでお茶とおにぎりを口にした。今でも公会堂に足を踏み入れると、当時の記憶がよみがえるという。

　久下さんの自宅も全焼した。数日後、焼け跡に戻った際、近くの川を焼けただれた遺体が流れているのを見た。「何も感じなかった。感覚がまひしてしまった」と話す。それから一家は親戚の力を借りるなどし、必死で生活を再建した。

　語り部を始めたのは５年ほど前だ。自らの記憶を呼び起こし、多くの人に伝えている。ある小学校で５年生の男子児童から「特攻隊は何をした人ですか」と質問があった。「私たちにとっては知っていて当たり前のことを、子どもたちは知らない」。学童疎開という言葉を聞いたことのない児童もいるという。“戦争の記憶”が受け継がれていないと感じるようになった。

　だからこそ、語り継ぐことが必要だとも思う。安全保障関連法の成立、憲法改正の議論…。防衛や安全保障を巡る動きは慌ただしさを増している。「戦争は戦地でも多くの命が奪われるが、一般の市民もたくさん死んでいる。本当に悲惨なことだ。戦争はするべきではない」と言葉を絞り出す。

　「自分たちと同じ体験を子どもたちにさせたくない。多くの人たちが亡くなった事実を伝え、子どもたちが間違った選択をしないようにとの思いで話をしている」。体が動く間は語り部を続けていこうと思っている。

反戦の声もっと　菅原文太さん妻・文子さん

東京新聞2016年8月14日 朝刊

	 反戦への思いを語る菅原文子さん＝名古屋市中区で
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　映画「仁義なき戦い」シリーズなどで知られる俳優の故・菅原文太さんは集団的自衛権の行使容認に異を唱え、反戦運動に力を注いだ。文太さんの死後、集団的自衛権の行使容認を軸とする安全保障関連法が三月に施行された。文太さんの同志でもある妻、文子さん（７４）は戦時中や終戦直後の体験を振り返りつつ、反戦の声が広がることを願う。　（聞き手・藤沢有哉）

　小学校の遠足で行った上野公園（東京都台東区）は戦争孤児でいっぱいでした。お弁当を広げると、ばっと寄ってくる。先生はほほ笑んで「分けてあげて」と。戦後しばらくは今と違い、みんな等しく貧しかった。でも、助け合う時代でもあった。

　太平洋戦争が始まった翌年の一九四二年に生まれ、戦中は静岡県の山村に疎開していた。シイタケばかり食べて、防空壕（ごう）に避難する生活。家々には「一億玉砕」などと書いた紙が張ってあった。国は、国民を一くくりにして、ためらいなく戦地へ送った。

　東京・表参道の店主が戦中を語った本には「空爆による黒焦げの死体が二階の高さまで積み上げられた」とあった。大きな穴を掘り、みんなで埋めたが、その場所には今、高層ビルときれいな道路が。これは日本の姿を象徴している。今日の豊かさは、大勢の犠牲の上に築かれたことを忘れてはいけない。

　菅原（文太さん）とは五十年近く、苦楽をともにした。菅原が時代への危機感を強くしたのは、第一次安倍政権の終わりごろ。長く生きた者の勘というか「人を大事にしない時代はおかしい」と、二〇一二年に国民運動グループ「いのちの党」をつくった。

　菅原が反戦を訴えたのは戦争体験があったから。叔父の一人は南方戦線で死に、生き残った父はぼうぜんとした様子で戻ってきた。菅原は「あんな時代は二度とごめんだと思うだけでは、その時代に戻ってしまう。だから声に出さなくては」と。それは権利でもあり、若者を守る義務でもあると感じたのでしょう。

　一四年に集団的自衛権の行使容認が閣議決定された。菅原はテレビを見て「こりゃ、まずいよな」「許せないよな」と怒っていた。仕事で沖縄を訪れるうちに基地問題を目の当たりにし「みんなが沖縄に寄り添ってほしい」と願った。その年の十一月の沖縄県知事選では、米軍普天間（ふてんま）飛行場（同県宜野湾市）の名護市辺野古（へのこ）への移設に反対する候補を応援した。「寄り添う」とは、思うだけではなく、行動に移すこと。菅原はそう考えていた。

　菅原が時代への危機感を抱いたのは、憲法を変える動きが出始めたから。菅原は俳優という立場から注目されたが、世の中には五万、十万人の、無名の「菅原文太」がいると思う。でも、もっと大勢に声を上げてほしい。今の憲法は、戦争犠牲者が血を流して掘ってくれた井戸。安定と平和は、その水を飲んで得てきた。井戸をからしてはいけません。

＜すがわら・ふみこ＞　東京生まれ。山梨県北杜市で農業生産法人を営み、米軍普天間飛行場の県内移設に反対する「辺野古基金」共同代表を務める。夫の文太さんは、集団的自衛権の行使容認に反対する「戦争をさせない１０００人委員会」の呼び掛け人に名を連ねた。夫妻で１９９８年から１０年ほど岐阜県清見村（現高山市）に居住。文太さんは２０１４年に８１歳で死去。文子さんは、１５年１１月のパリ同時多発テロを受けて本紙の友好紙・琉球新報に寄稿。フランスの悲しみが大きく報道され、空爆下のシリアの実情などがあまり伝えられないことを「私たちは世界の半分しか見えていない」と主張、本紙にも掲載され共感を呼んだ。

「終戦前日の空襲」慰霊祭、２４０人参加　大阪・京橋駅
朝日新聞デジタル宮崎園子2016年8月14日20時22分

京橋駅空襲の犠牲者を悼み、祭壇に手を合わせる参列者＝１４日午前、大阪市、遠藤真梨撮影


　太平洋戦争が終わった１９４５年８月１５日の前日に大阪市で起きた「京橋駅空襲」の慰霊祭が１４日、ＪＲ京橋駅南口近くにある慰霊碑前で開かれた。遺族ら約２４０人が犠牲者へ祈りを捧げ、地元の小学生が「身近な京橋駅で残酷な空襲が起きたことを忘れない」などとする作文を読み上げて千羽鶴を捧げた。
　京橋駅空襲は４５年８月１４日昼に発生。大阪砲兵工廠を狙った米軍の爆弾が投下された。５００～６００人にのぼったとされる犠牲者の慰霊祭は５５年に始まったが、多くの遺体を見ながら線路伝いに帰宅した藤澤節子さん（８５）＝大阪府茨木市＝は今年が初参列。当時を思い出すことがつらくて来られなかったという。藤澤さんは「空襲警報が鳴って隣の駅で下車して防空壕（ごう）に逃げ込みました。あの頃は生と死が紙一重でした」と声を震わせた。（宮崎園子）
戦没者追悼式、献花渡す役に１８歳未満　戦後７１年
朝日新聞デジタル久永隆一2016年8月14日21時03分
　７１回目の終戦の日を１５日に迎える。政府主催の全国戦没者追悼式は正午前から、東京都千代田区の日本武道館で行われる。全国の遺族約５６００人や天皇、皇后両陛下、安倍晋三首相らが列席。全国各地でも追悼行事があり、国内外で約３１０万人にも上った戦没者を悼み、平和を誓う。
　全国戦没者追悼式では１分間の黙禱（もくとう）を捧げ、天皇陛下が「おことば」を述べる。参列を予定する遺族のうち、戦後生まれが昨年に続いて２割を超える予定だ。戦争の記憶を次世代に引き継ぐため、今回初めて１８歳未満の遺族１４人が献花者に花を渡す役を務める。（久永隆一）
元ひめゆり学徒が戦争を語る特別講話 沖縄
NHK8月13日 20時32分
[image: image49.jpg]



７１年前の沖縄戦で負傷した兵士の看護に動員され、多くの犠牲者を出した「ひめゆり学徒隊」の元学徒が戦争体験を語る特別講話が、沖縄県糸満市で開かれました。
この特別講話は、沖縄戦の最後の激戦地、糸満市にあるひめゆり平和祈念資料館が開き、「ひめゆり学徒隊」の元学徒、仲里正子さん（８９）が、集まったおよそ１１０人を前にみずからの体験を語りました。
この中で仲里さんは、食料も医薬品も足りない中で多くの人が悲惨な死を遂げた当時の様子を語り、「国に尽くすために参加したが、体験して初めて、戦争がむごいものだとわかりました。絶対に戦争をしてはいけない」と呼びかけました。
元学徒による講話は、高齢化などを理由に去年３月で原則終了し、戦後世代の資料館の職員が後を引き継いでいますが、元学徒の証言を聞きたいという要望が今も寄せられることから、夏休みに合わせて今回、特別に開かれました。
東京から来た１５歳の女子高校生は「話を聴いて恐ろしくなりました。世界では今も戦争が行われ悲惨な場所があるので、防ぐために何が必要か考えたいと思いました」と話していました。
また、講話をした仲里さんは「平和の中で生まれた子どもたちに、平和を作るのは自分たちだという意識を持ってもらいたい」と話していました。
旧満州「葛根廟事件」から７１年 都内で慰霊祭
NHK8月14日 17時49分
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終戦の前日、中国東北部の旧満州で日本人の避難民がソビエト軍に襲撃され、１０００人余りが犠牲になったとされる「葛根廟（かっこんびょう）事件」から１４日で７１年となり、東京・目黒区で生存者や遺族が出席して慰霊祭が行われました。
「葛根廟事件」は、終戦前日の昭和２０年８月１４日、旧満州の葛根廟で日本人の避難民がソビエト軍の戦車部隊の襲撃を受け、女性や子どもを中心に１０００人余りが犠牲になったとしてソビエト軍の旧満州侵攻後、民間の日本人が犠牲になった最大規模の事件とされています。
事件から７１年となる１４日、慰霊碑がある東京・目黒区の寺で行われた慰霊祭には、生存者３人と遺族４人を含む合わせて５０人が参列し、事件が起きたとされる午前１１時４０分に一斉に黙とうをして犠牲者を追悼しました。
当時８歳で、目の前で親戚の女の子が銃撃されて亡くなったという茨城県取手市の高田京子さん（７９）は、「慰霊祭に参列するのが私の務めだと思います。来年は事件現場で慰霊したいので、それまで元気でいたいと思います」と話していました。
また、事件で幼い妹を亡くした大島満吉さん（８０）は、「つらい気持ちは今も変わりません。同じようなことが繰り返されないよう平和であってほしいです」と話していました。
東京空襲 記憶つなぐ女学校の「執務日誌」を朗読
NHK8月14日 18時52分
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戦争末期、およそ１０万人が犠牲になったと言われる東京大空襲で、被害を受けた女学校の教員たちが当時の様子を「執務日誌」に書き残していたのがわかり、１４日、女学校の後身の学校に通う生徒たちが日誌の記述を朗読して、戦争の悲惨さを訴えました。
この「執務日誌」は、昭和２０年３月１０日の東京大空襲で被害を受けた中村高等女学校の教職員たちが書き残し、戦後７０年を迎えた去年、その存在が明らかになりました。
女学校では教師や生徒、少なくとも５人が犠牲になったほか、校舎が全焼していて、日誌には当時の状況が詳細に記述され、教職員らの心境もつづられています。
女学校が受けた被害について多くの人に知ってもらおうと、１４日、東京・江東区で「執務日誌」の朗読会が開かれ、親子連れなどおよそ６０人が参加しました。
朗読会では、女学校の後身の中村中学校・高等学校の女子生徒２人が日誌を朗読し、「路上より猛火に包まれゆく校舎を注視し、万感こもごも胸に迫り、折からの火と風との中に立ち去る事あたわざりき」とか「午前６時、全く灰燼（はいじん）と化した校舎跡に立ち戻り、いまだ燃えつつある校庭に立つ」などと読み上げ、参加者たちが真剣な表情で耳を傾けていました。
朗読した生徒の一人、土田恵蓮さんは、「今回、朗読を通じて被災した人の思いを感じることができました。戦争を体験している人は少なくなってしまうので、私たちが次の世代に伝えないといけないと思いました」と話していました。
見つかった「執務日誌」とは
「執務日誌」は、今の東京・江東区にあった中村高等女学校の教職員たちが、当時の学校の内外の状況について、東京大空襲の日からおよそ２年半にわたってほぼ毎日、交代で書き続けました。女学校の後身の中村中学校・高等学校で保管されていたのが去年、明らかになり、１冊の本にまとめられて出版されました。
Ａ５判の大学ノート２冊に書かれた日誌には、「折からの烈風と周囲の火災のため、ついに講堂、理科室に延焼し始める」などと、空襲当時の状況が詳細に記述され、教職員らの心情もつづられています。
また、その後の日誌には、生き延びた生徒たちを疎開させたいと東京都と交渉したものの、認められず、「中央集権過度の弊害ここに顕著なり」と、当局の姿勢を批判する記述があるほか、戦後になって、部活動や恒例行事が再開し、学校生活が少しずつ落ち着きを取り戻していく様子なども記録されています。
朗読した生徒「被災した人の思い感じた」
中学３年生の土田恵蓮さんと太田菜瑞奈さんは、去年、戦後７０年の節目に１冊の本にまとめられた「執務日誌」を読んだのをきっかけに、今回の朗読会に出席することになりました。当時の教職員たちが空襲の混乱のさなかに命懸けでつづった貴重な記録を、今度は自分たちが語り継ごうと考えたといいます。
東京大空襲のことをもっと知りたいと思い、２週間前から実際に空襲を体験した東京・調布市の竹内静代さん（８５）に何度も会って、直接、話を聞いてきました。竹内さんは当時１４歳で、中村高等女学校の近くにある別の女学校に通っていました。
竹内さんは、「本当にあの日はすごい風が吹いていました。私の学校も空襲で焼けて仲のよかった友達も亡くなりました」と、当時の悲惨な状況を説明しました。
話を聞いた土田さんは、「空襲は、正直遠い話で、想像するのが難しかったですが、よりリアルに感じられました。しっかり気持ちを込めて日誌を朗読したいです」と話していました。
そして、迎えた朗読会本番の日、２人は「路上より猛火に包まれゆく校舎を注視し、万感こもごも胸に迫り、折からの火と風との中に立ち去ることあたわざりき」などと、日誌の記述を読み上げました。
両親を空襲で亡くした８２歳の女性は、２人の朗読を聞いて、「こういう若い世代が、空襲の記憶を語り継いでくれるのは、とても心強いです」と話していました。
また、中学２年生の女子生徒は「戦争については情報を受け取るだけでしたが、同世代の子が情報を発信しているのは刺激になります。自分もやってみたいです」と話していました。
朗読した生徒の１人、土田恵蓮さんは、「今回、朗読を通じて被災した人の思いを感じることができました。戦争を体験している人は少なくなってしまうので、私たちが次の世代に伝えないといけないと思いました」と話していました。
「科学は平和のために」　飛行爆弾開発に従事の９０歳元東大生

東京新聞2016年8月15日 朝刊

	 無人飛行爆弾の開発について話す藤原祥三さん（由木直子撮影）
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◆軍事研究復活に懸念

　戦時中、優秀な研究者や学生が軍事研究へと駆り出されていった。東京都目黒区の藤原祥三さん（９０）もその一人。東京帝国大（現東京大）で爆弾の開発に関わった。戦後日本の科学界は戦争協力への反省から、軍事研究に距離を置いてきた。しかし、非軍事の誓いが揺らぐ今、藤原さんは「科学は平和のために使われるべきだ」と語る。　（望月衣塑子）

　「なぜ開戦に踏み切ったんだ」。七十一年前の八月十五日、藤原さんは東京帝国大の航空研究所（目黒区）で玉音放送を聞き、ぶつけようのない怒りが込み上げた。三月の東京大空襲では、炎に包まれた街を屋上から目の当たりに。「政府や軍は、国民にめちゃくちゃなことを強いた。その結果が敗戦なのか」

　五人兄妹の三男として武蔵野市で生まれた。一九四四年十月、東京帝大の第二工学部航空機体学科に入学。大学側から極秘で研究所に通うよう言われた。

　指導したのが、後に日本のロケット開発の父と言われた糸川英夫助教授。藤原さんら航空機体学科の新入生四十人は、糸川さんから開発中の飛行爆弾の軌道計算を命じられた。何時間も計算し、別の人の計算結果と違えば一からやり直し。その繰り返しだった。

　「骨の折れる作業だったが、完成すれば特攻隊の戦死者を出さずに済むと思い、歯を食いしばってやった」。爆弾は軍艦などの砲撃で生じる熱線を感知し、その方向に誘導されるもの。若者たちが乗る特攻機の代わりになると信じたが、未完のまま終戦を迎えた。

　日本が連合国軍総司令部（ＧＨＱ）に兵器製造を禁じられていた四九年、三菱重工業に入社。一時期、防衛大に納入する実験施設の開発に関わったが、ほとんどは軍事と無関係の部門で働いた。平和国家の道を歩んできた日本だが、二〇一四年に政府が集団的自衛権の行使を容認し、一五年に安全保障関連法を強行採決した。防衛省は軍事につながる大学などの研究に資金提供を開始した。

　藤原さんは「軍部が台頭した戦前に逆戻りしているのではないか」と不安を感じる。自衛隊の存在は認めるし、最低限の軍事研究もやむを得ないと思うが、「戦後日本の平和を守り続けた憲法九条を変え、軍隊を持つべきではない」。

　終戦の日を迎えるたび、研究所での苦い記憶がよみがえる。「あのころは仕方なかった」と思う一方で、「本質的には、科学や学問は戦争のためではなく、平和な社会を築くために使われるべきだ」と訴える。「再び戦争をしてはいけない。それだけは、死ぬまで言い続けたい」
高校生、未来へ刻む１７音　平和の俳句　戦後７１年

東京新聞2016年8月15日 朝刊

	 ８月の平和の俳句に選ばれた所沢高校２年の（左から）近藤桃圭さん、小野寺渉さん、嶌田瑛佑さん＝埼玉県所沢市で
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　七十一年の歳月を重ねた終戦の日の「平和の俳句」に選ばれたのは、戦後半世紀以上を経た二〇〇〇年に生まれた埼玉県立所沢高校二年生の＜夏の日を何度も何度も七十年＞。作者の小野寺渉（わたる）さん（１６）は、自分の年齢の四倍を超す長い戦後に思いをはせ、「戦争経験者はいずれいなくなる。でも忘れちゃいけない記憶だと思います」と言う。　（矢島智子）

　所沢高校で国語を指導する山本純人（すみと）教諭（３８）は「生徒たちに表現する手段を持ってもらいたい」と頻繁に作句の課題を出している。「平和の俳句」には昨年十二月掲載分に一年生二百四十三人が応募し、男子二人が入選。今回は二年生二百三十二人が投稿し、小野寺さんを含む三人が入選した。

　十三日に掲載された＜夏風や僕らはみんな生きている＞を詠んだのは、野球部で投手兼外野手の嶌田瑛佑（しまだえいすけ）さん（１７）。「平和って考えれば考えるほど難しいテーマ。でも、世界では今も戦争で苦しんでいる人がいる。一日一日生きていることは当たり前じゃない」。そんな思いを五七五にぶつけた。

　十四日掲載の＜終戦日のんびり泳ぐ金魚かな＞を詠んだ近藤桃圭（ももか）さん（１７）は「終戦の日のほっとした感じ」を金魚の泳ぎと重ね合わせた。この夏初めて短期の語学留学を経験。将来は空港や旅行会社など語学力を生かす職場で働きたいという。

　二年生は九月末に修学旅行が控えている。行き先は生徒が投票で選んだ沖縄。小野寺さんが詠んだ＜夏の日～＞も、雲一つない青空の広がる沖縄を思い描いたという。現地では、戦時中に住民や兵士がこもり、大勢が犠牲になったガマ（洞窟）や首里城などを見学するほか、四、五人のグループで一般家庭に宿泊する民泊も計画されている。そこで見聞きし、感じることが、若い心をさらに育む。

「戦争ない世界」理想回帰を　安保法１年を前に非戦朗読劇

東京新聞2016年8月13日 夕刊

	 昨年夏に上演された朗読劇＝東京都渋谷区で（福永尚彦氏撮影）
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　戦争に反対する俳優らでつくる「非戦を選ぶ演劇人の会」の朗読劇「すべての国が戦争を放棄する日」が三十一日と九月一日、東京都渋谷区の「全労災ホール／スペース・ゼロ」で上演される。安全保障関連法成立から約一年。日本が戦争に巻き込まれる現実味が高まる中、舞台は「私たちは今、どこを歩いているのか」と問い掛ける。　（北川成史）

　会は二〇〇三年、イラク戦争に反対する演劇人らが設立。現在、実行委員として約五十人が名を連ねる。年に一、二回、平和や憲法を題材に朗読劇の上演を重ねていて、今回は十九回目。設立から関わる演出家の坂手（さかて）洋二さん（５４）は「『演劇人もきちんと意見表明するんだ』と世間に知らせたい」と狙いを説明する。

　坂手さんは劇団「燐光（りんこう）群」を主宰。沖縄の基地問題やハンセン病患者への差別などをテーマにした社会派の劇を手掛けてきた。

　昨年七月十五日の公演日、歴史の節目となる出来事が起きた。衆院特別委員会での安保法案強行採決。公演後、坂手さんらは国会前のデモに駆けつけ、声を上げたが、九月には安保関連法が成立した。さらに、今年七月の参院選の結果、衆参両院で改憲勢力が三分の二を超した。

　「なし崩し的に、自衛隊が人を殺傷する可能性を認めていいのか」。危機感を抱く坂手さんの心をさらに暗くするのは、圧力を恐れ、もの言えぬ空気が広まりつつあることだ。「ここ数年、リベラル派を称する人からも『批判し過ぎるのは得策ではない』と、自主規制する声が聞こえる」

　「すべての国が戦争を放棄する日」は、三月に安保関連法が施行された後が舞台になる。沖縄への自衛隊配備が強化され、海外での活動が広がる状況を描く。

　「敗戦を経て、日本は戦争がない世界を理想としたはず。理想は一国では達成できない。初心に帰るべきだ」。坂手さんは劇に込めた思いを訴える。「『現実と理想は違う』と、みんなしたり顔になり始めているけれど、平和について話せない世の中って何なんだ」

　公演の問い合わせは「非戦を選ぶ演劇人の会」＝電０７０（５４５７）２００３＝へ。

しんぶん赤旗2016年8月15日(月)

原爆文学を世界記憶遺産にしよう　峠三吉作品など朗読会　広島

　原爆詩人の峠三吉（１９１７～５３年）ら３人の直筆資料を国連教育科学文化機関（ユネスコ）の世界記憶遺産に登録することをめざして１４日、広島市中区で３人の作品の朗読会が開かれ、約１５０人が参加しました。

　広島市と広島文学資料保全の会が昨年、登録申請したのが国内公募２枠の選定にもれたため再び申請しようと、保全の会などが主催し、市が共催したもの。保全の会顧問の水島裕雅広島大名誉教授が講演しました。

　保全の会の土屋時子代表は「２００２年から続けてきた朗読会を、今年は記憶遺産化へ向けた意義ある朗読会にしたい」と開会あいさつ。松井一実市長が「３人の資料は人類の遺産として、引き続き登録を目指さなければならない」と寄せたメッセージが代読されました。

　水島氏は「人類は核戦争の危機に直面しており、原爆文学こそ登録されなければならない」と述べ、峠の遺族が日本共産党中央委員会に寄贈した日記２冊が今月３日に原爆資料館に寄託されたのを補完申請すると報告。峠、栗原貞子（１９１３～２００５年）、原民喜（１９０５～５１年）の３人の作品を市民や学生ら２７人が朗読しました。

しんぶん赤旗2016年8月15日(月)

空襲と戦争の悲惨さ語り継ぐ　大阪・京橋　終戦前日に６００人犠牲　被災者追悼式典　遺族ら２４０人参列　
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（写真）犠牲者に手を合わせる（左手前から）宮本、清水の両氏＝14日、大阪市


宮本・清水氏出席

　７１年前の終戦前日の１９４５年８月１４日、米軍のＢ２９爆撃機の攻撃を受けて５００人から６００人が犠牲になったとされる旧国鉄・京橋駅の空襲被災者を追悼する「慰霊祭」が１４日、大阪市・ＪＲ京橋駅前の慰霊塔前で行われました。汗が滴り落ちる猛暑のなか、遺族や関係者ら２４０人が参列し、日本共産党の宮本岳志、清水忠史両衆院議員も出席しました。

　妙見閣（みょうけんかく）寺（慰霊祭世話人会事務局）の竹内日祥上人や渡辺弘幸ＪＲ京橋駅長らがあいさつしました。

　同駅に近い市立聖賢小学校の児童らが折り鶴を寄せ、児童を代表して６年生３人が、「さまざまな人に戦争の話を聞き、戦争の恐ろしさを知りました。やっぱり戦争を起こしてはいけないと改めて感じました」「私たちは次の世代にも戦争の悲惨さ、平和の大切さ、命の尊さを語り継いでいきたいと思います」と作文を読み上げました。

　「慰霊祭」に初めて来たという男性（８０）＝大阪市＝は、終戦前日に犠牲になった人々の無念の思いに心を寄せ「戦争は殺し殺されるだけだ」と憤っていました。

ゾルゲ事件「関与」、網走で獄死した父親しのぶ

読売新聞2016年08月14日 14時20分



博物館網走監獄を訪れたポールさん（中）とダイアンさん（左）（９日、網走市で）

　第２次世界大戦中の国際スパイ事件「ゾルゲ事件」に関わったとされて、網走刑務所で獄死した人物の長男ポール・ブーケリッチさん（８６）（オーストラリア在住）らが９日、北海道網走市の博物館「網走監獄」を訪ねて故人をしのんだ。

　獄死したのは、クロアチア出身のブランコ・ブーケリッチ。ジャーナリストとして働く一方で、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(ちょうほう),諜報)活動に携わったとして無期懲役の判決を受け、網走刑務所で病死した。

　同博物館は同刑務所の旧施設を展示している。自身の次女ダイアンさん（５４）に祖父の最期を知ってもらおうと、２度目の訪問を果たしたポールさんは「氷点下２０～３０度になる網走の刑務所で父が亡くなった状況を思うと、悲しくなる」と話していた。

産経新聞2016.8.15 01:00更新 
【政界徒然草】民進＆共産の全面支援受けながら惨敗した鳥越俊太郎さん、「ペンの力って今、ダメじゃん」ってどういうこと？

東京都知事選で落選が決まり、厳しい表情をみせた鳥越俊太郎氏だったが…＝７月３１日、港区南青山（宮川浩和撮影） 
　７月３１日投開票の東京都知事選で民主党や共産党など野党４党の推薦を受けながら大敗した鳥越俊太郎氏が、都知事選を振り返り「ペンの力って今、ダメじゃん」などと語った米有力ニュースサイト「ハフィントンポスト」（日本版）のインタビュー記事が波紋を呼んでいる。ジャーナリストの肩書を持ちながら「僕はペンの力なんか全然信用していません。だから選挙の中で訴えるという一つの手があると思っている」と堂々と語る鳥越氏。大胆な発言にあきれるばかりだが、選挙運動に関係した民進党関係者からは早速、「なるほど落選するわけですね」といった批判が吹き出ている。
　ハフポストは鳥越氏の「惜敗の都知事選を振り返る」とする独占インタビュー記事を前半、後半にわけて８月１１日と１２日に掲載した。インタビュー前半の冒頭、鳥越氏は都知事選の結果について問われ、こう答えている。
　「ま、こういう結果だったな、としか受け止めていないですね。本当にとっさの決断だったので計算は全くしていないんですよね」
　その言葉に悔しさは感じられない。
　鳥越氏によると、参院選の投開票日（７月１０日）の前に元経産官僚の古賀茂明氏から都知事選への出馬意思を問われ、一度は否定したものの、「古賀さんの声、参院選の結果、去年ぐらいから安倍政権を見てきたことの３つ」によって出馬に突き動かされたという。安倍政権が「特定秘密保護法、集団自衛権の行使容認、安保法制と強行採決で突っ走ってきた」ことに危機感を持ったとか。「もし自分が出なかったら、ひょっとしたら後で後悔するかもしれない」と思ったようだ。
　ところが、その大胆な考えと決断の割に選挙運動にはそれほど思い入れはなかったようだ。ニコニコ生放送の候補者討論会に参加しなかったことには、「僕が決めたんじゃないけれど、全く関与していないから。選挙ってそんなもんだよ」と開き直ってみせた。
　ニコニコ生放送については「基本的にメディアとして認めていない、悪いけど。あんな文字がどんどん画面にでてくるようなところにでたくないですよ。あんなのおかしいじゃないですか」と批判を展開。さらには「ネットにそんなに信頼を置いていない。しょせん裏社会だと思っている」とも語った。インターネットを使った選挙運動が解禁され、選挙とネットは不可分な存在なのは候補者なら当然の認識のはずだ。それなのに「しょせん裏社会」と言ってのけるのは、世の中の動きに疎いからなのか、時代についていけていないことへのフラストレーションなのか…。
　「鳥越公式Ｔｗｉｔｔｅｒに現場のコンテンツを大量投入してきた『バンキシャ』」だったという民進党板橋区議の中妻穣太氏は自身のブログで「しょせん裏社会」の発言が、インタビュー記事の中で「最も許せなかった」と憤慨する。そして、「私は裏社会の人間で、Ｔｗｉｔｔｅｒを見て応援してくれた方々も裏社会の人間ですか。愕然となりますよね」とやるせない思いをはき出している。
　一方、鳥越氏はインタビュー後半で、都知事選の敗因について「僕の力が不足していたという一語に尽きる」と潔さを見せた。街頭演説では野党４党が共闘したことによる組織動員と一般市民が集まり、かなりの人数が集まったという。だが、鳥越氏は冷ややかに受け止めていて、「ここに来ていない人が何百万人かいるわけじゃないですか。その人たちの票をつかまないと当選しないと思っていたので」と語る。
それはそうかもしれないが、動員などに汗をかいた人がこの言葉を聞いたらがっかりするだろう、と思わずにはいられない。そもそも鳥越氏の発言には一貫して選挙運動に関わってくれた人たちへの感謝の思いが欠如している。
　ちなみに、鳥越氏の街頭演説をこまめにチェックしていたカメラマンによると、共産党が仕切った街頭演説は数百人規模で人が集まるのに対し、民進党ではそれほど人が集まらなかったという。しかし、どの政党がどれだけ動員できるかなんて、こだわりのない鳥越氏には些末な話だったのかもしれない。
　鳥越氏は、新都知事となった小池百合子氏について「この人は平然と嘘をついて、だましてでもポピュリズムで人の心を惑わして、最終的に勝つ人だなと。もうその時点でこの人の本性が見えた。そういう人です」と辛辣な人物評を開陳してもいる。
　では、鳥越氏自身はどうなのか…。週刊文春で報じられた女子大生への「淫行疑惑」について、自らの口から説明することは一度もなかった。鳥越氏は「『やってない』ということを証明することはできないんですよ」といい、「記者会見はしても同じことだから『（疑わしいと思うのなら）勝手に思え』と思って全部切った」と強弁する。これまでジャーナリストとして多くの記者会見で当事者らを問い詰めてきたはずなのに、自分が問われる立場となるとスルリと逃げてもいいらしい。
　鳥越氏については、落選後に自身の公式サイトから都知事選関連のコンテンツを削除し、まるで都知事選に出たことがないようだ、と方々から指摘されている。インタビュー記事では「知らない。僕は全くノータッチだから」と答えているが、この調子だと、仮に知事になっていたとしたら全て人任せにしてもおかしくない。なんと危ういことか。
　鳥越氏は最後に、市民の声をメディアが取り上げてくれないと批判する。「日本のメディアは全然取り上げてくれないんだよ。俺も色々やったけれど、昔のようには取り上げてくれない。だからほとんど国民に伝わっていない」。そんなことを言う人に「安倍政権の跋扈を許しているのはペンとテレビでしょ」なんていわれても、「どういうこと？」となってしまう。
　記者稼業の大先輩に向かっていうのも僭越だが、「ペンの力って今、ダメじゃん」と言う前に「自分もダメじゃん」と謙虚に自身を見つめる余裕はなかったのだろうか…。
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